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序論
第1節本論文の目的
1 本論文の目的
我が国は，膨大な財政赤字の累積と共に少子高齢化を経て人口減少を迎えている。さ
らに，世界的規模での貧困と所得の格差は，世界各国共通の喫緊の課題となっている。
租税は，国家の財政需要の確保と富の偏重の是正のための打開策として重要な役割を担
っている。国民の租税負担割合の増大と経済社会の高度化・複雑化を背景に，納税者の
権利意識が高まり，租税法領域における法の支配に対する要請が強く求められてきてい
る。
こうした租税を取り巻く社会の変化は，直接的に租税のあり方，すなわち，国家の課
税権やその行使の在り方，国民の租税観，国民の納税の在り方に波及する口人とものの
移動がグローバル化する現代社会において，国民の租税を取り巻く環境は，例えば，金
融派生商品や電子商取引に代表される国民の経済取引の急速な変化に併せて，複雑性を
増している。
とりわけ，個人の所得を担税力の測定指標とする個人所得課税は，納税者の行った経
済取引等の経済的効果を適用対象としているために，複雑な経済的取引からもたらされ
た所得を把握するための法的整備と強化が図られることが求められている。
個人所得課税は，国民の聞に租税を公平に配分することを求める租税公平主義に，最
もよく合致する優れた租税であると評価されてきた。個人所得に対する課税は，所得区
分，人的諸控除，累進税率構造等と相まって，租税歳入の確保，富の再分配機能，そし
て個人の担税力に応じた課税を可能にしている。とりわけ，富の偏在を是正するための
富の再分配機能は，わが国の所得税法に内蔵される累進税率構造の正当化根拠のーっと
して用いられ，公平に結実しているc
この個人所得課税を法的に統制する所得税法（以下j法jは，所得税法を指す。）は，
これらの仕組みを取り入れて，国民の聞に各個人の実質的な担税力に即した公平な租税
負担の配分1を実現しようとしている。
個人所得課税は，各々の所得に応じて個人に課税する。つまり，個人の人的側面を考
1増田英敏「租税平等主義の法的概念、とその機能j同編『納税者の権利保護の法理』 73 頁
以下（成文堂， 197) （初出；拓殖大学論集 174 号 (198 ））参照。
1 
慮することを前提とした人税が，所得課税制度である。所得課税制度は，「個人の所得」
を担税力の測定指標とするから，納税者の一定期間における適正な所得を測定しなけれ
ばならない。この個人の適正な所得を算定するためには，納税者に担税力の増加をもた
らす経済的利得を適正な時機に課税所得に算入し正確に評価した所得に課税しなけれ
ばならない。したがって，所得課税における「課税のタイミングjと「所得の評価Jは，
所得課税制度の根幹を成す必要不可欠の要素ということができる。
個人の所得の大きさを適正に測定するためには担税力の測定の前提として課税対象
となる所得が適正に認識されなければならない。課税所得の認識をめぐる問題は，賦課
徴収の問題（Colectin Question ）と定量化の問題（Quantifco Question ）の二つ
に大別することができる20
前者の領域に属する所得をいつの時点で課税の対象に取り込むのが最も妥当かとい
う問題は，実現または未実現としづ認識基準である「実現」と同時に課税対象たる所得
となるから，所得の実現判定の問題とされてきた。後者に属する各課税年度の所得およ
び租税債務の価値または金額の定量化の問題は，所得の発生と課税所得として認識する
までに経過した時間軸の差異に応じて，それぞれの時点で認識される実価（real value) 
と名目的価値（nomial value ）の聞に差異をもたらすことから，課税所得の認識の繰
延べ（課税繰延）の問題とされてきた。とりわけ，本論文の分析対象は，前者の問題，
すなわち，所得税法の下で，所得をいつの時点で、取り込むのか，としづ所得の課税のタ
イミングの問題にある。
所得税法は，暦年を基礎として課税年度を設けているが，どの課税年度に実現した所
得を帰属させるべきなのかという，ある年度から適正な時期へ所得を移す法的技術（所
得の年度帰属）の問題（課税要件規定である法 36条 1項の手続的解釈3）と所得がいつ
の時点で未実現利得が実現利得へと転換したのかという時点の問題（租税実体法の下で
の納税者の租税債権債務の成立を基礎づける個々の所得の発生時点）は区別して論じら
れなければならなし叱もっとも，所得の年度帰属は所得の課税時機が決定してはじめ
て不適当な時期に計上された所得を適切な課税時期に移す法的技術であるから，第一義
的には，所得の課税時機を解明する必要がある。
本論文では，いつの時点で、国家が実現された所得に課税すべきか（納税者が実現した
所得を課税所得に算入すべきか）とし寸意味で，第一の問題と第二の問題を包摂する大
2 c五島iOSHE SHEKEL THE TIMING OF INCOME RECOGNITION IN TAX LAW アAND THE TIME 
VALUE OF MONEY 1-3 (209) . 
3碓井光明「課税要件法と租税手続法との交錯」租税 1号 39 頁以下（1983 ）。
4 田中治「過年度分の遡及的支給と年度帰属」税事 13 号 28頁以下（201) 0 佐藤英明教
授は，不動産を所有するものに対する固定資産税や継続的な経済活動を行う事業者の消費
税に比べ，所得税や法人税の租税債務の発生の事実及び金額の予測が困難であることを指
摘されている（佐藤英明「「租税債権j論素描J金子宏編『租税法の発展』 19 頁（有斐
閣， 201) 0 
2 
枠の用語として課税（計上）のタイミングまたは課税所得の認識としづ言葉を用いる。
ここで，時期（time or seaon ）は，ある特定の時点を含む時的連続性を持った一定の
期間を表すものとし，これに対し，時機（timng or chane ）は，ある事柄が仮に起き
たらという特定のときないしは場合を前提とした仮定条件を付した時点を表すものと
して区別して用いる。この課税所得の認識時機としての実現は，ある課税年度の租税債
権債務を構成する個々の課税所得の発生要件である課税要件または課税要件の充足の
事実と不可分の関係にある5。本論文では，法 36条 1項の課税要件規定を実体的に解し
ている。
既に，所得課税制度と課税所得の認識をめぐる問題については，優れた業績が蓄積さ
れている6。しかし，我が国の課税所得の認識に関する原則規定は，依然として法的に整
5本論文では，極めて暖昧な表現であるが，課税要件の充足の事実を，実現事象や課税可
能な事象等と表現している。この課税要件は，増田英敏教授が「狭義の課税要件J（増田
英敏「紛争予防税法学と要件事実論」木村弘之亮先生古稀記念論文編集委員会編『公法の
理論と体系思考』 26 頁（信山社， 2017 ））と定義されている租税訴訟における立証責任
の対象となる租税債権債務の発生原因となる要件という意味で用いているc また，第7章
で触れるように，米国では，「taxble evnts 」と「realizton evntsJ が代替的に用いら
れている場合があり 上記の意味での狭義の課税要件と実現要件の差異を明確に区別する
ことができず，またこれらの用語が課税要件を示す場合と事実を示す場合があるように思
われ，それらの差異を明確に区別することができなかった。なお，木村弘之亮教授より，
「taxble evntsJ には，「租税法律要件j または「課税要件」が適訳であると直接ご指導
いただいた。併せて，岡村忠生「税務訴訟における主張と立証一非正常取引を念頭に－」
芝池義ーほか『租税行政と権利保護』 297 頁以下（ミネルヴァ書房， 195 ）参照。
6たとえば，この問題に関する先駆的研究者と評することのできる金子宏教授は，所得の
実現を課税所得の認識の問題として捉え，実現の判定基準を検証し，租税法律主義の機能
である法的安定性の視点から，取引の類型ごとに権利確定主義の基準を類型化すべきこと
を指摘されている（金子宏「所得の年度帰属－権利確定主義は破綻したか－J同『所得概
念の研究』 28 頁以下（有斐閣， 195) （初出；日税2 巻 (193 ））。中里実教授は，企業
の課税所得算定の基本構造を法的視点から検討され 法人税法2 条 4 項の関連で財務会
計と租税法の関係性を明らかにしたうえで，我が国の裁判例・通達を整理し，具体的に基
準を明らかにすべきことを指摘されている（中里実「企業課税における課税所得算定の法
的構造」（一）法協 10 巻 1号50頁 (1983)' （二）法協 10 巻3号1頁（1983)' （三）
法協 10 巻5号83頁（1983)' （四）法協 10 巻7 号89頁 (1983)' （五・完）法協 10
巻9号1頁 (1983 ））。神山弘行教授は，租税法を，政府歳出のための税収確保を第一義的
な目的とし，政府と納税者の視点を区別したうえで，両者の採用する割引率が異なる可能
性に着目して，課税のタイミングに関する租税法理論の再解釈および再構築を試みられて
し、る（神山弘行「租税法における年度帰属の理論と法的構造J（一）法協 128 巻 10 号1頁
(201)' （二）法協 128 巻 12 号 194 頁（201)' （三）法協 129 巻 1号9 頁（201)'
（四）法協 129 巻2号 135 頁（201)' （五・完）法協 129 巻3号 153 頁（201 ））。阿部
雪子教授は，課税繰り延べの正当化根拠としての感覚的公平を検証し，組織再編，資産の
交換・買い替え・収用における譲渡所得課税の課税繰り延べの適用要件を客観化・明確化
すべきことを指摘されている（阿部雪子『資産の交換・買換えの課税理論』 iii 頁以下（中
央経済社， 2017 ））。膨大な数の先行研究が存在するため，その他の重要な論文の詳細は本
論文の各章に譲ることとする。
3 
備されないまま，その例外規定が置かれているにすぎない。
課税所得の認識の問題は，課税物件，課税物件の人的帰属等と並んで，所得税法の最
も基本的な要素の一つで、ある。それにも関わらず，課税所得の認識原理としての実現概
念は，法に規定されていないために各種所得の類型または私法上の経済取引の類型に
よりその認識基準が異なる結果，実現判定の基準が弾力性を持つことで，いつ課税所得
を所得税法の対象として認識するのかが予測できない としづ現状がある。
故に，申告納税制度の下で，自己の租税債務を確定しなければならない納税者も，納
税者の申告が租税法の規定に従って履行されているかを精査する租税行政庁も，適正な
課税所得の認識基準が法定されていないことから，その法律適合性を検証することすら
もできない。仮に，両者の見解が対立した場合，最終的な課税所得の認識時機の判断は，
裁判所に委ねられることとなる。
裁判所は，「所得税は経済的な利得を対象とするものであるから，究極的には実現さ
れた収支によってもたらされる所得について課税するのが基本原則であり，ただ，その
課税に当たって常に現実収入のときまで課税できないとしたのでは納税者の窓意を許
し，課税の公平を期しがたいので，徴税政策上の技術的見地から，収入すべき権利の確
定したときを捉えて課税することとした」 7と述べて，納税者の課税所得の認識時機の
完全、意的な操作を防止し，早期課税を肯定して，租税公平主義の形骸化を防止する姿勢を
維持してきた。そこでは，課税の作用が常に財産権の侵害と隣り合わせであること，納
税者と利害関係が対立する租税行政庁による完全、意的な課税所得の認識時機の判断の可
能性を払拭できないこと，具体的にし、かなる点に完全、意的な課税所得の認識の操作がある
のかについての根拠が示されていないばかりか，法整備の必要性については，一部を除
き8触れてこられなかった。
かねてから，我が国の所得税法は，課税所得がいつ，どのような行為をしたときに，
所得課税の対象として取り込まれるのかが明瞭でないという，由々しい問題がある。我
が国の課税所得の認識をめぐる問題は，一向に改善されないまま，そして，その現状に
馴れつつある。今まさに，我が国の課税所得の認識基準に関する立法・解釈・適用のす
べての側面を，納税者の権利保護の視点から再検討すべきことが求められているといえ
よう。
本論文の目的は，租税法の基本原則である租税公平主義と租税法律主義によって体系
化された租税法に依つてのみ，納税者の権利は保護される9との視点から，我が国の個
7最判昭和49年 3月8日民集 28 巻2号 186 頁。
8最判昭和47年 12 月26 日民集 10 号2083 頁。
9増田・前掲書（ 1 ) i頁。増田英敏教授は， OECD で承認された納税者の基本的権利と
して，①情報を受け，援助され，聴聞を受ける権利，②争訟権，③正しい税額のみを納税
する権利，④確実性の権利，⑤プライバシーの権利，⑥機密および秘密保持の権利を整理
し，租税制度において納税者の権利保護のために最低限尊重されなければならない権利と
位置付けられている（増田・同書 18 頁以下）。中里実教授は，同権利を「納税者の義務を
4 
人所得課税における課税所得の認識基準の問題を検討・評価することにある。具体的に
は，我が国の所得課税において伝統的に議論されてきた課税所得の認識原理としての実
現理論について，我が国の租税法理論および実務上生じた紛争事例を検証し，我が国が
抱える問題の断面を明らかにし，そのうえで両基本原則の視座からアメリカの個人所得
課税制度を紹介する。アメリカ租税法との比較法研究から示唆を得て，我が国の課税所
得の認識基準を再評価し，我が国の認識原理としての実現理論をめぐる問題解決手法を
提示することを目的とする。
2 検討の視座
租税法が究極的諸価値である正義に適合した法的秩序と安定性を有する法として評
価できるためには，租税法体系を支える一般的に受容された普遍的な法原則によって支
配されて，はじめてその体系が究極的諸価値に適合していると評価可能となる10
租税法体系の存在は，日本国憲法の価値秩序によって具体化される。租税法体系の内
的体系を首尾一貫して統制する諸価値はいうまでもなく 憲法規定を法的根拠とする
租税公平主義と租税法律主義の両基本原則である1。正義の構成要素としての公平は，
憲法 14条1項を法的根拠とする租税公平主義となって表れる。憲法 30条および84条
を法的根拠とする12租税法律主義は，立法原理としての租税公平主義の要請を受け，体
系化された法を規定すべきことを命じている。両基本原則は，国民の自由と基本的人権
にダイレクトに影響を及ぼす国家の課税権の行使を，法の支配の下に置くことを求めて
し、る。
筆者は，我が国の課税所得の認識基準をめぐる問題を納税者の権利保護の視点から検
証・評価するための座標軸として両基本原則を座標軸とする130
両者の関係は，「近代以前の国家における租税のあり方に対するアンチテーゼとして，
相互に密接に関連しながら，近代国家において確立したもの」 14で、あって，「租税法律主
義が，公権力の行使に対して納税者を保護するための法原理で、あって，そこでは，すべ
履行する際の納税者の手続的権利である点に留意されたい」（中里実「納税者憲章と納税
者権利章典」日税67 号7頁（2016 ））として，租税手続きに限定されることを指摘されて
し、る。
10 クラウス・ウィルヘルム・カナリス（木村弘之亮代表訳）『法律学における体系思考と体
系概念一価値判断法学とトピク法学の懸け橋一』 10 頁以下， 36頁以下， 142 頁（慶応義
塾大学法学研究会， 1996），木村弘之亮『租税法総則~ 65 頁以下（成文堂， 198 ）。
1 増田・前掲書（ 1) 396 頁。両基本原則に加えて 松沢智教授は 「国民主権主義＝納
税者主権主義」の価値が租税法体系を貫く基本原則であり，このことは申告納税制度とし
て具現化していることを指摘されている（松沢智『租税法の基本原理一一租税法は誰のた
めにあるか』序にかえて6頁（中央経済社， 1983 ）。
12 清永敬次『税法［新装版］』 28 頁（ミネルヴァ書房， 2013 ）。
13 増田英敏「租税憲法学の展開－租税正義の実現と租税憲法学一」同編著『租税憲法学の
展開』 2頁（成文堂， 2018) 0 
14 金子宏『租税法〔第2 版〕』 73 頁（弘文堂， 2017 ）口
5 
ての問題が，《公権力》対《納税者》の次元の問題として現れるのに対し，公平負担の
原理は，納税者相互間の利害の調整の原理である」 15と位置付けられている。
ここで，租税法律主義および租税公平主義の意義および機能について，金子宏教授の
叙述を基礎に整理する。
租税法律主義とは，「租税は，公共サービスの資金を調達するために，国民の富の一
部を国家の手に移すものであるから，その賦課・徴収は必ず法律の根拠に基づかなけれ
ばならなしリ 16ことを宣言した租税法の基本原則である。租税法律主義の具体的内容は，
「課税要件法定主義（「課税の法律要件適合性の原則J17) J，「課税要件明確主義（自由
裁量の排除）J，「遡及立法禁止原則J，「合法性の原則J，「適正手続保障原則j，「裁判所
による納税者の権利の保護の原則j の六つから構成されている。
これらの内容により構成される租税法律主義は，歴史的・沿革的18に異なる源流から
もたらされた「二つの価値に同時に（筆者加筆；傍点）奉仕すJ19ることで，国家によ
る課税権の行使20から納税者の権利を保護することを目的としている210
第一の価値は，「代表なければ課税なし（No taxion withou repsntaio) Jと
いう伝統的な憲法上の価値である。換言すれば，納税者は，国民の代表議会の定める法
律の規定に基づくことなしには租税の納付を要求されず，法律の規定に基づくことなし
には国家の課税権は行使されえない，としづ価値である。近代以前の国王による個人的
欲求を満たすための窓意的な課税の行使を立法の段階で国民のコンセンサスを得るこ
とで未然に防止し，租税の領域における民主主義の実現に向けて機能する20
第二の価値は，課税における法的安定性と予測可能性（両者を併せて，以下，「確実
性」（certainy ）または「明確性」という。）を国民の経済生活に与える，という価値で
あり，立法・執行段階における国家による恋意的な課税権の行使から国民の保護に向け
15 金子宏「租税法における所得概念の構成j同・前掲書（6) 14 頁以下（初出；法協83
巻9・10号（196) 法協85巻9号（1968) 法協92巻9号 (1975 ）。
16 金子・前掲注 (14) 73頁。併せて，金子宏「市民と租税」同『租税法理論の形成と解
明 上巻』 3頁以下（有斐閣， 201) （初出；加藤一郎編『現代法と市民』（岩波書店，
196 ））参照。
17 増田・前掲注（ 1) 4頁。また，行政の法律適合性または課税の要件適合性とし、う表現
とも代替的に用いられる（波多野弘「租税法律主義の原員IJJ日本税法学会「創立30周年
記念祝賀税法学論文集」刊行委員会編『日本税法学会創立30周年記念祝賀税法学論文
集』 24 頁以下（日本税法学会本部， 198 ）。
18 金子宏「租税法の基本原則」同・前掲書（16) 43頁以下（初出；金子宏ほか編『租税
法講座－第一巻租税法基礎理論－』（帝国地方行政学会， 1974 ）。
19 金子宏「ルール・オブ・ローと日本の租税法（抄訳）J税研 185 号104 頁（2016 ）。
20 租税法律主義は，立法府による租税法の定立，租税行政庁による租税法の解釈適用，裁
判所による租税法の解釈適用を縛る（田中治「租税法律主義の現代的意義」税法56 号
243 頁（201 ），波多野・前掲注 (17) 24 頁）。
21 租税法律主義の消極的意義として，「国家の財政収入の確保J（新井隆一「租税法律主義
の憲法的意義」税法 176 号7頁 (1965 ））がある。
2 金子・前掲注（19) 102,43 頁。
6 
て機能する230
したがって，納税者の権利保護の法理としての租税法律主義は，第一の価値と第二の
価値が有機的に結合し，同時にそれらの価値が有効に機能した結果として納税者の権
利を保障している240
租税公平主義とは，「税負担は国民の聞に担税力に即して公平に配分されなければな
らず，各種の租税法律関係において国民は平等に取り扱われなければならなしリ 25こと
を確認した租税法の基本原則である。
租税公平主義（課税の公平）の本質を理解するためには，それが歴史的・沿革的に租
税根拠論および租税法律主義の生成の裏側で発展してきたことが確認されるべきであ
ろう。ここでは，租税公平主義の本質を理解するために必要な部分に限って，租税根拠
論を整理する260
課税の公平は，所得課税制度に特に妥当すると考えられてきた。しかし，その発展の
過程において平等（equity ）または公平（fairnes ）概念は，多義的であり具体化が必
要な概念である27ことが示されている。
23 金子・同上論文 104, 106, 13 頁。課税に関する予測可能税の確保は，第一に課税権
の行使を規定する租税法が刑罰権を定める刑事法と並ぶ典型的な侵害規範であり，かつ，
財産権への侵害を定める規範であること，第二に，現代の租税負担は，相当に重く，重大
な侵害となること，第三に，複雑化，専門化，精微化する租税法の下で生じる納税義務
は，納税者の経済的意思決定の重要な要素一つで、あるにも関わらず，負担することとなる
納税義務を事前に正確に予測することが困難であることの 3つの理由から要請される（佐
藤英明「租税法律主義と租税公平主義」金子宏編『租税法の基本問題』 65頁（有斐閣，
207 ），増田英敏「租税法律主義と租税公平主義の衝突－租税法解釈の在り方－J税法
56 号35 頁（201 ），山下学「租税法律主義の歴史的意義と現代的意義j税法563 号
395 頁（201 ）。
24 北野弘久『税法学原論〔第六版〕』 10 頁（青林書店， 207 ），増田英敏『紛争予防税法
学』 32 頁（TKC 出版， 2015 ）。
25 金子・前掲注（14) 83頁以下。
26 憲法 30 条については，見解の相違がある。租税法律主義を裏側から規定するとしつつ
も，利益説と犠牲説を止揚するとしづ意味で，「民主主義的租税観Jを表明したと解する
見解として，金子・向上書21 頁。国民主権主義の原理を根拠に，主権者である国民が，
国家の構成員として当然に自己賦課を宣言したとする見解として，松沢・前掲注（1) 4 
頁， 56 頁注記（3 ）。納税義務および徴税権行使の限界を明示し，納税者の権利を擁護す
る人権規定とする見解として，北野・前掲注（24) 78頁。犠牲説を規定しているとする見
解として，神野直彦『財政学〔改訂版〕』 154 頁（有斐閣， 207 ）。併せて，最大判昭和
60年3月27 日民集 39 巻2号258 頁 最大判平成 18 年3月1日民集60巻2号597 頁参
昭
27 アルベルト・へンゼ、ル（北野弘久＝三木義一訳）「「租税立法者に対する憲法上の制約。
応能課税一法の下の平等」（ l)J f3法 42 巻 1号53 頁 (1976 ），首藤重幸「租税法におけ
る公平の法理」日税54 号 38 頁（204 ），木村・前掲注 (10) 87 頁。なお，租税根拠論の
犠牲説と租税配分原則としての能力説は直接結び付くが，租税根拠論としての利益説は租
税配分原則の利益説とは，密接な関連があるが相違することには注意を要する（神野・向
上書 156 頁以下） 国税と地方税の租税配分手法については，林仲宣『税社会学』 43 頁以
7 
国家がなぜ租税を課すことができるのかに関する問題は，所得税の確立する 18 世紀
から 19 世紀に発達した国家は国民の富の分配状況に介入すべきではないとする自由主
義経済の思想に基づく考え方から， 19 世紀末の私有財産制と資本主義経済の下で発達
した社会福祉国家の理念に基づく考え方に併せて変転があった。すなわち，利益（対価
または交換）説から，課税の公平を導出する能力説に密接に関連する犠牲（義務）説へ
の潮流である。個人主義的な思想、に基づく近代民主主義国家観と結び、つく利益説は，市
民主権の下では，国家は，個人相互間の契約によって成立すると考え，犠牲説は，近代
有機主義的国家観と結びつくもので，国家は，個人を超越した独立した組織であるとの
考えに立つ280
利益説は， 17世紀末から 19世紀初頭にかけてイギリスとフランスの租税論として発
展した。諸国民の富で著名なアダム・スミスは， 4つの租税原員ljの公平の原則の部分で，
「かれら（筆者加筆；国家の臣民）がそれぞれ国家の保護のもとに享受する収入に比例
して，政府を維持するために貢納すべきものである。一大国民の個々人に対する政府の
経費は，大所有地の共同借地人に対する経営費のようなものであって，これらのすべて
の共同借地人は，この所有地におけるかれらのそれぞれの利害関係に比例して貢納する
ことを義務付けられているJ29と述べており ここに利益説の萌芽を見ることができる
30 
0 
租税根拠論としての利益説の下では，国民が社会生活を営むにあたって，個人の力で
は十分に満たすことのできない個人の生命や財産の保護を求める社会的需要を満たす
ために，その根底に自然法思想、または国家契約説を据えて，国家という有機体を活動さ
せ，国家の有する公権力の行使により個人または主権者あるいは個人相互間の自由な権
利義務の契約に基づいて個人の生命と財産を保護する31こととなるが，国家の活動のた
め資金調達の手段が必要となる。したがって，租税は，当然にそのような各国民が国家
活動から与えられる利益ないし保護に対して支払われる価格または一つの社会という
下， 51 頁以下（税務経理協会， 203 ）参照。
28 橋本徹「租税の根拠J金子宏ほか編『租税法講座－第1巻 租税法基礎理論－』 17 頁
（帝国地方行政学会， 1974 ）。畠山武道＝渡辺充『新版租税法』 9頁（青林書院， 20)
は，能力説と義務説を問視されている。
29 アダム・スミス（大内兵衛＝松川七郎訳）『諸国民の富（四）』 240 頁（岩波書店，
196 ）。もっとも，公平の原則の前段部分は 能力説と利益説が未分化のままではある
が，能力説に近似するまたは組み込まれていると評される（吉村典久「応能負担原則の歴
史的発展」法研63巻 12 号359 頁 (190 ）。
30 武田隆夫ほか『再訂近代財政の理論』 173 頁（時潮社， 1964 ）。公的負担の平等を定め
るフランス人権宣言 13 条は，「公的強制力の維持のため，および行政の諸費用のため
に，共同の分担金が不可欠である。それは，全市民の聞に，その能力に応じて平等に配分
されなければならなしリ（高橋和之『新版 世界憲法集』 319 頁（岩波書店， 207 ））と規
定して，能力説を明らかにしている。
31 島恭彦『財政思想史島恭彦著作集1』24頁（有斐閣， 1982 ），橋本・前掲注（28)
18 頁，井手文雄『新稿近代財政学〔第四改訂版〕』 365 頁（税務経理協会， 195 ）。
8 
集団における会費として支払われるべきであると考えられた320
利益説は，絶対王政の下での完全、意的な課税権の行使と国家の主要な受益者である貴族
や僧侶に大幅な免税の特典を与えていたことに対する市民からの批判を合理化したも
ので，市民と国家の聞を対等な関係に擬制して，国家が権力を行使して租税を課しうる
かについて説明したものにすぎなかった30
資本主義が高度に発達するにつれて階級対立が激化し，国家の費用が次第に膨らむよ
うになると，租税は，さらに私有財産の原則を脅かし，また国家から利益を受けている
と甘受しきれぬほどに，強権的な姿を明らかにして拡大していった340 ここで国家によ
る課税を正当化するために展開されたのが，ドイツの伝統的国家観である福祉国家観に
基づく犠牲説である350
犠牲説は，国家は人間生活の前提であり，個人の利益を超えた全体社会に対する一般
的利益を追求する。租税は，この国家の存立の維持および一般的利益のために必要な経
費を賄うためのものである。したがって 国民である以上，個々の利害を超越して一方
的に租税を支払うことは当然の義務であり その意味で租税は犠牲であると考えた360
犠牲説を唱えたワグナーは，国家の費用調達，歳入取得を目的とする純粋な財政的意
義の租税並びに自由主義経済の下で行われる財産および所得の分配に変更を加えるこ
とを目的とする社会政策的意義の租税の二者叫こついて述べている。すなわち，租税の
財政上の意義につき，「公共諸国体一国家その他の権力団体ーの一般的経費をみたすた
めに，それらの団体がその主権・ー…－直接の国権またはそれから派生する権力ーによ
ってそれらの団体の全般の施設に対する一般的報償として，一般的な原則と標準とによ
って一方的に定める方法と金額において，個別救済（個人）から徴収するところの賦課
をいJい，社会政策的意義の租税につき，「財政上の必要をみたすと同時に，もしくは
その必要の有無にかかわらず，経済的法律的秩序によって定まっている国民所得および
財産の分裂に，また時としてはその所得または財産の使用方法に，統制をくわえ，これ
32 橋本・向上書同頁，島・向上書25 頁。 19世紀になると，利益説は，社会の構成員が公
共支出を自由に選択し，これに対する対価として租税を支払うものとされ，租税が国家の
行う国民生活の安全保障の保険料とみなされ，公共支出もまた国家の保護に役立つものと
考える課税保険料説と限定的なものとなった（橋本・同書 19 頁以下，島・同書同頁以
下）口
3 武田ほか・前掲書（30）同頁，金子・前掲注 (15) 2頁以下。
34 佐藤進『現代税制論』 14頁（日本評論社， 1970 ）。
35 この他にも，国家は公共の福祉を増進するための役割を持ち，この役割を果たすのに必
要な公共的需要を充足するために，租税を徴収するとする公需説や社会契約説に基かず
に，国家と個人との関係における別個の解釈に基礎を置き，納税者が享受する利益に対す
る反対給付として租税を徴収するとする新利益説がある（井手・前掲注（31) 364 頁以
下）。
36 武田ほか・前掲注（30) 190 頁橋本・前掲注（28）・ 126 頁 島・前掲注（31) 26 
頁。
37 井藤半禰『財政学総論』 170 頁（千倉書房， 196 ）。
9 
を改変するの（ママ）目的をもって徴収せられるところの賦課J38と述べ，租税の財源
調達機能に加え，所得の分配の不平等の是正としづ社会政策的な目的を新たに加えた390
市民からの租税に対する批判を合理化するための，国民の権利の保護を目的として国
費が支出されたその対価として国民は納税の義務を負うと考えられていた利益説と異
なり，ここでは，国民の権利と義務という関係よりも，むしろ，「強制と義務という関
係、J40という考え方への変遷をみることができる。
課税根拠論としての利益説を採用した場合には，租税配分原員IJとしての公平の基準を
利益に応じた課税と捉える利益説を導出することができ，し、かなる条件を必要とするの
かについても，統ーした準則を立てることができた410 一方で，現実の租税の賦課に反
映する場合，すべての人が公共支出によって利益を受けすべての人はそれを維持する
費用を分担しなければならないが，一般的公共支出から与えられる利益を個人に帰属さ
せることは極めて困難で，さらに，各個人の受ける利益と費用の分担額の測定のための
実際的方法を見出すことはできなし叫という問題があった。
これに対して犠牲説の場合には，各人がどれだけ租税を負担すべきかについて，犠牲
または義務であると抽象的に説かれるにすぎず，また，租税は公共財の供給の問題と切
り離されている。租税根拠論との関連において課税原則を導出することは，極めて困難
である。
そのため，租税が強行性をもち，国家が一方的に国民に課す義務であるとするならば，
これに対応する原則は，国家による課税権の行使が，考慮、すべき公正な準則を充足して
いるか否かとしづ形式をとらざるを得ない430 J . s .ミルは，「政府が彼らからどんな課
税の犠牲を要求するにせよ その犠牲（sacrife ）はすべての人に可能な限りほぼ同
じ力（same presure ）で負担するようにしなければならない。このことは，全体の上
に生ずる最小の犠牲となる方法であることに注意しなければならなしリとしたうえで，
課税の公平（Equality of taxion ）は，「犠牲の公平（equality of sacrife) Jを意味す
ると述べている40
38 武田ほか・前掲注（30) 19 頁。
39 北岡甲子郎「アドルフ・ワグナーJ大川政三＝小林威編『財政学を築いた人々～資本主
義の歩みと財政・租税思想～』 240 頁（ぎょうせい， 1983) 0 
40 橋本・前掲注（28) 125 頁。
41 租税は国家から受ける利益の対価と理解されていたから，各人の租税負担の算出方法に
ついては，①個々人に利益を与える国家の活動の費用を算定し，これを課税標準として課
税する，②個々人が国家活動によってうける利益を享受する度合を標準として課税するも
のなどがある（武田ほか・前掲注（30) 174 頁注記（四）' 19 頁以下）。
42 橋本・前掲注（28) 19 頁以下。なお，神野直彦教授は，租税の性質が無償性であるこ
とを根拠に，利益説の利益は，個別の利益を意味するのではなく，社会契約を結ぶことに
よる一般報償であるとされる（神野・前掲注（26) 154 頁）。
43 武田ほか・前掲注（30) 192 頁。
4 JORN STUART MIL, PRINCPLES OF POLITCAL ECONOMY WITH SOME OF THEIR 
APLICATIONS TO SOCI 必 dPHILOSPHY BOKS N AND V 15 (Donald Winch ed., 
10 
つまり，個人の利益を超えた社会全体の一般的利益にかかる費用については，「各人
の能力を標準として平等の割合で分割すること」 45，換言すれば，個人の支払い能力を
表す財産または所得などの客観的価値の大きさに応じて租税を配分して犠牲を払うこ
とが妥当である46とされた。課税根拠論としての犠牲説は，税負担の配分原則としての
能力説（応能負担原則）として展開される。課税根拠論および租税配分原則としての課
税の公平の起源は，市民が，絶対主義国家における怒意的課税や封建的身分による貴族
と平民の間の課税上の差別的取扱いを批判47し，公平な課税を求めた結果として生成さ
れたものであった。
租税の強制性と無償性の正当化を前提とする犠牲説の発展の結果，何が公平な税負担
の配分なのかが重要視されるようになった480 歴史的に，租税の本質が，国家権力の行
使によって市民の私有財産の一部をその手に移すという，公益性，強行性，非対価性の
要素が強固であることが明らかにされ，租税の実質的内容である租税負担の配分手法が
公正であるか否か49を精査するために，課税の公平が求められるようになったのである
50 
0 
租税公平主義は，租税法の定立において，租税法律主義の下での形式的な法律の留保
の他に，その法律の実質的な内容を担保することにより，立法過程（立法者）と執行過
程（租税行政庁）における権力の乱用から納税者相互間の平等権を保障する51ための価
1970) .同書の邦訳には， J・S ・ミル（末永茂喜訳）『経済学原理（五）』 28 頁（岩波書
店， 195 ）がある。
45 井藤・前掲注（37) 230 頁G
46 橋本・前掲注（28) 126 頁，島・前掲注（31) 26 頁，貝塚啓明『財政学｛第3版］』 65
頁（東京大学出版会， 203 ）。
47 吉村・前掲注（29) 359 頁， 361 頁， 370 頁。
48 神野・前掲注（26) 153 頁以下。
49 公正を構成する要素としては，第一に「歴史的，相対的であること」，第二に「私経済
的競争制度に対する可否の判断に関係があることj，第三に「実際社会に適用する場合に
は分業並びに技術の発達の程度により影響を受けること」がなければ，公正を実現するこ
とができない（井藤半禰『新版租税原則学説の構造と生成－租税政策原理一』 241 頁以下
（千倉書房， 194 ））。また，租税法律主義の実現は，租税の賦課徴収に関する規定が法律
により規定され，公平の価値に合致するだけでは不十分であり，税務行政の原理として租
税手続きの正当性に租税法の公正を見出す見解として，首藤重幸「租税における公正の法
理」 日税54号 13 頁（204 ）。
50 アダム・スミスは，平等原則を掲げ，国家による富の分配状態に干渉することを恐れて
利益説に立ったのに対し（井手・前掲注（31) 390 頁），ワグナーは，公正の原則を掲
げ，国家が租税によって富の配分状態に干渉し是正することを認めている（井手・同書
398 頁）。
51 金子・前掲注 (15 ）同頁，へンゼ、ル・前掲注（27) 50 頁（北野＝三木執筆部分），松
沢・前掲注（1) 74 頁。ヘンゼルは，多数決による決定としづ民主主義の立法手段の基本
的な形式原理が，租税法の実体的な内容に不幸を及ぼすことを指摘している（ヘンゼル・
同書 5 頁， 63 頁，アルベルト・ヘンゼ、ル（北野弘久二三木義一訳）「「租税立法者に対す
る憲法上の制約。応能課税一法の下の平等」（ 3) J日法42 巻 4号 16 頁 (197 ））。金子
1 
イ直である。
租税公平主義は，近代法の基本原理である平等原則を一般原則とした場合の課税の分
野における具体的原則52であり 一般に，租税正義の名の下に承認されている53。租税
公平主義（課税の公平）は 立法の側面で機能する「担税力に応じた課税j と，執行の
側面で機能する「『平等取扱原則』ないし『不平等取扱禁止原則』J54の二つから構成さ
れる。
課税の公平の基準に合致する担税力5 (abilty to pay taxes or taxble capity ）と
は，「支払う者が不当な苦痛（unde hardsip ）受けることなく，または社会の他の構
成員によって社会的に重要であると重んじられている目的が容認できない程度に阻害
する（unaceptbl degr of interfc ）ことなく支払うことのできる能力J56を意
宏教授は，「リアリスティックに見た場合に，納税者は，一元的な集団を形成しているわ
けではなく，その内部で多数の利益集団に分かれており，それぞれの集団は，強弱の差は
あれ自己に有利な租税制度ないしその執行を求めて運動を展開していると考えられるが，
ある納税者（集団）の税負担の減少が直ちに他の納税者（集団）の税負担を相対的に増加
させることを考えると，何らかの原理によって納税者相互間の利害の対立を調整しない限
り，租税制度は弱肉強食の世界となり，無秩序と混乱が支配することになろう。J（金子・
同書同頁）と述べて，納税者（集団）相互間の利害の対立を合理的に調整するための原理
として租税公平主義を説明されている。
52 増田・前掲注（ 1) 83頁。
53 金子・前掲注（15) 1頁，松沢・前掲注（1）序にかえて 5頁，木村・前掲注（10)
80頁，増田・同上書25頁。松沢智教授は，「『租税正義』とは，人間の尊厳をはかり，す
べての国民の幸福を確保するために創った国家社会の一員として，国家生活を営むうえに
必要な費用を共同分担するために法令に定めた納税義務を適正に実現することをいう。」
と定義されている（松沢智「序 租税法解釈の基本態度J同編著『租税実体法の解釈と適
用』 1頁（中央経済社， 193 ）。
54 金子・前掲注（18) 85頁口清永敬次教授は，租税法の立法段階とその執行段階におい
て，本質的に同じものを恋意的に異なって，または異なるものを窓意的に同じように取扱
うことを禁止するとされ，国家権力による恋意性の排除を強調されている（清永・前掲注
(12) 32頁，清永敬次「税法と平等原則一西独憲法裁判所の判例を中心として－J論叢
90巻4・5・6号 143 頁（1972 ））。平等原則は，絶対的な平等ではなく，合理的な差別
を容認する相対的平等を意味する（最大判昭和 60 年3月 27 日・前掲注（26) 258 頁）。
我が国の憲法学および租税法学の学説・判例を検証する文献として，増田・前掲注（ 1 ) 
30頁以下を参照されたい。
5 金子宏「税制と公平負担の原則」同『所得課税の法と政策』 2頁（有斐閣， 196) （初
出；ジュリ 506 号 (1972 ）。
56 RICHARD GODE THE INDIVDUAL INCOME TAX STUDIES OF GOVERNMENT FINANCE 
17 (Revisd ed. 1976) .同書邦訳には， R. グード（塩崎潤訳）『個人所得課税改訂版
－「最良の租税Jの研究－』 18 頁（今日社， 1976 ）。同書では，支払能力（abilty to 
pay ）を，「単に国（the stae ）の手に移すことができる資源を所有すること（the
posein of resouc) Jと定義している。 Id. わが国では，担税力とは，納税者の租税
を負担する能力であり，各人の経済的富裕度または全体的生活レベル（金子・向上書 3
頁），資力（玉園文敏「違法所得課税をめぐる諸問題（3）」判時750 号9頁 (1974 ）），広
義の意味で労務提供能力であり，自由主義的経済体制を前提とする近代租税国家では，各
人の経済的負担能力（経済的給付能力ないし支払能力）（谷口勢津夫「税制における担税
12 
味する。
租税公平主義の要請は，少なくとも，所得課税制度の下で「資本不可侵（no -erosin 
of capitl) の原則j，「平等（equity ）原員lj」，「中立性（neutraliy ）の原則j，「確実性
(certainy ）の原則J，「効率性（eficeny ）の原則」，の五つの原則により構成されて
し、る570
まず，資本不可侵の原則は，所得税の課税対象を構成する所得は明確に定義された期
間における特定の源泉から生じた所得または納税者の富の純増であるから，納税者の元
資（orignal capitl) あるいは富に課税することは許されず，納税者の元々の資本ある
いは富に加えられた利得あるいは資本の増大にだけ課税することを要請する580
平等原則は，各納税者の特有の事実上の状況を考慮することなく絶対的にすべての納
税者に等しく課税することは，それ自体不公平な結果をもたらす。直接税の平等の原則
の下では，慣習上，垂直的公平（vertical equity ）と対をなす水平的公平（horizntal
equity ）の観点から審査される。水平的公平は，等しい担税力を有する納税者は等しく
租税を負担し，等しい性質を有する取引から実質的に等しい利得を獲得する納税者の租
税債務の差別または優遇の排除を要請する590 垂直的公平は，異なる担税力を有する納
税者はその差異に応じて異なる租税を負担し，課税対象たる所得の大きさに応じて異な
力の意義J税研 19 号34 頁（205 ））とされ，また能力，給付能力，負担能力，納税能
力，租税力としづ概念の内容は異なるとする見解（井藤・前掲注（37) 286 頁）等もあ
る。
57 課税の公平を精査するための税法上の価値については， Shekl, supra note ( 2 ) at 
16-9. に多くを負っていることを付しておく。同書では，中立性，確実性，効率性の原則
は，「must 」で表現されている。なお，所得税法は，制度上の課税技術や租税行政にも高
度の水準が保たれているまたは担税力に即した課税であるという信念（convit ）に基
づいていて支持されていると評価されることから，立法の側面においては，これらの原則
と共に租税公平主義の要請を具体化し，租税法を検証すべきであろう。水野忠恒「所得税
の改革 所得税の基礎理論をふまえて」税研 19 号 19頁（205 ），神野直彦「所得概念
論J金子宏編『21 世紀を支える税制の論理第2巻所得税の理論と課題〔二訂版〕』 19
頁（税務経理協会， 201 ）参照。 Gode, suprn note (5) , at 1. 
58 金子・前掲注 (15) 14頁では，資本主義経済の拡大再生産の見地から，資本不可侵の
原則は当然の要請と肯定されている。また，最高裁昭和60年 3月 27 日（前掲注（26)
26 頁以下）大法廷判決の補足意見（伊藤正巳裁判官（木下忠良裁判官，長島敦裁判官は
同調）および島谷六郎裁判官は，憲法 14 条 1項を根拠にし，また谷口正孝裁判官は，租
税法律主義と租税公平主義以外の憲法上の規定を根拠にしている。）においては，程度が
緩やかであるものの資本不可侵の原則を容認されているように思われる。
59 水平的公平の等しい者を等しく取扱えとの要請は，~意的な取扱いを明確に拒否してお
り，その限りでは，平等空虚論を否定しうるとされている（増井良啓「租税法における水
平的公平の意義」碓井光明ほか編『公法学の法と政策（上）』 18 頁以下（有斐閣，
20 ））。水平的公平を，類似の状態にある納税者を明らかにし類似な状態にある納税者
を等しく求める基準と定義する見解として，谷口智紀「アメリカ合衆国における知的財産
権の開発，取得，移転の租税法適用上の問題～equity の観点からの検討～j同『知的財産
権取引と課税問題』 230 頁（成文堂， 2013) （初出；専修総合科学研究20 号 127 頁）。
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る租税負担を結び、つけることを要請する60
中立性の原則は，租税制度は，納税者の経済活動の意思決定において租税負担が考慮
要素（tax considerat ）となる（または影響を及ぼす）ことを排除するために，ある
手法でなされる納税者の経済取引と異なる手法でなされる同一の経済取引に関する課
税上の優遇を取り除かなければならない610
確実性の原則は，合法性の原則 (legality princle ）が，市民が何の法律によって納
税者の富の一部が徴収されることを知らしめることを要求しているから，明確な法律に
適合する場合にだけ租税が賦課徴収されなければならなし由。納税者は，法律の規定に
従って経済活動を適正に計画するために，租税制度は，納税者の租税債務に関し，最大
限の確実性（maximum certainy ）を与えその法律から生じる正当な予測（期待）を尊
重しなければならない。
効率性の原則は，税務行政の徴税費用が増加すればするほど，国庫（treasuy ）に残
される資金が少なくなり，予算を満たすために納税者の租税負担が増加しなければなら
なくなることから，効率的な手法で最大限徴収されなければならない63。この原則には，
不当な税の優遇（prevntig unjst tax advntges) （国庫への不当な損害）防止の原
則が含まれる。税の優遇に該当するか否かの問題は，相対的なものであるから，効率性
の原則から，租税制度は，納税者の課税上の優遇を達成するための試みが不法と考えら
れるか否かの境界線を示す規定を設けるべきことを要請する。不自然な取引等の様々な
境界線を見分けるための法的手段を用いて，不当性を根拠に税の優遇を否認することが
可能となる。
租税法の立法と執行において，法律の実質的な内容が確保されることによって，納税
者の権利は適正に保障されることになると理解することができる。
以上のように租税法律主義および租税公平主義を理解し両基本原則を検討・評価の
座標軸として用いて論を進める。
60 垂直的公平と直結する税率については，田中治「所得税の税率の法理論Js税49 号3
頁以下（20 ）参照。
61 田中治「租税における中立の法理」日税 54号70 頁以下（204 ）参照。
62 納税者相互間の公平を維持するためには，納税者の所得の確定または適正な執行が不可
欠である。租税の適正な配分手法が，公平か否かを判断するためには，法律による客観的
な税額算定が必要不可欠であり，公平な課税が行われているか否かは，適正な執行により
担保される。目標額または個人あるいは集団への割当の使用は，納税者の所得の公平な確
定に違背し，申告納税制度を中心とした租税制度を崩壊させる（金子宏「シャウプ勧告と
所得税」同『所得税・法人税の理論と課題』 56 頁以下（日本租税研究協会， 201 ），大蔵
主税局編『REPORT ON JAPANESE T広 ATION BY SHOUP MISION APENDIX VOLUME N シ
ャウプ使節団日本税制報告書付録W巻』 D4頁以下 (194 ）。
63 首藤重幸教授は，課税を行う際の税務行政コストおよび納税者の納税協力コストが少な
し、税制が，簡素な税制であり，税務行政の効率性を判断する基準となると述べられている
（首藤重幸「租税における簡素の法理Js税54号9 頁（204 ）。
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第2節本論文の構成
本論文は，第 1部，「所得課税と課税のタイミング一実現理論の展開J，第2部，「ア
メリカにおける個人所得課税のタイミングの問題Jの2部から構成される。
第1部は，我が国で伝統的に議論されてきた課税所得の認識原理としての実現理論に
ついて，課税所得の認識基準に関する我が国の現状と抱える問題点を明らかにすること
を目的とする。
まず，第1章は，発生型の所得概念の下で算定要素として課税所得の認識時機を制約
する実現原則の理論的側面と実現判定原理としての権利確定主義の在り方を明らかに
する。包括的に構成される課税所得を算定要素として修正する実現理論を明確化し，実
現が求められる合理的根拠を整理する。我が国の実現概念が多様化する以前から発展し
てきた課税所得の認識時機の判定基準としての権利確定主義の淵源を概観したうえで，
実現判定の基準の在り方を検証し，問題を確認する。
第2章では，増加益清算課税説に基づいて理解される譲渡所得課税制度において，前
章で明確化した収入概念の解釈により導出される実現理論と譲渡所得課税の実現との
恭離，そして，実現の要請と権利確定主義の要請に翻離があるという問題を確認する。
具体的には，譲渡所得課税制度と実現の関係を整理し，譲渡所得課税の実現と譲渡所得
の認識時機の重要性を課税繰延の効果を整理して確認する。そのうえで，我が国におけ
る譲渡所得の実現が，所得の概念を制約する実現と帯離することで，所得の認識時機を
不明確にする危険性を苧んでいるとし、う問題を明らかにする。
第3章では，所得税と相続税が連接する所得税法の課税対象からの物的除外を規定す
る非課税規定を出発点として，相続財産の相続時までの未実現の値上り益への相続税と
取得価額の引継ぎ規定の適用がなされた場合の譲渡所得課税の可否を検証する。非課税
規定の趣旨を確認し，所得税と相続税の納税義務者と課税物件の重複の有無を検証する。
そのうえで，相続財産に相続税が課され，取得価額の引継ぎが適用され当該財産に譲
渡所得課税がなされる場合の非課税規定の適用をめぐる事例を検討する。
第4章では，法57 条の3第1項に該当する外貨預金口座の払出しにより生じた為替
差損益の課税時機を争点とした事案を検証し課税所得の認識時機をめぐる課税上の問
題を明らかにする。個人が外貨建て取引を行った場合，当該取引を行った時における外
国為替の売買相場により換算した金額として個人の各年分の各種所得の金額を計算す
る旨を定める外貨建て取引の換算規定は，課税所得の認識時機に関する規定である法
36 条 1項の別段の定めではないため，原則として権利確定主義により課税所得の認識
時機を決定するべきことを確認する。
次に，第2部では，アメリカ租税法における課税所得の認識原理としての実現原理を
検証し，アメリカ租税法との比較法研究により，第 1部で明らかになった我が国の課税
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所得の認識原理をめぐる問題の解決手法に示唆を得ることを目的とする。基本的には，
アメリカ租税法が，租税公平主義と租税法律主義の要請を担保するために，し、かなる法
規定を用意しているかを明らかにすることを目指す。
第5章では，アメリカ租税法の最大の論点といえる所得課税における課税所得の実現
の問題を検証し，実現を明確化する手法としての認識概念と実現の関係について明らか
にする。アメリカ租税法における憲法上の要件として理解される課税所得の実現要件を
判例を通じて確認し，実現の要請の正当化根拠を確認する。そのうえで，一貫した実現
要件該当性の判断のために，内国歳入法典において実現がし、かに捉えられ，明確化され
ているのかを財産の取引より生じる利得を中心に整理し，実現の判定基準を明らかにす
る。
第6章では，アメリカ租税法で採用される課税所得の認識としての会計手法について，
制定法および判例法がし、かなる統制を加えているかについて概観することを目的とす
る。納税者の租税債務の算定の前提となる課税期間および認識手法である現金主義手法
と発生主義手法の選択の仕組みを概観したうえで，両者の認識手法の制定法上の統制お
よび判例法が，両課税所得の認識手法にし、かなる統制を加えているのかについて紹介す
る。
第7章では，我が国の取得価額の引継ぎは，資産の前所有者の所得をその所得の帰属
者ではない者に移転してしまう，という問題を抱えている。この問題を解決するまたは
その合理的説明を見出すことを目的として米国所得課税におけるみなし実現規定の有
用性の議論を検証する。アメリカ租税法における無償による財産の移転に対する法的取
扱いを概観し，それらの取扱いが歴史的にどのように展開されてきたのかを整理する。
最後に，未実現の利得および基準価格を移転する課税技術に対して所得の人的帰属の視
点から同課税技術を批判するみなし実現規定の有用性の議論から示唆を得て，我が国の
取得価額の引継ぎ規定の合理性を検証するための新たな視座を提供する。
終章において本論文の総括を行うことにする。
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第 1部 我が国の所得課税と課税のタイミング一実現理論
の展開
第 1 章 実現と所得課税のタイミング
第1節はじめに
「所得」をいつの時点で、課税の対象に取り込むのが最も妥当かという問題は，「実現J
または「未実現jとしづ認識基準である「実現」と同時に課税対象たる所得となるから，
所得の「実現」判定の問題とされてきた。
所得の認識・測定のフcロセスは，原則として，何らかの経済取引によって金銭的価値
で表された効用や満足が，外部から納税者に何らかの経済的価値として流入したことを
もって，「未実現の利得」が「実現した利得Jへと変化することで課税所得として認識
され，この流入した経済的価値を，金銭的価値に結び付けて担税力を客観的に測定し確
定する一連の過程を意味する。「実現」としづ概念は，所得の範囲を画定する本質的要
素ではないが，課税所得の算入時機，課税の対象となる金額，課税の対象となる者を画
定する機能を有している。
ところが，実現概念、は法に規定されていないために，各種所得の類型または私法上の
経済取引の類型により課税所得の認識基準が異なる結果実現判定の基準が弾力性を持
つことで，いつ課税所得が所得税法（以下，「法」としづ。）の対象として認識されるの
かが，判然としないとしづ現状がある。第2章で検討するように，譲渡所得の認識基準
とその他の所得の課税のタイミングは，実定法上の「収入」の解釈から導出される実現
と事離する事さえもあるから，いつ，どのような時機に課税所得に算入されるのか，す
なわち，いつ，どのようなときに実現したのかが不明確となる事態を招来させている。
ゆえに，課税所得の認識時機が，所得課税の解釈・適用の場面で必ずしも画一的に運用
されていないことから，平等取扱原則ばかりでなく，一定期間における個人の担税力に
応じた課税を害する由々しい問題となっている。
租税法律主義の原理が実効的に機能し，課税要件および租税の賦課徴収手続が法定さ
れる結果，納税者の自由と財産権はもとより，納税者の予測可能性と法的安定性は確保
されるはずである。課税所得の認識時機に関する納税者の予測可能性と法的安定性が確
保されていないのであれば，それは結果として租税法律主義の形骸化に繋がるにさら
に，確実性が担保されていないならば，課税の公平も損なうと思料するc
そこで本章では，所得税理論における所得の認識時機および課税所得を算定要素とし
て制約する実現理論を明確化し，我が国の実現の理論的側面および実際上の役割を整理
1増田英敏『リーガルマインド租税法〔第4版〕』 1頁以下（成文堂， 2013 ）。
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したうえで，実現が，どのように課税所得の認識判定の基準に反映されるべきかを検証
することを目的とする。
本章の構成は，以下のとおりである。第2節では，所得税法の課税対象である所得概
念を確認するとともに，所得課税において理論上想定されている所得を測定するための
認識地点を明らかにする。次に，実定法によって修正された認識原理として，なぜ実現
が要請されるのかを明らかにする。そして，収入金額の計上時期または年度帰属の議論
として，私法関係に依存しつつも租税法上で発展し確立してきた権利確定主義の歴史的
変遷を整理する。最後に，実現の判定原理の規範と実現の関係について検証したうえで，
問題点を指摘することとする。
第 2節 所得概念、の整理一所得の意義とその認識地点
課税所得の認識時機を明らかにするためには，まず，所得税法の定める課税物件とし
ての「所得J（法7条 1項）の概念が し、かに捉えられ どのようにして認識されるの
かが明らかにされなければならない。なぜなら適正な個人の担税力を測定するために
は，認識される対象が必要不可欠であるからである。したがって，納税者と租税行政庁
は，所得課税における認識の対象である課税所得を，合法性の原則の下で，いつ所得課
税制度に取り込むのか否かの適法性を判断しなければならない。
以下で眺望するように，人税である所得課税制度の下で，所得を算定するには，時と
いう観念と所得とし、う概念は切り離すことのできない必要不可欠な基盤であることが
確認できる。
「所得Jの概念は，理論的に真の意味における所得（true or real income ）を指す。
これは財貨（gods ）の利用や人的役務（servic ）から得られる効用（utilties ）または
満足（satifcon ）もしくは実体のない心理的な経験（intagble psycholgia 
exprincs ）の流入（inflow ）を意味する20 しかし，所得それ自体は，定量可能で、客
観的なものであると同時に，測定可能なものでなければならず，実際に，所得の定義は，
現実の測定手続きを示すものまたは明確に意味するものである必要がある30
そうすると，この心理的所得を何らかの共通の単位（comon unit ）の助成なくして，
客観的に定量化し，評価することは困難である4。そのため，現実に各個人の心理的満足
を同一の物差しで測るために，心理的満足それ自体を，行政的に実現可能で客観的に測
2金子宏「租税法における所得概念の構成」同『所得概念の研究』 13頁以下（有斐閣，
195) （初出；法協83巻9・10号 (196 ），法協85巻9号（1968 ），法協92巻9号
( 1975 ）。 Robert Mury Haig, The Concept of Income Econmic and Legal A伊 ects, in 
THE FEDRAL INCOME TAX 1, 2-3 (Haig ed., 192) . 
3 HENRY C. SIMON, PERSONAL INCOME TAXION 42 (1938, 6th Impresion 1970) . 
4 Haig, supra note ( 2 ) at3・4.
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定し得る5金銭的価値に置き換えて，はじめて評価（evalution ）が可能となる。その意
味で，金銭的価値は，所得の指標となっている。
金銭的価値で所得を表す場合，実際上の所得の構成手法には，実体のない心理的要素
を無視して，①与えられた期間に使用された（utilzed ）財貨とサービスの金銭的価値
(money-worth ）を所得とする方法か，または②その期間に受け取った金銭それ自体と
金銭的取引なしに直接受け取った財貨とサービスの金銭的価値を補足する6方法がある。
前者が，消費（支出）型（consumption or expnditure type ）の所得概念であり，後
者が，取得（発生）型（acrul type ）の所得概念である7。前者は，個人の消費の総額
が所得を構成するのに対し，後者は，納税者の取得した富の蓄積が所得を構成する。さ
らに，これらの所得概念の構成手法は，制限的に構成するものと包括的に構成するもの
の二つがある。
これら二者の所得概念のいずれかを真の意味における所得の尺度として採用する場
合，貨幣所得を基準にして，一連の過程を表すと以下のようになる。すなわち，先ず，
①所得の源泉（source of Income ）の存在があり，②個人へと金銭的価値が流入し，③
その金銭的価値を資産（aset ）へ貯蓄または財や役務へと支出することで，④あらゆ
る経済的事象から，個人は効用または満足を得ることとなる。
このように考察した場合，取得型の所得概念と消費型の所得概念の下では，それぞれ，
測定地点が異なることが明らかになる。すなわち，貨幣所得は，所得の源泉からの流入
(inflow ）であり，これは，究極的に引き出される効用や満足の測定し得る近似値とし
て用いられる。そして，その効用や満足は，貯蓄に回されるものではなく，財貨やサー
ビスの消費から引出されるもので，これは，流出（outflw ）によって表される8。取得
型所得概念を採用した場合には，所得の源泉から貨幣所得として納税者に流入する段階
で測定されるが，消費型所得概念は，所得の源泉から納税者に流入した貨幣所得が，納
税者から財やサービスに流出する段階で測定される90
消費型所得概念の下で認識する所得の測定地点は，各種の収入のうち，効用ないし満
足の源泉である財貨や人的役務の購入に充てられる部分のみを所得と観念10し，貯蓄
(saving ）に充てられたものや保有資産の増加価値（increas in the value of aset 
5 KEVIN HOLMES, THE CONCEPT OF INCOME A MULTI-DSCPLINARY ANLYSI 47 
(201) . 
6 Haig, supra note ( 2) at 6. 
7金子宏『租税法〔第2 版〕』 185 頁以下（弘文堂， 2017 ）。
s Holmes, supra note ( 5 ) at 48. 
9 Se, Id. at 48・51.
10 JOHN STUART 乱1IL, PRINCPLES OF POLITCA ECONOMY 羽TIH SOME OF THEIR 
APLICATONS To SOCIAL PHILOSPHY BOKS N AND v 164 (Donald 羽Tinch ed., 
1970) . J. s・ミル（末永茂喜訳）『経済学原理（五）』 28 頁（岩波書店， 195 ），貝塚
啓明「所得課税と消費課税J経済皐論集49巻2号3頁以下（1983 ）参照。
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held ）を除外する1 としづ消費型所得概念の定義からも明らかである。財貨やサービ
スの消費から得られる総合的な効用や満足を把握するとしづ意味では，満足の測定の際
に，貨幣所得の不正確な近似値を避けることができる120 もっとも，これは，制限的な
消費型所得概念というべきもので，これを敷街する概念として，公平を維持するために，
不法な消費を含めすべての消費を課税の対象とする包括的消費型所得概念がある130
しかし，心理的所得は，唯一消費から生ずるものではなく，資産の価値の変化も，積
極的または消極的な心理的所得を生み出すことを考慮すると消費支出を測定する消費
型所得概念が把握する所得は，個人の総合的心理所得の一部分である。心理的所得の正
確な代用物としては，消費に貯蓄預金を含める必要がある叱消費型所得概念は，税負
担の平準化や経済的中立性の点からメリットがある。しかし，貯蓄預金への貯蓄を課税
対象に包含しないまま，納税者により貯蓄から消費がなされない場合，富の偏在を増大
させることになり，相続税等の課税のあり方の問題や行政執行が困難であること等，制
度上の問題から一般に各国の租税制度では採用されていない150
後者の取得型所得概念16は講学上制限的所得概念（所得源泉説）と包括的所得概
念（純資産（財産）増加説17）の二つに分類される。制限的所得概念は，資本を損なわ
ずに個人が任意に消費する収入といった原資の維持（presvation -ofsurce ）の基準18
1 Holmes, supra note ( 5 ) at 76, 82. 
12 Id. at 49. 
13 金子宏「所得税の課税ベース一所得概念の再検討を中心として J同・前掲書（2 ) 
170 頁以下（初出：租税 17号（198 ））。同旨，中里実「所得の構成要素としての消費一
市場価格の把握できない消費と課税の中立性一」金子宏編『所得課税の研究』 67 頁（有斐
閣， 19 ）参照。
14 Holmes, supra note ( 5 ) at 54・5, 80. 
15 阿部雪子「所得税の課税ベースの研究」一橋論叢 135 巻 1号 109 頁（206 ）。
16 金子・前掲注（2) 16頁以下。 ドイツでは市場所得説（Mar kteinomshr) 
（納税義務者が，営利目的を持った活動を通じて市場で稼得された経済的利益ないしは余
剰を所得と捉える）が，通説とされる （谷口勢津夫「市場所得説と所得概念の憲法的構
成ーノミウノレ・キルヒホフの所説を中心に－J碓井ほか編『公法学の法と政策（上）』 467 頁
以下（有斐閣， 20 ），奥谷健「市場所得説の生成と展開（二・完）」民商 12 巻4・5号
576 頁（20 ）参照）。
17 ゲ、オルク・シャンツ（Georg Schanz ）の所得概念については，ゲ、オルク・シャンツ
（篠原章訳）「所得概念と所得税法（ 1 ）・（2）・（3 ）」経済研究 104 号23頁（198)'
経済研究 105 号 127 頁 (198 ），経済研究 107 号95 頁 (198 ）参照。シャンツの所得概
念に付随する会計学的視点からの包括的所得概念の二類型については，清永敬次「シャン
ツの純資産増加説（一）・（二完）」税法85 号7頁 (1958 ），税法86号 15頁 (1958 ）以
下，谷口勢津夫「法人税法における評価損益と困層の包括的所得概念」阪法64巻2号
32 頁（2014 ）以下，武田隆二「純資産増加説の根本思想、j神戸大学経営学部研究年報咽
13 頁以下（1962 ）を参照。
is Paul H. Wuelr, Concepts of Taxble Income I, Vol.53 Politcal Scien Quartely 
83, 90 ( 1938) .包括的所得概念は，原資の測定値も同様に市場価値として想定され，貨
幣による購買力である実質的資本として観念していた（辻山栄子『所得概念と会計測定』
8 頁以下（森山書店， 19 ）。
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の他に，生産性（productivy ）の基準や周期性（periodcty ）の基準等，さらに何ら
かの基準を組み合わせる19ことで特定の源泉から生ずる利得のみを所得とする。
もう一方の包括的所得概念は，シャンツ・へイグ・サイモンズ（“Schantz- Haig-
Simons りの所得概念と呼ばれるものである。我が国の通説20 ・裁判例21も，包括的所得
概念を支持しており，原資の維持の基準の他には何らかの基準を加えずに，一定期間に
おける人の担税力を増加させる経済的利得はすべて所得を構成すると解している。
最初に純資産増加説を定義したシャンツは，「所得の概念は，個人の経済能力
(econmi abilty of person ）に関連する。…（略）我々は，問題の期間の聞に，ある
個人の資本を損なうないしは個人的負債を負うことなく，処分し得る力（dispong
power ）の範囲内でどれほどの資力（means ）がもたらされたのかが知りたいと願うJ
2と述べたうえで，「所得は，与えられた期間にわたる経済的能力の純流入（net inflow ）」
23と定義した。その範時には，財貨の交換または事業取引から実現した収益や個人の余
暇の享受，家屋または庭の利用から生じる財を補い，あらゆる収益，利得，金銭的価値
のあるサービス，贈与，相続，遺贈，宝くじの当たり，年金保険およびあらゆる種類の
投機的利得を含み，負債利子と資本の価値の減少の許容値を控除するとした240
さらに定義を精密にしたへイグは，「所得は， 2点間の期間における人の経済能力
(one ’s econmi power ）の金銭的価値の純増（the money value of the acretion) J 25 
と定義した。続けて，この包括的に定義した所得に根本的に異なる所得とは項目が含ま
れるか否かのテストとして，効用や満足をもたらす財貨やサービスを自由に支配するた
めの（tocomand ）金銭に関する能力の有無を基準とすると述べている260
所得の定義に最も影響を及ぼしたサイモンズは，広義の個人所得とは，社会的に稀少
な資源の使用権限に対する支配の行使である27と所得の大枠を設けている。そして，具
体的に「所得Jを「(1）消費によって行使された権利（rights exrcisd in consumpti) 
の市場価値と，（2）期首と期末の聞における財産権の蓄積価値の変化（the change in 
the value of the store ）の合計」 28と定義し，経済的能力それ自身は，一定期間におけ
る消費と純資産価値の増加の和として定義した。
したがって，課税の対象となる「所得jには一定期間におけるキャピタル・ゲイン
19 Id. at 92 97. 
20 金子・前掲注（7) 187 頁以下，清永敬次『税法［新装版］』 82頁（ミネルヴァ書房，
2013 ），水野忠恒『大系租税法（第2版）』 153 頁以下（中央経済社， 2018 ）口
21 神戸地判昭和59年3月21 日税資 135 号328 頁以下。併せて，最判昭和40年4月9
日民集 19巻 3号582 頁以下参照。
2 Wuelr, supra note ( 18) at 102. 
23 Id. at 106. 
24 Id. at 103 ・106.
25 Haig, supra note ( 2) at 7. 
26 Id. 
27 Id. at 49. 
2s Simons, supra note ( 3) at 50. 
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のような一時的・偶発的・恩恵的利得はもちろんのこと，未実現の利得，不法な所得29
を含めた富の増加をもたらすあらゆる経済的利得と帰属所得や消費支出が包含される
30。このように所得概念が包括的に定義されるのは，個々人の相対的な担税力を把握し
て31富の再分配の指標とすることに，この概念の機能の本質があるからである32。これ
を根底から支える理念が，租税公平主義であり，総合所得税である。
ここで特筆されなければならないことは，個人所得課税は，特定の物や所得という対
象それ自体に着目する税ではなく，各々の所得に即した人に着目して観念される租税と
いうことである30 事業からの収益，土地の賃貸料，預金の利子，労働の対価等は，所
得であることに間違いはないがその実体は所得の現象形態で、あって，それらが特定の
人に帰属しその担税力を増加させる点に所得の意義がある340
納税者の人的事情の考慮が必要となる個人所得課税では，課税要件の根幹である所得
の人的帰属を誤った課税35や必要経費の額が給与所得控除の額を超える場合のような
所得のないところへ課税することは，それが，租税法律主義の要請を形式的に充足し，
憲法 14条 1項に違反することがないとしても，所得税の基本理念に反し許されない360
この包括的所得概念は，一定期間における個人の担税力に応じた課税を求める所得課税
の基礎であるといえる。
人的側面に重点を置く包括的所得概念について，以下の点が確認される必要がある。
この概念では，まず，「一定の期間」は，定義の基盤となっており，所得の測定値は，
特定の期間に対する消費と蓄積の害lj当てられた数量（aloctin ）である37。この概念は，
時的連続性を持つ概念である期間38としづ文言で，時間的隔たりを設けることを前提と
して，その期間に含まれない事象を度外視し，割当てられた期間に包含される事実関係
を基礎として所得を認識し，その測定値を把握する。それと共に，へイグとサイモンズ
29 玉園文敏「違法所得課税をめぐる諸問題（4) J判時75 号 14頁（1974 ），金子宏「テ
ラ銭と所得税一所得の意義，その他の所得税法の解釈をめぐって－」同編『租税法理論の
形成と解明 上巻』 435 頁（有斐閣， 201 ），所得税基本通達36- 1参照。
30 金子・前掲注（2) 46頁以下参照。 Holmes, supra note ( 5 ) at 35. 
31 Schanz- Haig-Smons の所得概念は，経済力のすべての増加を捕らえることを試みてい
る点で水平的公平の維持に努めるとともに，経済的中立性に適合していると評価されてい
る口 Se, Id. at 80・82.
32 藤谷武史「非営利公益団体課税の機能的分析（二）」国家 18 巻3・4号 32 頁
(205 ）。金子宏監修・中里実ほか編『現代租税法講座第 1巻理論・歴史』 265 頁以下［園
枝繁樹］（日本評論社， 2017 ）は，現在の公共経済学の租税理論の視点から，担税力を基
準とする租税理論が用いられていないと指摘されている。
3 Simons, supra note ( 3 ) at 128. 金子・前掲注（2) 29 頁。
34 金子・向上論文同頁C
35 最判昭和48年 4月26 日民集27巻3号 642 頁，東京高判昭和 49年 10 月23 日行集
25巻 10 号 126 頁。
36 最（大）判昭和 60年 3月 27 日民集 39巻2号247 頁0
37 Simons, supra note (28) . 
38 最判平成2 年 3月2日民集64巻2号 420 頁。
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の定義は，最初の測定値を押さえたうえで，一定期間にもたらされる富の蓄積を表現し
て取扱う所得の時的範囲を画定することで，所得の資本の維持の観念を採用しているこ
とを明らかにしている39。つまり，所得の測定に際し，その期間のはじめに保有されて
いた財産権の価値は除外され，同時に，この期間中に減少した財産権の価値は，減少要
素として取り入れられることとなり，あくまでも，当該期間中の純資産の増加（純所得）
を捉えようとしているのである。
次に，裁判所は，特定の期間にある者に属する利得をより客観的に明瞭な時点で認識
するから，所得の現象形態である経済的利得は，所得の必須条件（sin qua no ）であ
る40。この経済的利得は，消費と蓄積を一般的な単位である市場価値の価額によって求
めることで評価され測定されることになる。したがって，包括的所得概念が，本質的
に個人の担税力として取込むものは，特定の期間にある者に属し，客観的な市場価格の
基準に即して評価される経済的利得である410 もっとも，経済的利得それ自体が，常に，
一定の価格または数量と結び、つけられると共に，個人の認識または行為の対象となる客
体としての側面を持つO その客体を発生または取得するものというように，経済的利得
（収入または収益）は物的側面に関する概念である。したがって，これを重視しすぎ
ると個人と所得の結びつきが希薄になり，所得課税の本質を見失う可能性がある。
第三に，シャンツとへイグの所得概念は，消費を明確に取り扱っていないが，消費は，
経済的能力が獲得された後に生じるものであるから，この二者の所得概念は，その能力
が生じたまたは取得した時点を測定地としており，それ以上に所得を特定するために要
求される要素がない420 一方で，サイモンズの定義は，個人の所得（担税力）が明らか
にされる前に，ヘイグの論理に基づいた経済的能力が個人によってどのように実際に
振り向けられたか（使途）を見るために，測定期間の終鷲まで、待つ必要がある。つまり，
経済的能力の使途の特定を求めている点で，シャンツとへイグの概念が想定する測定地
点よりも後の段階が，サイモンズの所得の測定地点となる430
このことを一連の過程で示すと，まず，生産要素からの収入として受領した金銭，金
銭的な贈与や偶発的な利得，同種の利益，資産価値の増加と帰属所得をもたらす事象が
起こり，経済的能力が増加（発生）する。この時点が，シャンツとへイグの測定地点で
ある。そして，その経済的能力が生じてこれを行使した後 つまり，消費支出に充てら
れ，消費支出の事象とその後に残った富の純増の事象を把握し得る地点がサイモンズの
39 Holmes, supra note ( 5) at 60. 
40 Simons, supra note (28) . 
41 Id. at 51. ヘイグは，「所得は，個人が経済的能力を行使することを選択する時，という
よりも，むしろ，個人が満足を得るための経済能力を得る時，すなわち，所得の取得に課
税することに本質がある。」と述べている。 Haig, supra note (25) . 
42 Holmes, supra note ( 5 ) at 67. 
43 Id. at 68. 
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測定値なのである4。したがって，所得を測定するためには，所得を認識する必要があ
るため，理論上は，測定地点とほぼ同時となるか，それよりも時的に早いときが認識地
点となる。
第3節包括的所得概念と実現
我が国の通説は，租税公平主義の要請を受け課税物件としての所得が包括的に構成さ
れるべきことを支持している。しかし，同様に同原則の要請を受けた実定法は，その所
得を算定するために，伝統的な純所得課税（net income ）の考え方を採用している450
純所得は，（総）収入金額から必要経費46を控除して所得を算出することとしている。
包括的所得概念は，はじめに期首を押さえて，期末までの間にもたらされる富の蓄積を
表現し，あくまでも当該期間中の納税者の純資産の増減に着目し純所得を求めること
を要請している。その意味で，純所得課税は，包括的所得概念の測定方法を修正し47,
納税者の一定期間における純資産の増減の測定値を算出し，包括的所得概念と整合的な
純所得を算出しようとしている。したがって純所得それ自体は経済的資源を支配す
るための個人の能力の測定値，すなわち，所得の測定値を間接的に表しているものとい
える480
包括的所得概念と純所得課税の差異としては包括的所得概念は課税期間と結びつい
て長期的な広い視野または短期的な狭い視野からも，所得の測定を可能にするが，純所
得課税は，納税者の個々の経済的利得より生じた個人に帰属する個々の経済的利得に着
目して所得を測定することを可能にする点である。つまり，包括的所得概念は，課税期
間とよりよく結びつくが，純所得課税は，納税者の経済的取引とよりよく調和する。
もっとも，サイモンズの定義に含まれていた個人の消費を，直接的に担税力の測定に
あたって取り込むと，制度が複雑化し，あらゆる消費支出の手掛かりまたは証拠を保持
しなければならないという実際上の考慮から，個人消費を，富の変化の一部分とみるこ
4 Id. at 68・71, 73. 
45 増田英敏「第7章譲渡所得課税と紛争予防」同『税理士のための租税法講座紛争予
防税法学』 12 頁（TKC 出版， 2015) （初出； TKC460 号（201), TKC463 号
(201 ）），増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈問題（上）・
（下）Jジュリ 135 号 192 頁以下（206 ），ジュリ 137 号268 頁以下（206 ）参照）。
46 ここでの必要経費とは，「収入金額の獲得のために投下された費用の総称」（碓井光明
「所得税における必要経費J租税3号63頁（1975 ））である。
47 JOSEPH M. DOGE, J. CLIFTON FLEMING, JR., ROBERT J. PERONI, FEDERAL INCOME 
TAX: DOCTRINE, STRUCTURE, AND POLICY TEX, CAES, PROBLEMS 38 (4th ed. 201) . 
[herinafter cited as Dodge et al.]. 
48 Holmes, supra note ( 5 ) at21. 
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とで、，効率的に課税している490 したがって，サイモンズの所得の測定地点は，シャン
ツとへイグの定義よりも遅い段階を捉えていたが，純所得課税の原則の下で個人消費を
富の変化の一部と捉え，測定地点を早めることで，その段階がシャンツとへイグの定義
した段階へと修正されている。そうすると，純所得課税の原則の下で，純所得の認識地
点は，所得の発生または取得の段階へと変更されることとなる。
我が国の所得も，講学上，包括的所得概念が採用されていると解されているが，実定
法の規定によって修正され，その修正された純所得が実定法上の課税所得として把握さ
れている50
実定法は，純所得を求めるために，いずれの所得および収入金額の通則においても，
その金額を「収入金額Jまたは「総収入金額」（以下，併せて「収入金額」という）と規
定している（法21 条 1項 1号， 23 条～36 条）。法が「所得を収入（recipts ）という
形で観念していること，すなわち収入一経済的価値の流入ーを所得の要素と考えている
ことを意味するので、あって，そこでは未実現の利得＝保有資産の価値の増加益は原則と
して所得の範囲から除外されて」 51おり，原則として実現した所得に対して課税がされ
なければならない520
実定法上，各種所得が，「収入」と定めているのは，発生した何らかの真の意味にお
ける所得（real income) （未実現の利得）が 外部から納税者に何らかの金銭その他の
49 Dodge et al., supra note ( 4 7) at 40・41.
50 吉良実「税法上の課税所得論（ 1 ) J税法304 号 14頁 (1976 ）。
51 金子宏「所得概念についてj 同編・前掲書（29) 426 頁（初出・税経通信25巻6号
( 1970 ）。
52 実現を外部からの経済的価値の流入があった時点と捉える見解として，増井良啓『租税
法入門〔第2版〕』 18 頁（有斐閣， 2018 ），伊川正樹「譲渡所得とその課税および実現主
義一増加益清算課税説と譲渡益清算課税説の対立点」越智敏裕ほか編『行政と国民の権
手IJ』475 頁（法律文化社， 201 ）。清永敬次教授は，「実現Jについて直接定義されていな
いが「定期預金，株式等の金融資産を取得した場合に，贈与者・被相続人等に生じている
未実現の利子，配当その他の所得は，その実現段階（収入金額があったとされる段階）に
おいて，資産の取得者につき課税される」（清永・前掲注（20) 102 頁注記（5））という
文脈にて用いられている。谷口勢津夫教授は，具体的に実現とは，「金銭その他の換価可
能な経済的価値の，外部からの流入をいう」（谷口勢津夫『税法基本講義〔第6版〕』 204
頁（弘文堂， 2018 ））とされ，渡辺徹也教授は，「実現があれば収入金額が生じるJ（渡辺
徹也「実現主義の再考ーその意義および今日的な役割を中心に 」税研 147 号72 頁
(209 ））とされている。その根拠を「収入Jに求める見解に対し，岡村忠生教授は，実
定法に基づいて課税ができるようになる時点を「実現」とし，その根拠を 36条2項に規
定する「享受」とされる（岡村忠生「所得の実現をめぐる概念の分別と連接」論叢 16 巻
6号 103 頁（201 ））。畠山武道教授は，帰属所得 (imputed income ）は，原則として
「実現」した利得のみを課税所得として捉えて，帰属所得のような未実現利得は，一応課
税対象より除外している（畠山武道＝渡辺充『新版租税法』 81 頁注記＊（青林書院，
20 ））と述べられている。植松守雄氏は，畠山教授とは反対に，法41 条の収穫日基準
を，農作物による所得の実現と述べて，帰属所得を実現に含めている（植松守雄「所得税
法における「課税所得JをめぐってJ一橋論叢 7 巻2号 146 頁 (197 ）。
26 
測定可能な経済的価値として流入があったときに，来実現の利得（unrealizd gain ）が
「実現」し，実現した利得（realizd gain ）へと変化することで，所得の大きさを測れ
るようになったことをもって課税所得（taxble income ）となることを求めていると理
解することができょう53。反対に「未実現の利得（unrealizd gain) Jとは，資産の価値
が値上がっただけで資産の性質・状態などが実体的に何らの変化もない場合をいう 5¥
つまり，法は，実現を所得の算定要素とすべきことを命じているのである。
したがって，包括的所得概念の観点から，確かに資産の値上り損益が未実現の利得ま
たは損失として発生していたとしても，現実に，納税者に何らかの外部からの経済的価
値の流入があった状態，すなわち，実現した利得または損失にならなければ課税（控除）
することはできない。別段の定めがない限り，究極的に所得が実現した時機に，所得を
実現させた納税者に，実現させた所得に対して課税がされることが原則である50
包括的所得概念に法が制限を加える実現の採用は，一般的に以下の理由によるものと
される560
第一に，執行上の便宜である。これは，包括的所得概念を貫徹するならば，納税者の
担税力の増加をきたすものはすべて所得を構成するが，実際上の問題として，すべての
資産につき毎年一回ずつ評価を行し、評価益および評価損を算定しなければならない。こ
れをすべて租税行政庁が行うとするならば，尼大な数のしかも多種多様な資産について
正確な評価を行わなければならない。また，当該評価をめくやって租税行政庁の執行を複
雑にし，租税徴収費用等の増加ないし税務執行上の混乱が生じる結果をもたらすことに
なる570
第二に，納税者への配慮、である。たとえば，未実現の譲渡所得に課税するのであれば，
何らかの用途に用いている資産または資産事業の用に供しているために売却できない
資産の場合，納税者は納税資金を捻出するために，当該資産の売却を強し、られることと
なり，あるいは，市場での現金化が困難な資産であれば，別に納税資金を用意しなけれ
ばならなくなる。仮に資産評価をすることとした場合に，全資産について取得価額と前
年度までの評価額を調べて毎年申告するのは，技術的・量的に相当の困難を招来させ，
納税者にとって過酷であるといわなければならない580
53 佐藤英明教授は，「実現j とは「発生した所得が別のもの（または具体的な何か）に形
を変えて所得の大きさを計れるようになることJ（佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2
版補正版〕』 18 頁（弘文堂， 2018 ））を意味するとされる。
54 佐藤・向上書 15頁，増井・前掲注（52) 18 頁。
5 最判昭和46年 1月9日民集25巻 8号 120 頁，最判昭和 49年 3月8日民集 28巻 2
号 186 頁，岡村・前掲注（52) 96頁。
56 増井良啓「譲渡所得課税における納税協力J13税50 号 126 頁（20) 0 
57 金子・前掲注（51) 427 頁，渡辺（徹）・前掲注（52) 73 頁，中里実ほか編『租税法概
説〔第2版〕』 18 頁（有斐閣， 2015 ）。
58 金子・前掲注（51) 426 頁，田中治「キャピタル・ゲイン課税一税法学からの問題提起
一j 日本租税法理論学会編『キャピタル・ゲイン課税』 78 頁（谷口書房， 193 ），渡辺
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また，見落とされがちであるが，所得税法上の所得区分には，二つの切り分け軸が存
在する590 第 1は，伝統的に所得を生み出す「原資産（物的所得分類）Jに着目した分類
である。第2は，「実現（人的所得分類）Jに由来する分類である。物的分類は，利子所
得のような預金利子の受取りという取引だけによって所得分類を行うことができるの
に対し，人的分類は稀少価値のある物の売却という取引だけでは所得分類は不可能であ
り，取引の背後の事情や納税者の人的要素を観察しなければならない60
したがって，実現の正当化根拠としては，行政執行上の便宜としての要請が強調され
がちであるが，強調されるべきは実現に基づく人的所得分類の視点または納税者への
配慮、の視点から，市場を通じて経済的利益（対価）の測定が行われ，これを手にするこ
とで，納税資金を賄う61という重要な役割を果たしている点である。
第三に，伝統的な会計慣行の影響である。企業会計は，企業の株主その他の利害関係
者に適正な期間損益および財政状態を算定し，表示することを目的とする。そのため，
企業財政の安全性と企業の健全な維持発展を重視するところから，将来の不測の事態に
対応するために予想される損失は計上しでもよいが，将来の不確実性に対処し，利益の
社外流失を抑制するという目的から，予想される利益は計上してはならないという「保
守主義の原則J（企業会計原則第一の六）が尊重されている620 もっとも，租税法におけ
る所得の実現は，収入金額の計上時期だけに問題が限定されないことから，計上の時期
を問題とする企業会計原則よりも，その問題とされる範囲が広いとし寸差異がある63点
には注意を要する。
我が国では，上記三つの理由から，実現が採用されていると考えられている。しかし，
立法者が未実現の利得に対する弊害を考慮し，実際の租税制度では，実現した利得に対
して課税すると理解していたのか否かは，明らかではない。また，実現を所得の構成要
素とすることは包括的所得概念を骨抜きにしかねなし、から妥当ではなく，あくまでも，
法は，所得の算定要素として実現（収入）を要請しているので、あって，未実現の利得も
「所得」としての性質を失うものではない。
（徹）・向上論文63頁，中里ほか・向上書 18 頁。
59 増井・前掲注（52) 123 頁。
60 法3 条 1項が物的な規定のされ方であるにもかかわらず「実現j方式を採用すること
から人的分類と物的分類が，錯綜し衝突する結果となる（同村忠生「所得分類論」金子宏
編『第2巻所得税の理論と課題〔二訂版〕』 51 頁以下（税務経理協会， 201) L 
61 谷口勢津夫「収入金額の計上時期に関する実現主義の意義J阪大法学64巻6号 1549
頁（2015 ）。
62 黒津清編『会計学』 102 頁（青林書院， 1956 ），広瀬義州『財務会計（第 12版）』 148
頁以下（中央経済社， 2014 ），桜井久勝『財務会計講義＜第四版＞』 65頁以下（中央経
済社， 2018 ），加古宜士『財務会計概論〔第9版〕』 2 頁以下（中央経済社， 201 ），金
子・前掲注（ 2) 65頁。
63 水野忠↑亘「企業会計における実現主義と租税法における所得の実現との交錯について」
租税研究794 号 45 頁（2015 ）。
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したがって，実現した利得のみを課税対象とするのか，それとも未実現の利得をも課
税対象に加えるか，すなわち，その課税所得の範囲，限界等は，立法政策の問題と考え
るべきで64，現行法が，所得を算定するうえで所得の構成要素として「収入Jという形
で所得に制限を加えている限り，未実現利得に対する課税は，例外的に立法によって課
税されるものである65。その意味で，所得は「実現J原則によって制限が加えられてい
るといえる60 仮に未実現の利得に課税するならば，公平負担の見地から67，税務執行
上の困難性や納税者に負担を強いてもなお実現されるべきであるとする，より大きな法
的価値が具体的に存在することによって正当化される680
「実現」概念、は，実定法上に存在しない概念であることから，客観的に何を示すもの
で，どのような経済事象をもって「実現Jというのか，多くの問題が生じることはいう
までもない。特に 「収入」に代わる文言として用いられてきた課税のタイミングの判
定としての実現は 「収入金額の算定を市場取引によって客観的に担保すべきことを根
拠として要請される」 69ものと考えられている。しかし，法 36 条 1項が「収入すべき
金額Jと規定されることで，外部からの経済的価値の流入という一つの経済的事象にさ
らに幅が与えられることで，多義的に理解される実現が何を示すものなのかが，より不
鮮明となる結果を招いている。
「実現」概念の意義について，金子宏教授は，二通りの意味を持っていると述べてお
られる。第一に 「実現した利益のみが所得であり，未実現の利益は課税の対象から除
外されなければならない，としづ意味の実現」があり，第二に「企業会計の世界におい
て成立し妥当性を認められてきた収益の年度帰属に関するコンペンションーすなわち
企業会計上の収益計上基準ーの集合を意味する概念」として用いられているとされ，納
税者に経済的価値の流入があった場合における「実現j と，企業会計における「実現J
とを区別しておられる70。また，「実現の意義を，資産の移転にともない増加益が対価・
交換資産等の形で実現するという意味に取らず，単純に Taxble evnt の意義にとり，
贈与・遺贈等の資産の最終処分もそれに当たるという考え方もありうるが，わが（ママ）
所得税法が所得を収入としてとらえていることからすると，そのような解釈には，かな
りの無理があJ71るとされ，所得の算定要素としての「収入」を根拠に，実現は資産の
移転によって，増加益が対価・交換資産等の形で現れることを前提として，資産の移転
64 金子・前掲注（2) 6 頁，大阪高判昭和 56年7 月16 日行集 32 巻7 号105 頁。
65 田中（治）・前掲注（58) 78頁。例えば，法40条の定めるたな卸資産等の贈与等の場
合の総収入金額の算入が挙げられる口
6 岡村・前掲注（52) 103 頁口
67 武田昌輔『DHC コンメンタール所得税法』 4296 頁（第一法規，加除式）。
68 田中（治）・前掲注（58) 78頁。
69 岡村・前掲注（60) 48頁。
70 金子「所得の年度帰属－権利確定主義は破綻したか 」同・前掲書（2) 283 頁， 295
頁以下（初出；日税2 巻（193 ）。
71 金子・前掲注（51) 429 頁注記20
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のみで，所得が実現すると解することを批判されている。他方で，収入との文言がなか
ったならば，課税要件に包摂される事象として，無償の資産の移転を実現と理解するこ
とも可能であるという 示唆を与えられている。
渡辺徹也教授は，実現とは資産を手放して，それに代わる経済的価値を得ることを前
提として，「未だ実現に至らない状態（未実現の状態）として，資産を手放さず保有し
続ける（第一類型），資産を手放すが，その代わりに取得した物がない（第二類型），資
産を手放して，それと実質的に異ならない物を取得する（第三類型）」 72と述べて，未実
現取引の三類型を挙げられている。
また，木村弘之亮教授は，「原則として資産の流入の蓋然性（資産に対する経済的処
分力の獲得の実現の蓋然性）と資産の流出の実現の蓋然性（資産に対する経済的処分の
喪失の実現の蓋然性）」 73とされ，納税者の自由に処分しうる経済的利得と納税者の自由
に処分しうる経済的利得の消失の「実現jがあることを述べておられる。
そして，測圭吾教授は，所得課税における実現は，いくつもある課税方式の一つであ
り，「資産の帰属が変更するタイミングで，その時点での資産の評価額を課税所得に反
映させるとしづ仕組みJ74であり 上記の「実現主義の変種として，（利子，配当，賃料，
知的財産権の使用料のように）資産の一部が金銭に転化するタイミングで，かっその限
りにおいて課税所得に反映させるjとしづ果実方式があるとされ，課税のタイミングに
おける「実現Jには，資産の所有者が変更するタイミングで課税することを「実現」と
する場合と，何らかの納税者の経済的利得が金銭に転化し所得の大きさを計れるように
なった時点を「実現Jとする場合の二類型に区別している750
谷口勢津夫教授は，所得の人的帰属と所得の年度帰属を分けて論じられ，「実現j を
年度帰属判定基準として位置づけた上で，所得の実現は，「所得の処分可能性を確実に
自分のものにしたことによる所得の人的帰属の確定を意味するJ76とされ，所得と納税
者が確実に結びつくであろう蓋然性の高まった時点の「実現」と所得の年度帰属におけ
る本来課税されなければならない時点の「実現j とを結び付けて述べられている。
このように「実現j は，所得概念としての「実現（所得概念の範囲に関するもの）J' 
所得と人的帰属の「実現（人と所得の結びついた時点）J ，課税時点における「実現（課
税のタイミング）Jと密接な関連を持つ7が，その意義が区別されずに論じられてきた。
72 渡辺（徹）・前掲注（52) 70頁。
73 木村弘之亮『租税法学』 216 頁（税務経理協会， 19) 0 
74 測圭吾「所得課税における年度帰属の問題J金子宏編『租税法の基本問題』 206 頁（有
斐閣， 207 ）。
75 これを測圭吾教授は 「広義の実現主義J（視l・向上論文206 頁注記 17）とされてい
る。
76 谷口勢津夫「税法における所得の年度帰属一税法上の実現主義の意義と判断枠組み－J
税法56 号 293 頁以下（201 ）。
7 岡村・前掲注（52) 94頁 神山弘行「租税法における年度帰属の理論と法的構造
（一）」法協 128 巻 10 号2439 頁（201 ）。
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同じ「収入j としづ文言から導き出される「実現」原則の経済事象も，すべての所得を
まとめて同じーっの経済事象を用いて，認識の基準を決定し，その時に課税するとした
のでは，所得の源泉からの所得の発生の態様と性質に応じて区別するとしづ租税公平主
義の要請を害することとなる。そのため，所得の発生の態様とその性質に応じてそれぞ
れの課税のタイミングとしての実現がある78と理解するとともに，法 36条 1項は，「す
べき」との文言を付していることから，実現の経済的事象は，一つで、はなく，複数の経
済的事象があることに注意しなければならない。
第4節 実現の判定原理の生成と確立
1 収入金額の計上時機の淵源と発展
我が国の課税のタイミングに関する問題は，収入金額の計上時機の原則の問題として
議論されてきたといっても過言ではない790 収入金額の計上時機の淵源を確認するにあ
たって，学説の変遷は大きく分けて，権利発生主義と権利確定主義の二つが存在する80
そのため，以下では，「権利発生主義」とは，所有権の移転を目的とする債権債務関係
の生じる契約成立の時に代金債権等の権利義務が発生し，その時点を基準として所得を
計上するもので，「権利確定主義Jとは，それ以後の一定の事象が生じ権利行使の可能
性が高度に増大した時を基準とするものとして区別する810
収入金額の計上時機の淵源は以下で確認するように，私法へ依拠し続けていた。なぜ
なら，主に，行政執行上の便宜として，納税者を画一的・客観的に取扱う必要性から，
収入金額の計上時機に関する具体的な規定を欠いていた租税法の下での拠り所を，私法
に求めたからである。課税要件法である所得税法は，私法上の行為によって現実に生じ
た経済的効果に即して行われるものであるが，租税法の課税対象とする種々の経済的取
引は第一義的には私法によって規律されている82。租税法を統制する租税法律主義の機
78 所得の性質に応じて所得の計上時機を検討されている文献として，田中治「事業所得に
おける収入金額の年度帰属J税事29号3 頁以下 (196 ），同「不動産所得の意義とその
年度帰属」税事42 号53頁 (198 ）参照。
79 収入金額の計上時機の変遷については，拙稿「譲渡所得課税における所得の認識基準に
関する研究（ 1 ）」専大院56号2 頁以下（2015 ）を参照。
80 中里実「企業課税における課税所得算定の法的構造（五・完）」法協 10 巻 9号 1593
頁（1983 ）は，具体的な事案について，その問題に即して法的に発展させられてきた租税
法上の具体的な基準の集合体に対して与えられた名称が権利確定主義であると述べられて
いる。
81 清永敬次「権利確定主義の内容J税経通信20巻 1号94頁（1965 ）。なお，谷口
（勢）・前掲注（76) 273 頁は，権利発生主義を「財産法型権利確定主義J，現行における
権利確定主義を「損益法型権利確定主義Jと区別されている。
82 金子・前掲注（ 7) 12 頁。このような見解に対して，洲圭吾教授は金子宏教授が経済
上の帰属を明示的には観念していないことから，租税法における所得の計上時期は私法へ
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能である納税者の予測可能性と法的安定性を確保するためには資産の「譲渡」のよう
な資産の帰属の変更も第一義的には私法によって規律されているのであるから，実定法
上に別段の定めのない限り私法における帰属の変更に基づいて判断されなければなら
ない83口
戦前に84，田中勝次郎博士は，法人所得の認識時機については，権利義務の発生に着
目して所得を計上すべきとされ，また個人所得の認識時機については，現金収入時点あ
るいは債権の弁済期到来時点において所得を計上すべきこと主張していた850 すなわち，
純資産増加説を採用する法人所得に関しては，純資産の得喪時期，つまり債権の取得時
に計上すべきであり，具体的には資産の取得とは所得の発生であるとされている860
ここで，収入金額の認識時機の基準としての権利発生主義の萌芽をみることができる。
権利発生主義は，現行の民法における通説・判例87の取る立場と符合する。民法におけ
る物権変動は，民法 176 条が意思主義を前提としている。そのため，物権の変動を生じ
させる合意と債権を生じさせる合意とは区別せずに，所有権は債権の効力として移転す
る8と解されており，これは契約時説と呼ばれる。
戦後，その激しいインフレにより，所得税の大衆課税化とその負担の増加は一層加速
した。昭和 2 年法により，課税ベースが拡大されるとともに，インフレの影響のもと
で，勤労所得を有する納税者は源泉徴収されることとなるのに対し，それ以外の納税者
は，所得発生後価値の下落した貨幣により所得税を納付することとなるため，源泉徴収
依存していると同時に法律上の帰属と経済上の帰属が混同されていることを指摘しておら
れる（測圭吾「租税法と私法の関係j法学会雑誌4 巻2号25頁以下（209 ）口
83 金子宏「租税法と私法－借用概念及び、租税回避について－J同編・前掲書（29) 385 頁
（初出：租税6号 (1978) 中里実「タックス・シェルターと租税回避否認」税研83 号
65頁（19 ）。このような租税法と私法の関係を，谷口勢津夫教授は，「私法関係準拠主
義J（谷口勢津夫「司法課程における租税回避否認の判断構造－外国税額控除余裕枠利用
事件を主たる素材として－」租税32 号60頁以下（204 ））とされ，占部裕典教授は，「私
法関係絶対前提説J（同「最近の裁判例にみる「租税回避行為の否認Jの課題一実体法
的・証拠法的視点から－J税法53 号27 頁（205 ））と述べられている。
84 戦前の所得の計上時機については，碓井光明「『収入金額』『収益』の計上時期に関する
権利確定主義についての若干の考察～その生成と展開J税理21巻 10号5頁以下
(1975 ），植松守雄「収入金額（収益）の計上時期に関する問題J租税8号37頁， 51 頁
以下 (1980 ），忠、佐市『課税所得の概念論・計算論』 38 頁以下（大蔵財務協会， 1980)
を参照されたい。
85 田中勝次郎『所得税法精義〔改訂版〕』 168 頁以下（厳松堂書店， 1936 ）。
86 田中（勝）・向上書218 頁以下。
87 民法における学説・判例の通説は，契約時説である（最判昭和 3 年6月初日民集 12
巻 10号 158 頁，最判昭和 38年5月31 日民集 17巻4号58 頁，最判40年 1月 19 日
民集 19巻8号203 頁，末弘巌太郎『物権法 上巻』 63頁（有斐閣， 192 ），我妻栄著有
泉亨補訂『新訂物権法（民法講義II）』 61 頁（岩波書店， 1983 ））。すなわち，原則とし
て売買契約成立（債権関係の発生）の時と同時に所有権も移転する（物権変動が生じる）
と解する（近江幸治『民法講義H 物権法〔第3版〕』 56頁（成文堂， 209 ）。
8 我妻栄ほか『民法 1 総則・物権法第三版』 280 頁（勤草書房， 209) c 
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されることとなる給与所得者と貨幣価値の下落した金額で納税するそれ以外の納税者
との聞に著しい不公平が生じ，また，国庫にとって実質的に大規模な税収減をもたらし
財政赤字をもたらした。所得の発生時機と所得税の確定・徴収の時期をできるだけ接近
させて課税の不公平を是正する手段として，予定申告・予定納税の方式を用いた申告納
税方式が導入された890
この戦後の改革と平灰を併せて，昭和 2 年法において，現行法 36 条の原型ともい
えるi日法 10 条は，（総）収入金額は，「その収入すべき金額」または「その収入すべき
金額の合計額jと定めた。ここで，国税庁が昭和 26年に発遣した旧所得税基本通達 194
は，「収入金額とは収入すべき金額をいい，（法 10），収入すべき金額とは，収入する権
利の確定した金額をしづ。したがって，その年中に収入すべき権利の確定した金額は，
たとえまだ現実に収入がなくてもその年の収入金額に算入される。これは，いわゆる権
利確定主義によっているのである」 90と記述するとともに，現金主義を排斥していた口
昭和 26年基本通達が各種所得ごとに収入金額の権利確定時期について詳しい執行基準
を定めたことにより，「権利の確定」としづ文言が世に登場し，「権利確定主義」が生成
されることとなった。
89 金子宏「シャウプ勧告と所得税」同『所得税・法人税の理論と課題』 35頁（日本租税
研究協会， 201 ）。前年実績主義とは，「各年の所得税は，勤労所得等の源泉徴収の対象と
なる所得は別として，前年の所得額を基礎として，その年の 7月， 9月， 1月及び翌年2
月の4回に分けて納付する」（金子・同書同頁）制度である。
90 大蔵省主税局編『ファイナンス・ダイジェスト 10／改正国税詳解〔昭和 26年度版〕』
12 頁（大蔵財務協会， 195 ）。旧所得税基本通達 194 ，旧同通達 194 ～204 の定める計上
時期の特徴については，植松・前掲注（84) 36頁以下参照。大蔵主税局編・同書 10 頁
以下では，所得の計算の通則の総説において，昭和 2 年の改正前は，前年実績主義を採
用していたが，「この方法は，必ずしもその年の担税力に適合していなし、点があり，ま
た，インフレーションの進行過程においては財政支出と租税収入との聞にズレを生ずる等
不合理な点があったので，二十二年の改正によって当年所得に対する予算課税主義がとら
れているわけである。なお，二十五年の改正によって予定申告に際しては，原則として前
年最終所得金額を申告することになったが，これは当年所得に対する予算課税主義そのも
のを改めたわけではない。
なお，総所得金額の計算に当たっては，（一）各種所得の実情に応じて，担税力を評量
するのに最も適当な方法をとり，併せて，（二）適正な企業経理の仕方に関する会計学上
の原則と出来るだけ一致せしめ，さらに，（三）計算を出来る限り簡易，かっ明確なもの
ととする方針に基いて」根本的な検討を加えた結果，一応の概念として権利確定主義を打
ち出し（大蔵主税局編・同書 12 頁），各種所得の権利の確定時点は，利子所得について
はその支払時点とし，配当所得については株主総会の日または収益分配の約定日とし，不
動産および給与所得については契約により支払日が定められている場合には支払日，定め
られていない場合は支払いを受けた時とし，事業所得については原則として契約効力の発
生時とし，退職所得については原則として退職の時とし，一時所得についてはその収入を
受けた時とし，雑所得についてはその所得の内容に準じて各種所得の計上時機を準用する
とした（大蔵省主税局編・同書 14 頁以下）。予算課税とは，所得の発生と確定・徴収の
時期を接近させることで課税の公平を図り，インフレ防止の一助とするために，年度の途
中でその年の予想所得額に対して所得税課税をなす制度である（金子・向上書同頁）。
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戦後の改革と併せてみると，権利確定主義の目的は，戦後の悪性インフレにより，所
得の発生と課税所得として認識するまでに経過した時間の差異に応じて，それぞれの時
点で認識される実価と正常価値の聞に差異をもたらすという，租税債務の価値または金
額の定量化の問題に対処すること，そして財政赤字を埋めるために早期税収確保が目的
にあったといえるだろう。
通達により生成された権利確定主義は，民法 5 条を前提とする法的基準であって
「税法は原則として契約成立の最初の段階を押さえているJ91との記載や「発生主義に
おける『発生』の意義を，財貨または役務の受渡に伴う権利義務の発生事実J92との記
述があることからすると 権利確定主義が通達によって採用された後も，所得税基本通
達の示した権利確定主義の中身は，戦前に田中勝次郎博士が提唱された純資産の増加の
有無を決定する93契約が成立して代金債権等が発生した時を基準とする権利発生主義
と異なることはなかった94ょうである。
また，国税当局の見解においても，山林所得の「所得の発生時期Jと題し「所有権が
移転するときに所得が発生する」とする，一方で，譲渡所得については，「所有権その
他の財産権の移転する時に，収入金額が確定するj として95，権利確定主義を打ち出し
つつも，発生の用語と確定の用語の意味をはっきりと区別していなし、。
したがって，この当時「権利確定主義」と呼ばれていたものは，「権利確定主義Jと
いう名称の器に入っていた「権利発生主義」である。換言すれば計上時期の基準の名
称は形式的に変更されているが，実質的には，権利発生主義それ自体で、あって，その基
準に変更はなかった。
権利発生主義を採用することの弊害としては，第一に納税者の意思の認定が困難で、あ
るとしづ問題がある。民法における契約時説は，契約当事者の意思を尊重するという立
場であるため，当事者の意思を外部（例えば租税行政庁などの客観的な第三者）からは
認識しがたく，正確に画一的に納税者を取扱うことができていたのかは定かでない。第
二に，所有権移転契約を捉えて課税のタイミングが到来したとすると，当事者間で後日
発生した事由，例えば，資産の引渡しがない，または支払いの遅滞，不払いによって契
約解除する場合等には，契約効力発生の日に，いったん適法・有効に契約効力が発生す
るが，期間税である所得税の下での適正な所得を把握することができず，また，その後
に，法律行為の効力を失ったことを理由として契約効力が失われることになり，経済的
成果を確実に納税者が得ていない場合には，修正を余儀なくされる。
91 黒津清二湊良之助『企業会計と法人税法一調整実務から損益計算まで－』 12 頁（日本
税経研究会， 195) 0 
92 企業会計基準審議会「税法と企業会計原則との調整に関する意見書（小委員会報告）J 
税経通信7巻14号附4頁（1952) 0 
93 佐藤孝一「調整意見書の根本思想J会計4巻8号20 頁以下（1952 ）。
94 植松・前掲注（84) 43頁，谷口（勢）・前掲注（76) 27 頁。
95 大蔵省主税局編・前掲注（90) 18 頁以下。
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そうすると，権利発生主義によれば，課税のタイミングは画一的に納税者を取扱うた
めの一種の便宜的な基準となり課税した後に更正ないしは更正の請求によって是正す
べきことになる。不確実な所得を安易に所得計算に取り込むと，かえって，納税者と租
税行政庁は，その是正に，技術的・量的に相当の時間とコストを費やすこととなり，ひ
いては，適正な所得の確定が困難となり，所得なきところに課税することに繋がる可能
性が生じる。したがって，確実性・安全性・客観性を担保するという見地からは，是認
することができない。
もっとも，基本通達によって権利確定主義という名の権利発生主義が打ち出された後，
会計学と税法学の両者から批判J96 がなされた。これらの批判にともなって，権利確定主
義は，その後，統一的にかっ確実性を求める法的分析の道具として「権利発生Jを重視
する見地から「権利確定」を重視する段階へ移行し，広義の発生主義に内包される収入
金額の計上時機の原則として存続してきた97。しかし，昭和 4 年の改正所得税基本通
達は，違法な利得も課税の対象となる包括的所得概念（所得の経済的把握）の考え方が
強まった結果，権利確定主義があらゆる所得に妥当する法的な基準とならなくなってし
まったために，正面から規定することができなくなった980
96 企業会計基準審議会・前掲注（92）付録，忠佐市「権利確定主義の発想批判」税経通信
19巻 7号 48 頁以下（1964 ），忠、佐市「権利確定主義からの脱皮J税経通信20 巻 1号65
頁以下（1965 ），忠佐市「権利確定主義の提言J税経通信 35 巻 12 号2頁以下（1980 ）参
昭
97 調査したうち，最初に実現主義と権利確定主義を結び、つけて主張されている注目すべき
見解として，吉岡二郎「税務における収益計上基準の理論」産業経理 16巻 10号 14 頁以
下 (1956) を参照されたい。昭和 38年税制調査会答申では「税法は，期間損益の決定の
ための原則として，発生主義のうちいわゆる権利確定主義をとるものといわれているJ
（税制調査会「所得税法及び法人税法の整備に関する答申J15 頁 (1963 ））としている。
98 金子・前掲注（70) 297 頁。昭和 23年通達は，窃盗，強盗，横領，詐欺，強迫等に因
る収得物については，窃盗・強盗・横領により収得した財物は，所有権が移転しなし、から
所得とはならないとし，詐欺・強迫による給付は，一応所有権が移転するため所得とする
が，後日裁判により取消されるまたは契約の解除があった場合には，算入した年分の所得
を構成するとし，賭博・統制価格違反による収入は，一応所有権が移転するから所得とな
るが，後日刑事裁判により追徴金を徴収された場合は，所得に算入した年分の構成をする
と定めていた（金子・前掲注（2) 95頁）。現行の所得税基本通達36-1 は，「法第36 条
第 1項に規定する『収入金額とすべき金額』又は『総収入金額に算入すべき金額』は，そ
の収入の基因となった行為が適法であるかどうかを間わない。Jと規定している。利息制
限法の制限超過利子について所得税基本通達36- 8の5は，「利息制限法に定める制限利
率……を超える利率により金銭の貸付けを行っている場合におけるその貸付けに係る貸付
金から生ずる利子の額の収入すべき時期については 36- 8の（ 7) によるほか，次に定め
るところによる一－－－－
( 1 ）当該貸付金から生ずる利子の額のうち当該年分に係る金額は，原則としてその貸付
けに係る約定利率により計算するものとするが，実際に支払を受けた利子の額を除き，そ
の者が継続して制限利率によりその計算を行っている場合には，これを認める。
( 2 ）当該貸付金から生ずる利子の額のうち実際に支払いを受けたものについては，その
支払を受けた金額を利子として総収入金額に算入するc
35 
権利確定主義は，現在は通達により明らかにされていないが，今も所得の認識時機の
基準として用いられている。
この権利確定主義の発展には，上述の行政執行上の便宜，納税者への配慮等を踏まえ，
確実性・安全性・客観性が尊重されるにつれて，私法に依拠しつつも税法独自の「確定
時点」が求められたことにあった。このような課税所得の認識時機の取扱いの変更は，
本来，私法関係との調整または取扱いの変更であるため，すくなくとも，法によって明
示して是正しなければならないことは いうまでもない。
2 所得の計上手法と実現の判定原理としての権利確定主義
講学上，所得の計上手法には，現金収受時という一つの事実を基準とする現金主義と，
経済取引に応じて何らかの客観的事実の発生を基準とする発生主義の二つがある。通説
は，広義の発生主義のうち権利確定主義が採用されていると解している90
判例10 は，法 36 条 1項（旧法 10 条 1項）の「収入すべき金額」の解釈として，「現
実の収入がなくとも，その収入の原因となる権利が確定した場合には，その時点で所得
の実現があったものとして右権利確定の時期の属する年分の課税所得を計算するとい
う建前（し、わゆる権利確定主義）を採用しているJ10 ことを明らかにするとともに，権
利が確定したときは，所得の実現があったものと捉えている。
さらに，判例は，権利確定主義の採用の理由について，「課税にあたって常に現実収
入のときまで課税することができないとしたので、は，納税者の怒意を許し，課税の公平
(3) (1 ）により当該年分に係る利子の額を計算する場合におけるその計算の基礎とな
る貸付金の額は，原則としてその貸付に係る約定元本の額によるものとするが，その者が
継続して既に支払を受けた利子の額のうち制限利率により計算した利子の額を超える部分
の金額を元本の額に充当したものとして当該貸付金の額を計算している場合には，これを
認める。Jと定め，所得税基本通達36- 8  ( 7）は， 「金銭の貸付けによる利息・・・・・・でその
年に対応するものに係る収入金額については，その年の末日－－－－ーただし，その者が継続し
て次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に掲げる日により収入金額に計上している場合に
は，それぞれ次に掲げる日
イ 利息を天引きして貸し付けたものに係る利息 その契約により定められている貸付元
本の返済日
ロ その他の利息 その貸付に係る契約の内容に応じ， 36 5の（ 1 ）に掲げる日j と
し， 36- 5の（ 1 ）は，「契約又は慣習により支払日が定められているものについてはそ
の支払日，支払日が定められていないものについてはその支払を受けた日（請求があった
ときに支払うべきものとされているものについては，その請求の日）」と定め，最終的に
継続して収入金額を計上しない違法利息を支払いを受けた日に取扱うものとしているc
9 田中二郎『租税法〔第三版〕』 502 頁（有斐閣， 190 ），金子・前掲注（ 7) 293 頁，水
野（忠）・前掲注（20) 285 頁，増田・前掲注（ 1) 15 頁，中里実ほか・前掲注（57)
17 頁以下，佐藤（英）・前掲注（53) 24 頁以下。
10 最判昭和 40年 9月8日刑集 19巻 6号630 頁，最判昭和 49年 3月8日・前掲注
(5) 186 頁。
10 最判昭和 53年 2月 24 日民集 32巻 1号 50 頁。
36 
を期しがたいので，徴税政策上の技術的見地から，収入の原因となる権利の確定した時
期をとらえて課税することとしたものである」と述べて，現金主義を排斥している。
ここで，広義の発生主義について明らかにしておく必要がある。企業会計は，企業の
株主その他の利害関係者に適正な期間損益および財政状態を算定し，表示することを目
的とする102 他方租税法は個人の担税力に応じた課税，つまり租税正義の実現を目
的としているためその目的が異なる。適正な課税所得を確定するにあたって，会計学
の発生主義や実現主義と税法上の実現（原則）は，区別して理解されるべきで，会計学
上のこれらの原則が法的ないしは裁判上の基準として直ちに用いられているものでは
ない103
金子宏教授は，会計学104 において，未実現の利得を収入の範囲から除外するという意
味での発生主義が用いられることを踏まえ，発生主義の発生は多義的であるため，会計
学その他の発生の用法と税法の用法を区別されている。税法で規定される「収入」とい
う文言を用いて未実現利得を除外していることを根拠に，発生主義の「発生Jと租税法
の「実現」を読み替えて，租税法固有の実現を用いている105 ことを述べられている。
この点につき，水野忠恒教授は，企業会計の実現と所得の実現を対比させて，租税法
の目的である課税の公平と企業会計の目的は異なることを前提に，「『所得の実現』
(re aliz ti on）とはその由来については理解されないまま，今日では一般化して用い
られているが」，「『所得の実現』と『企業会計の実現主義』とは異質なものであJるこ
とを強調されている106
確かに，事業と家事が明確に分離された企業所得の観点で捉えれば，理論的には，事
業所得と法人所得は同一視でき 107 ，法人税法 2 条 4項で客観的な規範性を持つ一般に
公正妥当な会計処理の基準が尊重されている108 から，所得税法も同様に解する余地もあ
102 企業は，営利組織，すなわち，利潤追求を主たる目的とする経済活動の担い手となる
経済主体を指し，会計は，特定の経済主体の経済的活動を，貨幣価値などの数値を用いて
計数的に測定し，その結果をまとめた報告書を利害関係者に伝達する仕組みと定義される
（桜井・前掲注（62) 1頁以下）。
103 中里・前掲注（80) 1593 頁。
104 会計学における発生の事実とは 「企業活動に伴う経済的価値の生成や消費を表すよう
な事実J（桜井・前掲注（62) 76 頁）をいうが，その認識にあたっては，主観的判断の介
入する余地が多分に存在するとしづ危険性があり，不確実な収益（未実現利得）の計上を
排除する保守主義の原則からも容認できない（加古・前掲注（62) 145 頁） 0 他方で，保
守主義の原則は 利益を控えめに計上することとなる会計処理であるから，これが，過度
に行われると真実性の原則に反することとなるから，一般に公正妥当な会計処理の基準に
従うこととされる。
105 金子・前掲注（70) 283 頁。
106 水野（忠）・前掲注（20) 28 頁以下。他方で，水野教授は，権利確定主義を企業会計
の発生主義の考え方に基づいているとされている（同・同書285 頁）。
107 松沢智『新版租税実体法（補正第 2 版）~ 20 頁（中央経済社， 203 ）。
108 企業会計審議会特別部会「税法と企業会計との調整に関する意見書」舎計90 巻6号
109 頁 (196 ）。
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るかもしれない。しかし，法人における商品の販売については引渡基準が採用されるが，
これは「反復，継続的に行われる商品売買に係る販売収益に関しては，当該商品の所有
権の移転等を重視する法的基準よりも商慣習や当該商品の物的な移動が重視」 109 された
ためであり，また，法人税法の領域においても実現が採用されており（法人税法 2 条
2項），引渡しの時期は，一義的でなく多種多様である。
また，個人所得課税の対象である事業所得と法人所得課税の対象である法人の所得を
対比すると，営利を追求する組織としづ意味では，同じ企業の所得といえる。しかし，
事業所得を獲得する個人事業主の所得は，資本と経営者の労働の双方によりもたらされ
る所得であり lO 他方法人の企業に対して出資された資本からもたらされる生産要素
から生じる所得であるl0 その両所得の聞には，質的に重大な差異がある。
さらに，第2節で整理したように，個人所得課税における所得の概念は，包括的に構
成されており，突き詰めれば，真の意味における所得は，個人の心理的満足で、ある。他
方で，法人には，心理的満足が存在しないことから，法人は，消費をすることができな
し、12 。そうすると，少なくとも別段の定めがない限り，企業会計に準拠することが明示
されていない一時・偶発的な譲渡所得における実現または所得税法における実現の基準
は，租税法の目的である公平負担な課税の実現を目的として立法化された法律の文言を
手掛かりに，理解すべきである。
このことを踏まえると，法 36 条 1項の「収入」の解釈としては，行政執行上の便宜
および納税者への配慮、から，納税者への外部からの経済的価値の流入の事実の発生を確
実なものとして認識しうるか否かを法的基準により 13 判定する基準として，実現が採用
されているといえる。ところが この実現は 具体的判断の指針を示していなし、。
しかし，実現が要請される理由として，納税者への配慮、として資産の流動性が求めら
れていることからすると，対価の享受によって納税者の自由に処分しうる経済的利得と
なった場合には，納税資金の困難性が解消されることから，最後の段階と捉えることが
できる14 。さらに，法 36 条 1項は，別段の定めを除いて15 ，「収入j に続けて「すべ
109 品川芳宣「棚卸資産j 日税2 号 3 頁（192) 0 
10 最判昭和 56年 4月24 日民集 35巻 3号672 頁，東京高判昭和 47年9月 14 日東高時
報 23巻9号 143 頁，東京地判昭和 43年 4月25 日判時524 号28頁，最判平成 13年 7
月 13 日判タ 1073 号 139 頁。
1 中里実「企業課税における課税所得算定の法的構造（一）」法協 10 巻 1号 51 頁以下
(1983 ）。
12 渡辺徹也『スタンダード法人税法』 3頁（弘文堂， 2018 ）。
13 福岡地判昭和42年 3月 17 日・前掲注（5) 149 頁。
14 この点につき，解約手付金は，両当事者が契約の解除権を留保し，これを行使した場
合の損害賠償額となるもの（最判昭和40年9月8日・前掲注（10) 632 頁）で，実現の
現金受領とは区別すべきである口
15 法36 条3項は，「支払し、を受けた金額」とし，法67 条は「収入した金額Jと定め，例
外的に現金主義を容認している。
38 
き」との文言を付していることから，当然に課税所得へ算入されるべき納税者への外部
からの経済的価値の流入の蓋然性が高まった16 といえる客観的事実の発生したときを
捉えて課税時機を決定していると解される。そのため，「収入の権利が確定した場合に
は，その時点で所得の実現があったものJと捉えることができるのである17 0 
したがって，実現判定の規範18 として「外部との世界との間で取引が行われ，その対
価を収受すべき権利が確定した時点をもって所得の実現時期J19 を判定する法的基準と
して権利確定主義が確立してきたと解すことができる120 。権利確定主義を採用すること
で未実現利得に対する課税がほぼ排除されている12 といわれる所以は，対価の実体が納
税者の担税力を増加させる所得の現象形態で、あって，外部から客観的に把握しうる経済
的利得を取得する権利が法によって明らかにされることにより，納税者に流入する経済
的価値の事実の発生を安全・確実に認識することを担保する機能があることに求められ
る。
もちろん，ここでは権利発生主義でも右のことはいえるが，権利の確定というからに
は，権利が生じて経済的手lj得を得る可能性（posiblty ）があるだけでは不十分で，そ
こには蓋然性（probailty) （可能性が高度であること）が求められているのであって，
利益を確実に享受していると認められる必要がある120
そのためには，権利確定主義における「権利の確定」とは単に権利が発生しただけ
でなく，権利等の性質・内容その他の諸事情の観点から，その経済的利得に対する権利
等が具体的に実現する可能性が高度であると認められ123 その蓋然性が客観的な証拠に
よって裏打ちされた複数の事実によって認識できるようになった状態と解すべきであ
る。この基準の中には，当然に，所得として認識する対象が，客観的数値（貨幣価値）
16 最判昭和 46年 1 月9日・前掲注（5) 120 頁 木村弘之亮「所得税法における包括
的所得説と発生主義の接点J税法 562 号 43 頁（209) 0 
17 谷口勢津夫教授は，権利確定主義を事実認定規範と捉えて，「所得の実現を主要事実
（要件事実）＝，収入すべき権利の確定＝間接事実J（谷口（勢）・前掲注（61) 154 
頁）と捉え，管理支配基準は，所得の実現という主要事実を推認させる間接事実として捉
えられている。同旨，泉絢也「所得の実現の判断過程において機能する経験員IJJ 税務事例
47巻 12 号 26 頁以下（2015 ）。
18 谷口（勢）・前掲注（76) 289 頁，酒井克彦『所得税法の論点研究 裁判例・学説・実
務の総合的検討－』 314 頁（財務詳報社， 201 ）。
19 金子・前掲注（70) 284 頁。
120 最判昭和 40年 9月8日・前掲注（10) 630 頁，最判昭和 49年 3月8日・前掲注
(5) 186 頁，金子・向上論文283 頁，清永・前掲注（20) 10 頁，水野（忠）・前掲注
(20) 286 頁，佐藤（英）・前掲注（53) 245 頁以下，谷口（勢）・前掲注（76) 285 頁以
下参照。また，「権利」は評価を経て確定するもので，直接の事実として扱うべきではな
く，評価的要件であるとする見解として，酒井克彦「法人税法における要件事実」伊藤滋
夫＝岩崎政明編『租税法における要件事実論の展開』 30 頁（2016) 0 
12 岡村・前掲注（60) 48頁。
12 松沢智『租税法の基本原理』 14 頁（中央経済社， 1983 ）。
123 松山地判平成7年 2月 24 日訟月 42 巻 10 号 2541 頁。
39 
により測定できるものでなければならなし、から，物の特定，金額が確定していること 124
や何らかの外形的な表象によって取引完了の蓋然性が高いことが明確に示されている
ことを含む。
したがって，例えば，物の売買契約（民法5 条）では，物の特定や代金額が「確定」
していることはもちろんのこと その契約効力が有効に生じており，契約の目的物を売
主が給付義務を履行する（引渡す）ことで，相手方は同時履行の抗弁権を失い，それと
同時に，譲渡者の代金支払い請求権は強固なものとなる1250 そればかりでなく，客観的
な複数の事実によって，ほとんど間違いなく取引が完了される可能性が高まったときに，
はじめて権利が確定し所得は実現したと解する余地が生まれるのである口
法が，実現の判定基準として権利確定主義を採用したのは，課税のタイミングを判定
するに当って，常に現実収入のときまで課税することができないとしたので、は，取引が
十中八九完了している，または契約上当然に対価の享受が予定される時期が到来したに
も関わらず，当然に支払われるはずの現金の受領を合理的な理由もなく，殊更に引き延
ばすことによる納税者の完全、意的な課税のタイミングの操作を防止し，納税者間の課税の
公平を担保するためである。そのため，権利確定主義は，全額収受以前の複数の客観的
な事象の発生を集積させて，徴税政策上の技術的見地から課税することを可能にしたの
である。
確かに実務においても，現行所得税基本通達（36-12 ）は，資産の引渡しがあった日
に収入すべき金額を計上すると定めているが126 ，一般的に譲渡の時点は引渡時点としつ
つも，納税者の自発的な選択（申告）としづ事実によって契約時に計上できるとする取
扱いを定め，納税者の個々の取引に応じた実現の蓋然性を捉えようとしている。このよ
うに実現が，行政執行上の便宜，そして納税者への配慮、から，客観性・安全性・確実性
が求められているにも関わらず，権利確定主義が弾力性を持つこととなるのは，私法の
領域でも，民法 176 条を原則としつつも，特約が決められた場合に「判例は実質的に
は，代金支払い・引渡・登記時説に立っていると理解されつつあるJ127 とされるように，
所有権の移転は，物権契約の外部的徴表である代金の支払い・引渡し・登記などの時に
確実に移転する128 と解されるようになってきているものの，未だ、判例変更には至ってい
124 植松・前掲注（84) 43 頁，渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」司法研究報告書
19輯 1号58頁（1967 ）。
125 金子宏教授は，これを無条件請求権説と呼称され（金子・前掲注（70) 304 頁），清永
敬次教授は，これを権利確定主義とする（清永・前掲注（81) 93 頁）。納税者の義務の履
行の完了に着目するものとして，最判平成 10年 1月 10 日集民 190 号 145 頁。
126 昭和 26年所得税基本通達は昭和45年に改正され，その内容は現行と変わりはない。
昭和 45年所得税基本通達については，和田正明「権利確定主義についての一考察－資産
の譲渡・贈与を中心として－J税大論叢9号 13頁以下 (1975 ）口
127 近江・前掲注（87) 58頁。
128 物権の独自性（契約の意思表示のほかに別個独立の意思表示（物権行為））を必要とす
る物権行為時説については，末川博『物権法』 63頁以下（日本評論社， 1956 ）参照。さ
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ない129 ことが理由として挙げられる。
また，経済的効果を取り込む所得税の下では，私法上の法律効果の発生は，第一義的
に，納税者にあることから，納税者による所得の認識時機の選択可能性を有するという
意味で，租税回避行為に用いられることもあり得る。さらに，適正な所得の算定を可能
にするための徴税政策上の技術的見地や金銭の時間的価値の視点から，し、ずれにしても
早く課税することが公平負担の見地から好ましいと考えられてきた点，所得の性質と具
体的事案に即した実現判定の多様性，その所得に対する権利の発生，そしてその所得に
対する権利の確定が明確に区別されずに権利確定主義が運用されている点も挙げられ
る。
ここで留意されるべきは，所得は，経済的に把握されているため，不法所得のような
法律上の保護を受けられない所得の場合には，そもそも権利の確定とし寸法的基準を用
いて複数の客観的事実の発生を捉えることができない場合があるということである。こ
の場合には，判例により現金主義を排除している権利確定主義では，法的基準として正
面から対応できない。そのため，判例130 は，広義の発生主義である実現判定の基準13 と
して，外部からの経済的利得が利得者の管理支配の下に入った（納税者の自由に処分し
うる経済的利得獲得の蓋然性の増大）としづ事実の発生を捉える管理支配基準を用いて
判断している132 。判例13 が，法律上の保護を受けられない不法所得のような権利確定主
義が機能不全に陥る例外的な場合を超えて，管理支配基準を適用する場面もあることに
は，注意を要する。
この管理支配基準の特徴は，法律上の基準そのものを放棄し，納税者の手許にある現
金に着目することが挙げられる。実現が，外部から納税者への経済的価値の流入という
客観的事実の発生を意味し，法 36 条 1項の解釈上，複数の客観的事実の発生の集積に
よって把握するため，現実の収入がなくとも権利確定主義により判定することを可能と
している。他方で，権利確定主義の例外と考えられるはずの管理支配基準は，判例・通
らに，物権の独自性を否定する立場から同じ理論を導く見解がある。有償説（代金支払い
時説）は，物権変動は，その契約効力として行われるもので，代金支払い等はその効力の
完成のための事実行為にすぎず，所有権の移転は有償契約の本質である対価的牽連性＝同
時履行の抗弁権から導かれるのであって，所有権に対応するものは代金であるから，代金
支払い時に所有権が移転するとする見解（川島武宜『新版 所有権法の理論』 2 頁以下
（岩波書店， 197 ））。また，物権の独自性と物権変動時期は相伴う必要はないとし，引渡
し・登記・代金支払いのうち，何れか先にされた時であるとする代金支払い・引渡し・登
記時説がある（舟橋諒一『法律学全集 18 物権法』 87 頁（有斐閣， 1960 ）。
129 近江・前掲注（87) 58頁。
130 最判昭和46年 1月9日・前掲注（5) 120 頁，金子・前掲注（70) 302 頁以下。
13 田中治「税法における所得の年度帰属一一権利確定主義の論理と機能j経、済研究32巻
2号 197 頁 (1986 ）は，実現主義の最狭義の理解として実現主義と現金主義は同一である
している。
132 金子・前掲注（70) 304 頁。
13 最判昭和 53年2月24 日・前掲注 (10) 50頁。
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説の否定する現金主義に非常に近似する。
このことから，所有権が基準ではなく，自主占有が権利確定主義の一つの内容に含ま
れる134 とする見解もある。しかし，一時的な金銭の占有管理状態を捉えて，課税するこ
ととなれば，ただ、預かっている状態であっても，担税力の増加として課税しなければな
らないこととなる。それは，所得と個人の結び付きをも軽視することとなり，不合理な
結果を招来させることになるのではないだろうか。
そうだとすれば，権利確定主義が，経済的利得を法的に裏打ちされた客観的事実の集
積によって，実現の蓋然性が高まった時に，所得を認識するのに対し，管理支配基準は，
すで、に現実に手許に入った経済的価値が，一定期間その事実状態が継続い35，その経済
的価値を納税者が自由に処分し得る状態になる蓋然性が高まったことを裏付ける複数
の事実の集積によって，実現の蓋然性を判定し所得を認識していると解すべきである1360
もっとも，あくまで，管理支配基準は，不法所得のようなそもそも法律上の保護を観
念できない権利確定主義が機能不全に陥る場合にのみ用いられるべきで，権利の確定が
観念しうるならば，権利確定主義を用いるべきである。権利確定主義と管理支配基準は，
代替的基準ではない。無闇に，管理支配基準を用いることは，国家と納税者の租税法律
関係の安定を阻害する結果をもたらすことを決して忘れてはならない。
少なくとも，課税所得の認識基準としての権利確定主義と実現の合理的根拠の合理的
根拠との間では，実際上の問題としての納税者への配慮を加味するか否かという点で，
阻離が生じているといえる。
第5節結語
本章の目的は，所得税理論における課税所得の認識時機を確認したうえで，課税所得
を算定要素として制約する我が国の実現理論を明確化しその理論的側面および実際上
の役割を整理し，実現がどのようにその判定基準に反映されるべきかを検証することに
あった。
所得の認識時機は，納税者が時間の経過とともに，何らかの資本を用いて経済的価値
を生む等の経済的活動の効果が取引により異なることから，多様かっ不明確なものとな
る。我が国では，所得の認識時機を判断するための大枠が明らかにされないことにより，
判断の基準を明らかにできないという問題がある。
134 淵・前掲注（74) 213 頁以下。
135 佐藤英明教授は，「その収入を保持し続ける蓋然性」（佐藤・前掲注（53) 249 頁）と
される。
136 松沢智教授は，確かに，占有権，準占有権を法的基準とすべきとするが，一方で，法
律状態と異なる事実状態が一定の期間継続することを尊重するということを，含意されて
いるように思われる（松沢・前掲注（107) 10 頁以下）。
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所得税法の課税物件は，個人の担税力を増加させるあらゆる経済的利得である。人に
対する課税である所得税法の下では課税所得の認識も人的側面に着目して判断する必
要がある。
包括的所得概念を採用する法の下では，理論的には，課税期間の終鷲時に純資産の増
加および消費を認識し，測定することが求められる。納税義務の算定にあたっては，個
別取引からもたらされた個々の課税所得の小計を出し，課税期間内における個々の課税
所得を累計し，納税者の課税期間における担税力の増減を確定する必要がある。すなわ
ち，納税義務の確定は，必然的に個々の所得の累計を求めることが大前提とされるから，
課税期間を根底に据えて包括的所得概念の理解することとなる。その意味では，法 36
条 1項の「収入すべき金額」は，納税義務の確定を踏まえた租税手続法的視点から解釈
が行われてきた1370
課税期間における担税力の増減を確定するためには，その大前提として，個別取引か
らもたらされた（取得または発生）納税者の担税力を増加させる経済的利得が適正に認
識されなければならない。その意味では，租税実体法的視点から，課税所得の認識時機
が考察される必要がある。
実定法は，納税者の個別取引に着目する収入金額から必要経費等を控除して純所得を
算定すべきことを命じている。純所得課税の下では，個人の消費を富の変化の一部と捉
えることにより，課税期間の終鷲を待たずに課税所得を認識することとなる。包括的所
得概念の下では，所得が発生または取得した時点を捉えて課税所得として認識すること
が予定されている。純所得課税の採用により，包括的所得概念の下での課税所得の認識
は，各個別取引からもたらされる納税者の担税力を増加させる事実が発生した時機に所
得を認識し測定することが求められる。
包括的所得概念の下では，所得の発生に基づいて認識するということ以上に，課税所
得の認識時機に関する指針が何ら導出することができず，合理的に所得を特定すること
ができない。
我が国の通説は，法36条 1項が所得の算定要素として収入金額と規定していること
から，外部から納税者へ経済的価値が流入するまで課税所得として所得を認識しないこ
ととして，所得税法に取り込まれることとなる課税所得は実現しなければならないこと
を原則としている。この要請が，実現である。実現は，租税行政の執行上の便宜，納税
者への配慮，会計慣行の影響を受けて発達してきた。特に，行政執行上の便宜，そして，
人に対する課税である所得税の人的側面に着目して正当化されてきた。とりわけ，実現
は，所得税法における人的側面を考慮した原則として，市場を通じて経済的利益を獲得
し納税資金を賄うとしづ重要な役割を果たすことが求められている。
しかし，収入の文言と代替的に用いられる実現は，法36条 1項により解釈により導
出されているもので、あって 実定法上に，同文言を用いた明文の規定はない。そのため
137 碓井光明「課税要件法と租税手続法との交錯J租税 1号40 頁（1983 ）。
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に，実現は，資産の移転を含む多義性を有する概念となっている。当該概念は，所得の
発生源泉からの発生の態様と性質に応じて，所得の認識が異なるために，さらに，幅が
与えられることで，し、かなる経済事象が，実現を示すのか不明確となるc
もともと，我が国の課税所得の認識時機は，「収入金額の計上時期」の議論として権
利確定主義を中心として発展してきた。戦前は，個人所得課税の収入金額の認識手法は，
現金主義を採用していた。戦後の悪性インフレの下で，源泉徴収の対象となる給与所得
者と事業者の聞の課税の不公平の是正措置として，所得の発生と所得の確定・徴収時期
を接近させるための打開策として予定申告・予定納税を取り入れた申告納税制度を採用
したc これに併せて，現行法36条 1項の前進規定である旧法 10条が，「収入すべき金
額jと定めたうえで，通達により権利確定主義という名の権利発生主義が打ち出された。
同条の立法目的は，明らかにされていないが，少なくとも，戦後の悪性インフレの下
での貨幣価値の下落に起因する所得の発生と確定時期の差異に基づく納税者間の課税
の不公平を取り除き，戦後の財政赤字を賄うための打開策として，権利確定主義が打ち
出されたものと思料する。
昭和 2 年の権利確定主義は，戦前，法人税法で採用されていた権利発生主義で、あっ
た。権利発生主義は，私法関係準拠主義の観点からは，私法との羊離を生じさせないが，
課税所得の確実性・安全性・客観性を担保することができない。しかし不確実な所得
を安易に所得計算に取り込むと，かえって納税者と租税行政庁は，その是正に，技術的・
量的に相当の時間とコストを大量に費やすこととなる。
権利確定主義は，歴史的に，会計学と税法学の両者からの批判により，権利の発生を
重視する視点から，権利の確定を重視する段階へ移行することで様相を変えてきたが，
権利発生主義は，権利確定主義の中に未だに内包されている138 。本章では，法 36 条 1
項の解釈としての実現と権利確定主義および管理支配基準について検討し，実現の判定
は，外部からの経済的価値の流入の蓋然性によって判断され，証拠によって裏付けられ
た複数の実現可能性の高まったことを示す事実を集積させることにより判断されるべ
きことを確認した。しかし，実現それ自体およびそれを判定する基準として何が選択さ
れるのかにより，課税所得の認識時機は，異なることとなる。
これらの認識基準は，実現の要請を踏まえて整合的に理解されるべきで，早期税額確
定の目的ではなく，納税者の確実な担税力の増加を把握し，法により明らかにされた適
正な課税所得の認識時機に算入されるべきである。確かに，所得の実現は，可視的に把
握可能または金銭として顕在化した貨幣所得の流入とは解されていなし、から，権利等に
よる経済的価値が把握できなくとも，所得は実現するといえる。しかし，課税所得の認
識時機の大枠は，発生や実現の概念が用いられているだけで，その限界が明らかにされ
ていないために，統一的に基準を導出することができない。我が国では，所得の認識時
138 山田二郎「判批j同『租税法重要判例解説（ 1 ）』 42 頁以下（207) （初出；法律のひ
ろば 19 巻 1号 (196 ）。
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機に関する規定が，所得源泉ごとに法定されていない139 ため，納税者の個別取引から生
じる課税所得の認識時機の法律適合性を判断することができない。
我が国では，納税者の課税所得の認識手法が，法によって明示されていないばかりか，
それが適法か否かを判断するための原則的基準が，明らかにされていなし、。したがって，
課税所得の認識基準として「発生j 「実現J，「権利確定主義J，「管理支配基準jの中に
何を要素として盛り込むのか，また，これらをどのように位置づけるのかにより，課税
所得の認識は異なるといえる。
少なくとも，課税所得の認識基準としての権利確定主義と実現の合理的根拠の合理的
根拠との間では，実際上の問題としての納税者への配慮、を加味するか否かという点で，
髄離が生じている。
我が国では，課税所得の認識に関する原則的な規定が明示されていないという問題が
ある。法的基準が存在しなければ，課税の公平を構成する原則の視点から，検証するこ
とができない。なぜなら，公平は法に適合しているか否かにより検証される140 のである
から，法的基準を明らかにすることができなければ，検討することができない。
少なくとも，租税公平主義と租税法律主義の要請する確実性の価値は，保証されてい
るとは言えないだろう。
139 田中治「租税行政の特質論と租税救済J芝池義ーほか編『租税行政と権利保護』 29頁
以下（ミネルヴァ書房， 195 ），北野弘久『現代企業税法論』 7 頁（岩波書店， 194 ）。
140 増田・前掲注（45) 14頁。
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第2章 譲渡所得課税における所得の実現判定とその限界
第1節はじめに
各個別税法の立法原理は租税を個人の担税力に応じて配分することを求める租税公
平主義である1。所得税法（以下，「法」としづ。）は，所得源泉の性質や発生の態様によ
って担税力が異なることを前提に所得区分を設け，その相違に応じて課税所得の算定方
法や課税技術の手法に差異を設けている（法 21 条 1項 1号， 23 条～35 条） 2。課税所
得の認識時機も，各種所得の所得源泉の差異によって，その所得の発生時点および法の
課税の対象にいつの時点で、取り込まれるのかも異なるということができる。
その所得源泉のうち，とりわけ，譲渡所得課税制度は，所得税法上最も多くの論点や
紛争が頻繁に生じる領域である。我が国における譲渡所得は，所得課税制度上，多くの
論点を抱え，譲渡所得の認識をめぐる議論も多く蓄積されているに議論を分類するな
らば，①それを課税対象とすべきカベ②譲渡所得の意義と範囲に関わる事項，③譲渡所
得金額の確定要素の事項，そして譲渡費用の意義と範囲，④それをどのように補捉する
のかとし、う租税行政上の問題に至るまで数多くの論点が存在する50
例えば，納税者が経済的価値を得た場合，納税者の支払う租税負担額は，どの所得区
分に分類されるかによって納税金額の多寡が生じる。納税者にとって 当該所得がし、ず
れの所得区分に分類される6かは，極めて重要な問題であり 租税法実務においては実
1増田英敏「序 松沢税法学の系譜と租税法解釈の在り方」同編著『租税法の解釈と適
用』 20頁（中央経済社， 2017 ）。
2金子宏『租税法〔第2 版〕』 208 頁（弘文堂， 2017 ），水野忠恒『大系租税法（第2
版）』 175 頁（中央経済社， 2018 ），佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2版補正版〕』
47 頁（弘文堂， 2018 ）。併せて，最判昭和 56年4月 24 日民集 35巻3号672 頁。所得区
分該当性の順序の判断については，田中治「所得税法における要件事実論」伊藤滋夫＝岩
崎政明『租税訴訟における要件事実論の展開』 304 頁（青林書院， 2016)
3金子宏「所得税とキャピタル・ゲインj同編『課税単位及び譲渡所得の研究』 89 頁（有
斐閣， 196) （初出－租税3号（1975 ）口
4譲渡所得課税により，資産の移転が妨げられ投資活動や経済発展に影響を与えてしまう
としづ冷結効果（frezing efct ）・封じ込め効果 (lok-in efct ）の問題がある。
5拙稿「譲渡所得課税における所得の認識基準に関する研究一課税のタイミングの問題を
中心に－ ( 1）」専大院56 号 190 頁以下（2015 ）を参照されたいc
6譲渡所得の起因となる「資産の譲渡」の範囲は，その所得が保有者の意思によらない外
部的条件の変化（たとえば「物価の高騰，環境や社会情勢の変化に起因しJ（東京高裁昭
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質と実定法（形式）の側面から譲渡所得区分をめぐる紛争が絶えない70
この譲渡所得に対する課税は資産の譲渡としづ課税要件に包摂される事象を契機と
して課税所得に投入され課税のタイミングを根拠に譲渡所得としづ類型それ自体が切
り分けられていることから，実現の産物8と理解されている。ところが，実現概念は，法
に規定されていないために，他の所得の認識時機判定おいて用いられる実定法上の「収
入」の解釈から導出される実現と譲渡所得の認識時機が事離する事さえもある。そのた
め，譲渡所得課税における認識時機がいつ どのような時機に課税所得に算入される
のか，すなわち，いつ，どのようなときに実現したのかが不明確となる事態を招来させ
ている。
課税所得の認識が不明確になれば，納税者および租税行政庁による課税所得の認識時
機の完全、意性の排除は望めない。それは，納税者相互間の課税所得の認識の公平を図るこ
とができないばかりか，課税所得の認識時機の法律適合性を判断することができない。
本章の目的は，譲渡所得課税制度における実現を明らかにし，譲渡所得課税における
実現の重要性を確認する。そのうえで，前章で検証した算定要素としての実現との羊離
を指摘し，課税所得の認識時機をめぐる問題を整理することを目的とする。
本章の構成は，以下のとおりである。第2節では，譲渡所得に対する課税の法的構造
と実現の関係、を整理する。第3節では，譲渡所得課税の実現とその認識の重要性を課税
繰延の効果を確認することにより明らかにする。第4節では，我が国における譲渡所得
の実現が，算定要素としての実現と黍離することにより，所得の認識時機をさらに不明
確にする危険性を苧んでいるとし、う問題を指摘する。
第2節 譲渡所得課税の法的構造と実現
和48年5月31 日（税資 70 号20 頁）判決））た資産の値上りであり，かつ，その譲渡
が一時的・散発的に譲渡していることがその範囲に属することとなる。
7たな卸資産（または準たな卸資産）とする目的で購入したわけではなく，長年固定資産
として保有していたものを何らかの理由により所有目的を変更させ，所有者自身の人的努
力と活動によって当該資産に資産価値を増加させ（新たな付加価値をつけ）て譲渡する場
合に，その全体を一律に事業所得または雑所得として課税することは 所得の実体に即し
た課税とはいえない。そこで，形式的ではなく実質を見るべきとする二重利得法が主張さ
れている （金子宏「譲渡所得の意義と範囲一二重利得法の提案を含めて－」同・前掲書
( 3) 238 頁（初出－曹時30巻 5号（1978 ），曹時31 巻 3号（197) 曹時31 巻 7号
(197 ），曹時32巻6号 (1980 ）））。現行所得税法基本通達3-3 は，譲渡資産の保有期
間の基準が 10年とされ，金子宏教授は5年とされている。二重利得法に対する租税法律
主義の観点からの批判として，占部裕典「土地の譲渡による所得区分一所得税基本通達3
4, 3-5 及び二重利得法の検討－J『租税法の解釈と立法政策 I』28 頁（信山社，
20 ）。
8増井良啓「譲渡所得課税における納税協力Js税50 号126 頁（20 ）。
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1 譲渡所得課税の意義と法的構造
法 3 条 1項は，譲渡所得を「資産の譲渡」による所得をいうと定義している。譲渡
所得も，法36条 1項の実現と権利確定主義の射程に入るのであるから，資産の譲渡よ
って外部からの経済的価値の流入の蓋然性があるときに課税のタイミングが到来する
はずである。
ところが，判例は譲渡所得を，「資産の譲渡」によって得る「対価」ないしは「外部
からの経済的価値の流入Jとは解していなし、。譲渡所得課税の適用の可否が争われた榎
本家事件最高裁判決9は，「譲渡所得に対する課税は・・・・・・，資産の値上りによりその資産
の所有者に帰属する増加益を所得として，その資産が所有者の支配を離れて他に移転す
るのを機会に，これを清算して課税する趣旨のものと解すべき」と述べ，この資産の増
加益に対して課税することが譲渡所得課税の本質であると判示している口このような判
例の考え方は増加益清算課税説と称され，今日の判例・通説となっている 10
譲渡所得の本質は，資産の譲渡による「対価Jを「譲渡所得Jの構成要素と観念する
のではなく，その資産の所有者に帰属するキャピタル・ゲイン（capitl gains) （所有
資産の増加益・保有資産の含み益・過去の値上り分）を「所得」として，その資産の譲
渡によって「実現した（realizd) J段階で顕在化した経済的手IJ得に対する課税であるlo
つまり，譲渡所得に対する課税とは，「（資産を）手放した人（こと）J 12への課税であ
9最判昭和 43年 10 月31 日集民92 号 79 頁以下参照。
10 金子・前掲注（2) 246 頁，増田英敏「譲渡所得課税と紛争予防」同『税理士のための
租税法講座紛争予防税法学』 17 頁（TKC 出版， 2015) （初出； TKC460 号（201),
福家俊朗「土地の公共性と租税の法理の相克一土地問題と租税制度をめぐる法理論的課題
一」法政論集 143 号 16頁（192 ）。学説では，譲渡所得を「Capitl gains 」（例えば，金
子・前掲注（2) 246 頁，水野・前掲注（2) 231 頁）と捉える見解と「Capitl GainJ 
（例えば，佐藤（英）・前掲注（2) 84頁，谷口勢津夫『税法基本講義〔第6版〕』 216 頁
（弘文堂， 2018 ），成道秀雄編著『新版 税務会計学辞典』 23 頁（長島弘）（中央経済
社， 2017 ））と捉える見解の二つがある。我が国では，キャピタル・ゲインと記述される
のみで観念的な差異はないのかもしれない。しかし，米国の規定方法のように，利得から
投下資本の回収部分を除外した純所得として Capitl Gains を観念するか，収入金額とし
ての実現金額のみを示すGain として Capitl Gain を観念するのかには大きな差異がある
ように思われる。そうすると，譲渡所得課税の本質は，未実現の純（譲渡）所得を測定し
て課税することを理想としているといえよう。キャピタル・ゲインという用語を用いずに
譲渡所得を定義する見解として，清永敬次『税法［新装版］』 93頁（ミネルヴァ書房，
2013 ）。
l 金子宏「譲渡所得の課税J同『租税法理論の形成と解明 上巻』 62 頁（有斐閣，
201) （初出；日税50号（20 ）），増田・向上書 17 頁，水野（忠）・向上書231 頁以
下。なお，岡村忠生教授は，譲渡所得における資産の「譲渡Jを実現と呼ぶのか否かは，
用語の選択の問題であるとされる（岡村忠生「所得の実現をめぐる概念の分別と連接J論
叢 16 号 104 頁（201 ）。
12 佐藤（英）・前掲注（2) 86 頁，谷口勢津夫「所得の帰属」金子宏編『租税法の基本問
題』 179 頁以下（有斐閣， 207 ），岩崎政明「他人名義株式に係る配当所得・譲渡所得の
帰属」税事 3 号43 頁以下 (196 ）。
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り，ある資産の所有者の帰属の変更である「実現Jの時点は課税のタイミングを決する
重要な役割を果たしている。なぜなら，資産の移転の時は，増加益清算課税説において
は清算時点であり，この機会を逃せば，保有期間中の未実現のキャピタル・ゲインに対
して課税することができなし、からである。
したがって，譲渡所得は，資産の「譲渡」としづ機会が生じた時点で認識されて測定
することとなる。所有者が資産を保有し続け，単に含み益が生じている段階では譲渡所
得は認識されずに課税がなされないとしづ意味で，資産の「譲渡Jの時点は課税のタイ
ミングを決する経済事象であるということができる130
そうすると，譲渡所得課税制度は，所有者が資産の取得した後に到来する課税年度の
期末に資産の値上り益に対する課税のタイミングは到来するが，所有者が資産を手放す
時機まで課税を繰延べ，その資産の所有者に帰属する繰延べられて年々蓄積（bunchig
efct ）されてきた未実現の利得（増加益）を課税所得として，その資産が所有者の支
配を離れて他に移転した機会に一挙に実現し，所得税の対象として認識することになる。
繰延べられてきた未実現の利得が一挙に実現し，これに対して課税するのでは，一年
間にキャピタル・ゲインは少しずつ値上りしてきたにも関わらず，高い累進税率が適用
され税負担が加重になってしまう。このような弊害を是正する措置として，実現したキ
ャピタル・ゲインに対しては平準化措置（avergin devic ）をとる必要がある。
そのため，実定法上，法3 条3項は譲渡所得金額の算定方法を，その年中の総収入
金額から当該所得の起因となった資産の取得費・譲渡に要した費用14の合計額を控除す
ると定め，法 2 条2項 2号は法 3 条 3項2号に定める長期譲渡所得（その資産の取
得の日以後 5年を超えて譲渡された所得）の平準化措置として 2分の 1課税する「定
率課税除外法」 15を採用している。
他の所得と比較した場合，譲渡所得に対する課税は，①課税除外（exclusion ），②課
税繰延（または認識の延期） (defral) ，③特別の控除，④分離課税の特別措置がある
（例えば，法9条 1項9号， 2項，租税特別措置法31 条以下）。現行法の下では，とり
わけ有価証券の譲渡益に二種類の特別措置が，土地・建物等の譲渡益にその時々に応じ
た政策目的実現のために種々の特別措置が 多く採られている160
13 渡辺徹也「実現主義の再考ーその意義および今日的な役割を中心に－」税研 147 号65
頁（209 ）。
14 「所得金額の計算の通員IJJ の法36 条～38 条のうち，全ての各種所得の金額を通じて適
用されるのは，収入金額の 36条のみというべきで，必要経費に関する 37 条の適用は不動
産・事業・雑の各所得に限られ， 38 条は譲渡所得のみについての控除項目である（岡村忠
生「譲渡所得課税における取得費について（一）J論叢 135 巻 1号18 頁脚注（9)
( 194 ）。
15 金子宏「キャピタル・ゲイン課税の改革－問題点の原理的検討－」同・前掲書（3 ) 
30 頁（初出；総合研究開発機構報告書 (1986 ）。
16 現行租税特別措置法の概要については，金子・前掲注（2) 26 頁以下。それらの規定
の解釈の在り方については，谷口智紀「租税特別措置法における要件事実論J伊藤＝岩崎
49 
譲渡所得課税の法的構造の特徴としては，その「資産」の範囲を広く規定し消去法的
に棚卸資産を除外する仕組みゃ，譲渡収入から資産の取得価額を控除する計算方法，長
期譲渡所得に対する平準化措置があり，束ね効果がキャピタル・ゲイン軽課の根拠とさ
れている。
法 3 条 1項の譲渡所得の起因となる「資産の譲渡Jも，増加益清算課税説を根底に
据えて理解されている。
譲渡所得の起因となる「資産j とは，譲渡性のある（他人に移転可能な）財産権をす
べて含む概念である。したがって，動産・不動産はもとより，借地権，無体財産権，許
認可によって得た権利や地位で，「経済的な価値があり，他人に移転可能なあらゆるも
の」 17が広く含まれ18，これは，一種の固有概念と考えられている190
譲渡所得の起因となる資産概念は，「所有者の意思によらない外部的条件の変化に起
因する資産の増加Jがその範曙に入るが，法 3 条2項 1号に定める「たな卸資産」お
よび「準たな卸資産j と「営利を目的として継続的に行われる資産の譲渡J，法3 条 2
項 2号に定める「山林の伐採又は譲渡による所得」の「所有者の人的努力と活動の起因
する資産の増力日」はその範囲から除かれている。
もっとも，実務では，資産概念の範囲について，所得税基本通達 3・1が「譲渡所得
の起因となる資産とは，法第 3 条第2項各号に規定する資産及び金銭債権以外の一切
の資産をいい，当該資産には，借家権又は行政官庁の許可，認可，割当て等により発生
した事実上の権利も含まれる。Jと定めていることから金銭債権を除いて20，上記と同
様に理解されている。
編・前掲書（2) 403 頁以下を参照されたい。
17 佐藤（英）・前掲注（2) 87 頁。
18 金子・前掲注（2) 247 頁，水野（忠）・前掲注（2) 24 頁。最高裁平成 18 年 6月
30 日（税資 256 号順号 1045 ）判決の是認する名古屋地裁平成 17 年 7月 27 日（判タ
1204 号 136 頁）判決は，資産とは「一般にその経済的価値が認められて取引の対象とさ
れ，資産の増加益の発生が見込まれるすべての資産を含むJと判示するD
19 金子・向上書248 頁。
20 所得税法3 条の本法に明文の規定がないにも関わらず，通達によって金銭債権を譲渡
所得の起因となる資産から除外する取扱いに疑問を呈する見解として，増田英敏「半lj批j
ジュリ 139 号 182 頁（207 ），金子・前掲注（1) 628 頁，三木義一二大森健「ゴ、ルフ
場施設利用権が消滅した場合の譲渡損失」三木義ーほか編『〔租税〕判例分析ファイルI
所得税法編〔第2版〕』 315 頁（税務経理協会， 209 ）。金銭債権の除外を肯定する見解と
して，佐藤（英）・前掲注（2) 87 頁以下。戦後の悪性インフレーションへの対応とし
て，所得の発生時の価値と確定時の価値との間の不公平を取除き，接近させるための課税
技術として所得の認識時機を早める権利確定主義（現行法 36 条 1項）が採用されたと仮
定した場合には，認識時機の貨幣価値と確定時の名目的価値に差異が生じることが前提と
される。貨幣価値の増減を観念できないとすると，課税所得の認識時機と租税債務の確定
時期または納付時期の時間的差は，貨幣価値に影響を及ぼさないこととなる。課税所得の
早期認識の正当化は，納税者の事情を反映せずに税収確保と金銭の時間的価値の影響のみ
を反映すると考えるべきかが問題となる。
50 
課税所得の認識と深く関連する譲渡所得の顕在化の原因となる「譲渡」は，実定法上
に特別の規定がないのであるから，一般通常人の用いる通常の用法に従って理解される。
そうすると，「譲渡」は，広く財産権を「ゆずりわたす」 21行為となる。学説・判例は，
有償・無償を問わず，譲渡所得の起因となる「資産」を移転させる一切の行為2を指す
概念で，売買や交換はもとより，競売，公売，収用，物納，代物弁済，現物出資等が，
それに含まれると解している230 「譲渡Jには，対価のない無償による「資産」の移転の
移転も含む概念であるから，贈与（民法 549 条）によって，資産に対する所有などの支
配を他人（その資産の所有者以外の者）に引き継がせるあらゆる行為が含まれる240
これに対し，法 3 条 1項， 3項の具体的構造を重視し，譲渡所得は，抽象的な保有
期間中の値上り益ではなく，総収入金額から取得費等を控除するという算定方法により
導き出された譲渡差益により担税力を測定すると理解すべきであるから，対価を伴う有
償譲渡に限定する25という有力な譲渡益所得説がある。
ここで，増加益清算課税説と譲渡益所得説の対立が生じる26。増加益清算課税説と譲
渡益所得説との大きな違いは，所得の発生時点をいつの時点と理解するかである。譲渡
所得課税の理論は保有する資産の価格変動については，それが譲渡した時点を「実現」
とする見解27 （増加益清算課税説）と現実的な外部からの経済的価値の流入（獲得）を
21 我妻栄著有泉亨補訂『新訂物権法（民法講義II）』 310 頁（岩波書店， 1983 ），岡村・
前掲注（1) 105 頁，法令用語研究会編『有斐閣 法律用語辞典［第4版］』 59 頁（有斐
閣， 201 ），新村出編『広辞苑第七版』 147 頁（岩波書店， 2018 ）。
2 最判昭和 50年5月27 日民集29巻5号641 頁以下，名古屋地判平成 17年7月27
日・前掲注 (18) 136 頁参照。
23 金子・前掲注（2) 248 頁 佐藤（英）・前掲注（2) 8 頁，水野（忠）・前掲注
( 2) 24 頁。
24 佐藤（英）・同上書同頁。
25 田中治「キャピタル・ゲイン課税－税法学からの問題提起一」日本租税理論学会編『キ
ャピタル・ゲイン課税』 69頁（谷口書房， 193 ），大塚正民「みなし譲渡に関するシャウ
プ勧告とアメリカ税制との関連（2・完）J税法307 号 10頁（1976 ），水野武夫「譲渡担
保と譲渡所得課税j北野弘久編『判例研究日本税法体系 3』80頁（学陽書房， 1980 ），竹
下重人「譲渡所得課税の二，三の問題点」シュト 10 号 108 頁以下 (1970 ），伊川正樹
「譲渡所得課税における『資産の譲渡』」税法561 号4頁（209 ）。
26 金子宏「無償取引と法人税一法人税法2 条2項を中心として－J同『所得課税の法と
政策』 34 頁（有斐閣， 196) （初出・法学協会編『法学協会百周年記念論文集第二巻』
（有斐閣， 1983) 首藤重幸「第7章 キャピタル・ゲイン課税をめぐる諸問題」水野正
一編『第5巻 資産課税の理論と課題〔改訂版〕』 150 頁（税務経理協会， 205 ）。
27 岡村忠生「第2章個人への所得課税」同ほか『租税法』 90 頁（2017 ）。同旨の見解と
して，増井良啓「転々譲渡と所得税（2)J 税事37 号74頁 (197 ），税制調査会「我が国
の現状と課題－21世紀に向けた国民の参加と選択一答申」 13 頁（20 年7月 14 日）。
水野忠恒教授は，実際上は，資産の「譲渡により対価が支払われて所得が顕在化した時
点，つまり所得が実現した時点において課税される」（水野（忠）・前掲注（2) 23 頁）
が，理論上は，なお，値上り益そのものが所得であり，未実現の増加益に課税することも
可能であるとしている。
51 
もって「実現Jとする見解（譲渡益所得説）のいずれの説に立っかによって，譲渡所得
課税の構造や趣旨にも多大な影響を与えることとなる。
実定法は，収入と定めているのであるから，「資産の譲渡により収入として実現した
キャピタル・ゲインに対してのみ課税する」 28と解することもできることは当然ともい
える。現在，最高裁は，譲渡所得課税の趣旨について増加益清算課税説から譲渡益所得
説へ一定程度の傾斜を示しているとも考えられるが，最高裁は，なお増加益清算課税説
を支持している290
上記二つの見解は，実現時点が異なり見解が相違しているように見えるが，整合性の
とれる場合もある。通常，自己の保有する資産を他者に移転させる場合には売買契約に
よることが想定される 実現判定において対価に着目する権利確定主義ならば，対価
が授受されて，直ちに資産が引渡される場合には，対価を必要不可欠の要件とする 3
条3項の「実現」と譲渡所得に対する課税のタイミングとしての「実現jは，流動性の
問題も解消されることから，事離することはない。
しかし，譲渡所得課税の本質は，譲渡対価ではなく，資産の譲渡により納税者に帰属
する過去の含み益を課税所得と捉えて移転した段階で課税することにある。そうすると，
譲渡を実現の基準として捉える場合には外部から納税者への経済的価値の流入という
客観的事実の発生が，資産の引渡しの前後を通じて，具現化しない場合がある。贈与契
約による無償の資産の移転の場合には，確かに資産の譲渡があったといえるが，外部か
らの経済的価値の流入を客観的に把握できなし、（客観的に測定するための金銭的価値で
表されるものは，公正市場価格によるしかなし、）のであるから，納税者と租税行政庁の
視点からは，所得の現象形態として何らかの経済的価値ないしはその移動が外形的に把
握することが困難な状態に陥る。
下記で考察する，みなし譲渡所得課税規定における課税のタイミングも，法 3 条 1
項の実現と同様に理解される必要がある。贈与等の無償による資産の移転は，片務契約
であり，口頭による贈与と書面による贈与が想定される。口頭による贈与の場合には，
取消し得る（民法50 条）。さらに 贈与については贈与者の意思によってその贈与す
る意思が表現されている書面を受贈者に交付し，有効に贈与契約が成立したものを前提
とした場合と口頭による贈与とを同じ基準で判断しなければならない。
口頭の贈与による場合であれば，履行が完了したときに取消すことができなくなるた
め，確実に所有権が移転したということができる。書面による贈与契約の場合には，そ
の契約効力発生と同時に贈与者は受贈者に目的物を移転すべき義務を負うことになる。
前章で検討した実現の蓋然性を判定する権利確定主義の観点からは，ほぼ確実に贈与
28 金子・前掲注（2) 253 頁。
29 佐藤（英）・前掲注（2) 96頁， 19 頁以下，最判平成 18年 4月 20 日集民20 号 14
頁参照。佐藤英明教授は，資産を手放すことと所得の実現は異なるとしつつも，譲渡所得
課税は，資産を処分したときに，資産の取得以後の過去の値上がり分に対する課税として
し、る（佐藤（英）・同書85 頁以下）。
52 
契約による履行の完了と言い得るためには，所有権移転登記や引渡しのあった時30の複
数の客観的な事実の集積によって判断することが妥当であるともいえる。また，増加益
清算課税説が，有償譲渡に限定せずに贈与等の無償の資産の移転も観念していることも
併せて考慮するならば，納税者の資産の移転に先行して資産を取得する予定の者が現金
を先に支払ったにもかかわらず，資産を引渡していない場合は，その果実を取得するこ
とはできないから，権利確定（所有権移転）したものということはできないであろう 310
しかし，増加益清算課税説に立ち，資産の移転を実現と捉えるとするならば，対価に
着目する権利確定主義とは異なって，資産の移転の蓋然性を捉えて課税所得を認識する
ため，必然的に対価のない移転以前の事象である契約時が権利の確定時点となる。そ
うすると，権利確定主義を用いていても，法 3 条 1項と法36条 1項の解釈によって，
権利発生主義を導出することが可能となる。つまり，資産の「譲渡Jには，有償である
ことも無償であることも問われていないため，有償による移転と無償による移転の間の
差異を排除して，両者の移転を同一に取扱うこととするならば，売買契約による有償に
よる資産の移転で、あったとしても，権利発生主義（契約効力発生時）は，実現の蓋然性
を判定する権利確定主義の要請を満たすということになろう。
増加益清算課税説によって理解される譲渡所得課税は，外部からの経済的価値の流入
としての実現の要請を満たす以前に，課税のタイミングが到来する場合があり，このこ
とは，課税所得の実現と譲渡所得の実現が軍離することがあることを示している。この
事離に起因して，対価に着目する権利確定主義が，譲渡所得の実現の蓋然性の判定のた
めの権利発生主義に変化してしまうこととなる。譲渡所得課税の下では，必然的に対価
に着目する権利確定主義と権利確定主義という名の権利発生主義が両立することが可
能となるという問題がある。
そのために，納税資金が確保できない納税者に課税のタイミングが到来するため，一
般通常人の感覚から離れることとなる。
したがって，上記の対立は，課税理論と一般通常人の感覚との間の見解の相違に原因
を求めることができる。確かに，所得の基本理念たる包括的所得概念に照らせば，現実
的な経済的価値の獲得を経て担税力の発生32 （ないしは実現）と考える「実現J（有償）
と「未実現J（無償）を区別せずに，納税者の得るキャピタル・ゲインは納税者が資産
を取得したときから発生し得ると解すこともできるだろう。一方で，法人税法 2 条 2
30 来栖三郎『契約法』 23 頁（有斐閣， 1965) 0 
31 来栖・同上書52頁。もっとも，その金銭を申告ないしは，当然に使用・収益・処分し
ている場合には，課税のタイミングは到来すると解すべきである。
32 西本靖宏「譲渡所得課税のあり方」金子宏編『租税法の発展』 105 頁（有斐閣，
201 ）。忠佐市教授は，時価主義課税方式を「毎年査定説」とされ，実現主義課税方式を
「譲渡時課税説Jとされ，さらに毎年査定説の課税対象とする所得を「発生所得説」，譲
渡時課税説の課税対象とする所得を「実現所得説」と区別されている（忠佐市『課税所得
の概念論・計算論』 163 頁（大蔵財務協会， 1980 ）。
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項のような，無償による資産の譲渡のような文言がないにも関わらず，一般通常人が法
3 条 1項には無償譲渡をも含むと解することができるのか，ないしは，外部からの経
済的価値の流入としづ実現からの業離は許容されるのかとしづ疑念が生じることは，当
然といえる。
仮に，譲渡益所得説へ傾斜し，資産の意義が将来利益の現在価値として捉えられ，譲
渡所得課税が，将来利益に対して移転時に課されるものであるとするならば，平準化措
置の正当化根拠は，「収益時より課税時期が早まることへの保証J3ということもできる
だろう。しかし，実定法により，外部からの経済的価値の流入が実現であると明らかに
されない限り，譲渡所得課税における課税所得の認識基準には影響がないものと考え
られ，したがって，課税所得の実現の判断としての権利発生主義と権利確定主義の二者
択ーの基準の使用を 回避することは困難であろう
2 譲渡所得課税の課税方式と課税繰延
キャピタル・ゲインの定義の手法には二つの類型がある340 まず，発生型（acrul
model) によれば，金銭（または現金等価物）に転換したか否かに関わらず，キャピタ
ル・ゲイン（またはロス）は，資産の価格の増加（減少）と定義される。第二の実現型
(realizton model) によれば，キャピタル・ゲイン（またはロス）は，資産の処分
(dispotin) （または他の何らかの「実現j事象（“realizton ”evnt ））によって顕
在化される所得（損失）として定義される。この定義に従えば，我が国における譲渡所
得は，「発生型」のキャピタル・ゲインを採用しているといえる。このことは，所得が
経済的に把握される未実現のキャピタル・ゲインも，所得としての性質を失うものでは
なし、から，「経済的な利得の現実的獲得とは切り離して所得の発生（＝担税力の増加）
をみるJ35ことが可能であり，また譲渡所得課税制度が増加益清算課税説の観点から理
解されていることからも説明できょう。
しかし，我が国では，発生型を採用すると同時に，個人間における有償譲渡の場合に
は，その実現した金額に対して，それまで繰延べられてきた未実現のキャピタル・ゲイ
ンが顕在化し，その顕在化した利得に課税をすることから，「発生型」と「実現型j の
双方を用いるものであるといえよう。ただし，増加益清算課税説を採用する我が国の譲
渡所得課税制度では，みなし譲渡所得規定のように，資産の譲渡という「実現」事象時
に課税のタイミングを決し，価格の実現を擬制することから，「発生型」のキャピタル・
ゲインが色濃くにじみ出ているものといえる。
発生型のキャピタル・ゲインを採用する我が国では，未実現のキャピタル・ゲインの
3 岡村忠生「資産概念の二重性と譲渡所得課税」論叢 170 巻 4 ・5・6 号260 頁（201) 0 
34 REUBENS. Av1- YONAH, NICOLA SARTOI, 0MRI MARIAN, GLOBAL PERSPECTIVE ON 
INCOME TAXTION LAW 90 (201) . 
35 西本・前掲注（32) 104 頁。
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発生は資産を取得した時点から生じることとなる。譲渡所得は資産を手放さずに保有
している限り，毎年未実現のキャピタル・ゲインが生じることとなる。したがって，一
定期間の適正な所得を算定するためには，これを評価し（以下，「値洗し、j としづ。），
その評価益をその年分の譲渡所得金額の計算上，収入すべき金額として計上し，課税す
べきことになる（以下，「時価主義方式」 36としづ。）。このように総合所得税や公平負
担の原則の理念からは，人為的に設けられた期間の納税者に帰属する純資産の増加を課
税対象としていることから，本来，値洗いが予定されており，時価主義が包括的所得概
念の定義そのものにさかのぼる根本的な考え方となるはずである370
現行の制度は，実定法によって人為的に期間を設けて（国税通則法 10条，同 15 条），
所得の発生とは別に，実現によって，ある所得がどの年度の所得として課税されるのか
を決定している。しかし，所得を実現によって認識するのとは別に，ある所得の発生を
日や時間としづ観念、で捉えることができるのであれば，譲渡所得に限らずあらゆる所得
について，時価主義方式が妥当する可能性を払拭できない380
もっとも，その発生した利得は，租税行政執行上の便宜と納税者へ配慮すべき未実現
の利得（unrealizd gain ）であるから，未実現の利得には原則として課税しないとする
立法政策上の考え方により課税は繰延べられている390
ここに，課税繰延（Tax defral) とは，譲渡所得課税制度，株式交換等に係る譲渡
所得の特例（法的条の4）や収用補償金で代替資産を取得した場合に資産の譲渡がな
かったものとする制度（租税特別措置法 3 条）等40のように，ある所得を現在は課税
の対象から除外するが，後に課税する41ことをしづ。したがって，課税繰延とは，課税
対象として所得を構成するもののうち，一定期間の課税年度に発生したはずのある所得
を課税の対象から一旦除外した上で，その課税年度での課税の延期を行い，後の課税年
度において除外した所得を取り戻して課税する42法的技術である。
そうすると，譲渡所得に対する課税は，課税の繰延べを用いることで納税者に帰属す
る未実現のキャピタル・ゲインを一定期間における納税者の純資産の増加の認識範囲の
対象から除外しているといえる。その課税の対象から除外された所得は次回以降の課
税のタイミングで取り戻され課税されるから恒久的に所得を免除ないしは排除するの
ではなく，今回の課税のタイミングでの譲渡所得に対する課税は延期されたに過ぎない
36 西本・向上論文 12 頁。
37 中里実「みなし譲渡と時価主義J日税50 号96 頁（20) 0 
38 l見j圭吾「所得課税における年度帰属の問題」金子編・前掲書（12) 204 頁注記 IL
39 増田・前掲注（10) 13 頁，佐藤（英）・前掲注（2) 85 頁。
40 所得税法58条の交換特例を素材にして，課税繰延規定を検討する文献としては，浅妻
章如「値上り益課税適状時期一所得税法58条・法人税法50条の交換特例をきっかけに
-J 金子編・前掲書（12) 37 頁以下参照。
41 金子・前掲注（ 2) 170 頁，渡辺徹也「課税繰延とは何かJ月報司法書士510 号 32 頁
(2014 ）。
42 谷口智紀『知的財産権取引と課税問題』 64頁以下（成文堂， 2013 ）。
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増加益清算課税説に課税繰延を意識してあてはめると，資産の値上りにより（ある一
年度の末に資産の値上り益に対する課税のタイミングは到来するが所有者が資産を手
放すというタイミングまで課税を繰延べ），その資産の所有者に帰属する増加益（次の
課税のタイミングまで繰延べられてきた未実現の利得）を所得とし年々蓄積されてき
た未実現の利得が，その資産が所有者の支配を離れて他に移転するのを機会に（今まで
課税のタイミングが延期されて繰延べられてきた未実現の利得が今回の手放されたタ
イミングで）一挙に実現する（課税のタイミング）から，これを清算して課税するもの
ということができる。
すなわち，未実現のキャピタル・ゲインは，実現するまで行政執行上の弊害と納税者
への配慮、としづ所得課税の抱える問題から解放されず所得として認識されない。そのた
めに，実現と課税繰延（または課税所得の認識の繰延べ）は 緊密に機能している40
したがって，譲渡所得は，実現まで課税が繰延べられているため，これに合わせて取得
費の控除の時期も実現時まで繰延べられている450 この譲渡所得に対する課税の繰延べ
は，最も単純な形の課税繰延の類型である。その意味で，課税繰延の「第0類型J46ま
たは基本型といえるだろう。もっとも，所得が実現しなければ認識されないとの原則に
立てば，そもそも課税所得として認識されないことから，譲渡所得は，認識を繰延べら
れていると解することも可能であろう。
仮に，譲渡所得課税が，未実現の利得であっても時価主義方式の採用47または消費型
所得概念を採用するのであれば，平準化措置もとる必要はない。その意味で，時価主義
は，一定期間内の未実現の利得を強制的に値洗いし，価格の実現の機会を広げるもので
あるから，「時価主義そのものが，すべて一種のみなし『実現』である」 48と考えること
もできるだろう。
3 課税の繰延べ防止とみなし譲渡所得課税
43 JOSEPH BANKMAN, DANIEL N. SHAVIRO, KIRK J. STARK, EDWARD D. KLEINBARD, 
FEDERAL INCOME TAXTION 39 (17th ed. 2017) . [herinaft cited as Bankman et al.] 
4 Id. at 193. 水野忠恒教授は，所得の実現が議論されるようになって，損益計上を繰延べ
るという考え方が認識されるようになったと述べられている（水野忠恒「企業会計におけ
る実現主義と租税法における所得の実現との交錯について」租税研究 794 号45 頁
(2015) 
45 増井『租税法入門〔第2版〕』 123 頁（有斐閣， 2018 ）。
46 渡辺（徹）・前掲注（41) 3 頁。
47 西本・前掲注（32) 9 頁。測圭吾教授は，課税方式の選択については，「特定物，とり
わけ市場性のない資産であるほど，実現主義に拠るしかない。逆に，種類物，その中でも
市場での取引が容易な資産ほど（言い換えれば，金銭に近い資産ほど），時価主義に適合
的であるJ（沸j・前掲注（38) 207 頁）とされ，資産の性質と課税の方式の相性が重要で
あることを述べられている。
48 中里・前掲注（37) 15 頁。
56 
それでは，法 3 条 1項の譲渡所得の実現時機（法 36 条 1項）は いつどのような
ときに到来すると解すべきだろうか。実現があれば収入金額が生じるとする見解49から
は，法 59 条 1項は課税のタイミング］こついて，実現金額が生じる法 3 条3項の特例
であり，外部からの経済的価値の流入を求める実現に関する特例と位置付けられている。
そうであるならば，法59条 1項は，未実現の利得に対する例外規定となるが，そこで
は，キャピタル・ゲインは実現すると解されているのだろうか。つまり，課税のタイミ
ングをも擬制することになるのだろうか。
みなし譲渡所得課税規定は，未実現のキャピタル・ゲインが具体的に顕在化した金額
に対して課税する原則的な考え方（法 3 条3項）と相反して，個人からの限定承認に
係る相続もしくは遺贈 法人に対する著しく低い価格 （法施行令 169 条）による譲渡
や贈与50は，時価（譲渡時における客観的交換価値（市場価値）) 51によって譲渡したも
のとみなされる。また 法59条2項は個人間のみなし譲渡所得課税規定に該当する場
合の譲渡者の損失（実現した譲渡損失）を出すことを禁止している。
一方で，みなし譲渡所得課税規定と表裏の関係にある法 60条の取得価額の引継ぎ（課
税繰延）規定52は，みなし譲渡規定に該当しない個人間における贈与，限定承認以外の
相続あるいは遺贈または低額譲渡の場合に，移転者の取得価額がそのまま維持される。
実現したキャピタル・ゲインへの課税が繰延べられ，取得者が譲渡する際に前所有者の
保有期間の値上り益と取得者の値上り益を併せて課税する仕組みである53 （法 60 条 1
項）。また，法60条2項では，法59 条 1項に該当する行為によって資産を移転した場
合には未実現のキャピタル・ゲイン（含み益）は清算されるため，その資産の取得価額
は時価で取得したものとされる。
課税が繰延べらてきた譲渡所得に対するさらなる課税の繰延べは，課税の公平を阻害
するものとして歴史的に批判の対象とされてきた。昭和 2 年に始まった税制の基本的
転換の試みは，シャウプ勧告に基づく公平な税制の確立を最大の目的とした全面的改革
54によって完成され同勧告では，譲渡所得課税制度は重要な柱であるとされている50
49 伊川正樹「譲渡所得における実現の意義と譲渡所得の性質」名城法学62巻 2号 19頁
(201 ）。
50 現行法60 条1項 1号にいう「贈与」には贈与者に経済的利益を生じさせる負担付贈与
は含まない（最判昭和63年7月 19 日税資 165 号340 頁）。
51 神戸地判昭和 59年4月25 日税資 136 号21 頁。
52 無償の譲渡についてどのような制度を作るかは，「無限の課税繰延の危険性」と「納税
者の理解・実際的事情」（佐藤（英）・前掲注（2) 126 頁）にどのように配慮するのか，
ということによって決まる。
53 増井良啓「所得税法59条と 60条の適用関係」税事96号37 頁以下（207 ）参照。
54 吉岡健次「第一編 シャウプ勧告の本質 その現代的意義一」同ほか著『シャウプ勧告
の研究』 32 頁（時潮社， 1984 ），金子宏「シャウプ勧告と歴史的意義」租税28号15 頁
(20 ），高木勝一「シャウプ勧告とその具体的展開一所得税を中心として－」日本租税
理論学会編『戦後 50年と税制』 3 頁（谷沢書房， 196 ）。
5 日本租税研究会（松隈秀雄監修）『戦後日本の税制』 8頁（東洋経済新報社， 195 ），大
57 
シャウプ勧告では 譲渡所得（損失）に関する重要な部分として 「生前中たると死
亡によるとを問わず資産が無償移転された場合その時までにその財産につき生じた
利得または損失はその年の所得税申告書に計上しなくてはならないということである。
このことは，所得税を何代にもわたってずるずるに後らせることを防止する上において
重要である」 56と述べて，贈与または死亡時に実現した譲渡収入金額がなし、からといっ
て，課税所得を認識せずに納税者に無制限の繰延べを許容して譲渡所得課税を免れさせ
ることを防止する必要があることを指摘している。
さらに，譲渡所得は理論的には資産価値の増加を毎年査定して課税する時価主義を採
用すべきであるが，実際には困難であるから，「所得は，納税者がその資産を売却して，
所得を現金または他のより流通的な資産形態に換価した（筆者傍点，注： realizs （実
現する））場合に限って，課税すべきものとされている。この換価（筆者傍点，注：
realizton57 . （実現））が適当な期間内に行われている限り 課税は僅かに延期されたに
すぎず基本原則の重要性は何ら害されはしない。しかし，資産所得の算定を無制限に延
期すれば，納税者は本来ならば課せられるべき税負担の相当部分を免れることができる
から，無制限の延期は防止する必要がある。これを防止するもっとも重要な方法の一つ
は，資産が贈与または相続によって処分された場合に，その増加を計算して，それを贈
与者または被相続人の所得に算入せねばならないもの」 58として，無制限の課税の繰延
べに対処すべきことを勧告している。
また，シャウプ勧告では，みなし譲渡所得課税規定を設けることは，納税者が所得を
実現（売却または交換）させずに，贈与や死因移転によって譲渡所得に対する課税を免
れるという傾向を改善させることができ，さらに，実現金額を実現させなかった場合で
も，資産の増加益に対して課税することで課税の繰延べを防ぐ効果を持っとしている。
ここでは，「何れにせよ早晩納めなければいけなしリ 59ことが強調されている。同勧告に
蔵主税局編「付録BのDJ 『REPORT ON JAPANESE TAXTION BY THE SHOUP 
MISION APENDIX VOLUMEI シャウプ使節団日本税制報告書付録三巻』 Bl2 頁
(194 ）。以下の詳細は，拙稿・前掲注（5) 21 頁以下を参照されたい。
56 大蔵主税局編『REPORT ON JAPNES TAXTION BY THE SHOUP MISION 
VOLUME Iシャウプ使節団日本税制報告書一巻』 92頁（194 ）。
・7シャウプ勧告の付録B の D譲渡所得の筆者引用部分の「realizeJ という単語に渡辺徹
也教授は，「実現Jとの訳語をあてられ（渡辺（徹）・前掲注（13) 64頁），大蔵省主税局
は「換価J（大蔵主税局編・前掲注（5) Bl2 頁）としづ訳語をあてられている口なお，
本章の本文中では，大蔵主税局編・同書同頁の訳語を用いている。この点については，大
塚正氏氏も，「英文原文では“this realizton ，，となっている。したがって，この場合も
『この換価』というよりは，むしろ『かかる実現』と訳したほうがし、いように思われる」
（大塚・前掲注（25) 1頁注記⑮）と述べられている。なお，シャウプ博士は，シャウプ
勧告の序文で，英文と日本語の「対照上相違が生じた場合は，英文によるべきである」
（大蔵主税局編・前掲注（56) iv頁）と述べられている。
58 大蔵主税局編・前掲注（5) Bl2 頁。
59 大蔵主税局編・同上書Bl3 頁
58 
より，昭和 25 年に旧所得税法（昭和 25 年法律第 71 号） 5条の 2は 現行法 59 条 1
項の前身規定として設けられた60
同規定の創設の経緯を勘案すると，みなし譲渡所得課税規定は，無償（または著しく
低い価格）の資産の移転行為によって，外部からの経済的価値の流入を要件とする実現
を用いて譲渡所得の実現を回避し，課税の無期限の延期による課税を逃れることを防止
することで，課税の公平を図ることを目的として創設された。つまり 総収入金額とし
て所得を顕在化させないことによる課税繰延に対処するために，譲渡した際に収入金額
を擬制する法 3 条3項の特例措置である。
シャウプ勧告において，「実現j は，資産が売却されて金銭的流通価値に換価される
ものと捉えており，包括的所得概念に馴染みのなかった我が国では，「その値上がり等
による増加益が現金化その他の物に換価されて実現されたときJ61に，初めてその年分
の譲渡所得の収入金額を計上し，課税を行うことと解されていた。みなし譲渡所得課税
規定創設当時，外部からの経済的価値の流入を要件とする実現を利用することによる譲
渡所得の課税繰延を防止することに，当該規定の主眼があったといえる。
もっとも，榎本家事件最高裁判決62では，みなし譲渡所得課税規定は対価を伴わない
資産の移転の場合にも，その資産に既に生じている増加益は，「この移転の時期に右増
加益を課税の対象とする」と判示し，キャピタル・ゲインは，その資産の過去の値上り
益であるから，無償（ないしは著しく低い価格）による資産の移転時点に具体的に時
価によって把握することができ，その時点で，未実現のキャピタル・ゲインが顕在化す
るとした。当該判決で，創設時に外部からの経済的価値の流入を実現と捉えて判定され
ていた課税のタイミングが，譲渡の段階へ変動して理解されていることが確認できる。
また，「無償や低額の対価による譲渡にかこつけて資産の譲渡所得課税を回避しようと
する傾向を防止するうえからするも，課税の公平負担を期するため妥当なものjと判示
して，公平負担の原則を阻害する外部からの経済的価値の流入としての実現を用いた譲
渡所得課税の回避を防止することを目的とした当該規定の妥当性を述べている。
判例によるみなし譲渡所得課税規定の理解によれば，法 3 条3項の譲渡所得課税と
同様に，資産の移転時（実現）に課税対象たる所得となるが 贈与・遺贈等の場合には
可視的に把握しうる譲渡所得金額は顕在化しないため法 3 条3項の実現の要件を満た
さないばかりか，何らかの金銭的価値に結び付けないと所得を評価できず課税すること
ができない。そのため，みなし譲渡所得課税規定は，法 3 条3項が実現を採用してい
ることから，例外的・強制的に可視的に把握し得る譲渡所得金額の価格を公正市場価格
で実現したものと擬制して課税することとした口その意味で，収入金額の実現があった
60 武田昌輔『DHC コンメンタール所得税法』 429 頁（第一法規，力日除式），増田英敏
「判批」ジュリ 1308 号29 頁以下（206 ）参照。
61 吉良実「判批J別ジュリ 16 号83 頁（1968 ）。
62 最判昭和43年 10 月 31 日・前掲注（9) 79 頁以下。
59 
ものとみなして譲渡所得課税をするものであり，法 3 条1項の譲渡所得の実現の機会
を広げて値洗いをするとしづ意味で価格の「みなし実現」 63規定ということができる。
したがって，所得税法の構造上，法 3 条1項の譲渡所得は，資産の譲渡がある場合
には未実現のキャピタル・ゲインが当然に実現することが予定されていたが，納税者が
法 3 条3項の実現を用いて収入金額に算入されるはずの金額を顕在化させない場合に，
みなし譲渡所得課税規定は，「時価Jにより価額が実現したことを擬制する法 3 条3項
の実現の例外規定で、あって，譲渡所得の課税のタイミング（法36 条 1項）としての実
現を擬制する規定ではないといえる。
しかし，みなし譲渡所得課税規定は，①みなし譲渡課税が技術的に複雑すぎ，執行に
対して心理的抵抗を生み困難で、あったこと，②税務職員にも納税者にも理解が得られな
かった64こと，③資本蓄積が優先されたことなど，実情に合わない部分が改正され縮小
されていった650
みなし譲渡所得課税の縮小過程の中心的な問題は，課税のタイミングである。すなわ
ち，相続時におけるみなし譲渡課税は，遺産取得税方式を採用する相続税のうえに，個
人所得課税としての譲渡所得課税が同時に課税される結果をもたらす60 このことは，
租税行政庁や納税者の立場からみれば同時に二重の負担を負うことになり，常識的に納
得し難いものがあることは想像に難くない67。そのため，相続および相続人に対する遺
贈による財産の移転についてはみなし譲渡所得課税を行わずに相続人または受遺者
に被相続人の取得価額を引き継がせ，実際に資産が売却等によって処分されて所得金額
が実現するまで課税（または認識）が繰延べられることとなった680
したがって，法60 条の取得価額の引継ぎは，資産の譲渡により課税のタイミングと
しての実現が到来したが，課税のタイミングを延期しているため，「実現したが課税（認
識）しなしリとしづ取扱いをする譲渡所得課税のタイミングの例外規定である。換言す
れば，譲渡所得に対する課税のタイミングを画定する「実現」の観点からは，「その者
が引き続きこれを保有していたものとみなす」と規定していることからみなし未実現
規定であるということもできる。
もっとも，現状，シャウプ勧告によって導入されたみなし譲渡所得課税規定は，その
63 中里・前掲注（37) 106 頁。
64 大島隆夫＝西野裏一『所得税法の考え方・読み方〔第2版〕』 27 頁（大島氏発言部分）
（税務経理協会， 1986) 0 
65 シャウプ勧告によるみなし譲渡所得課税制度の変遷についは，渋谷雅弘「シャウプ勧告
における所得税－譲渡所得を中心として 」租税28 巻 71 頁以下（19 ），注解所得税法
研究会（植松守雄編著）『五訂版 注解所得税法』 21 頁（大蔵財務協会， 201 ），武田
（昌）・前掲注（60) 4295 頁参照。
6 渋谷雅弘「相続・贈与と譲渡所得課税」日税50 号 147 頁（20) 0 
67 植松・前掲注（65) 65 頁。榎本家事件最高裁判決の第一審判決（浦和地判昭和 39年
1月 29 日行集 15巻 1号 15 頁以下）。
68 武田（昌）・前掲注（60) 431 以下。
60 
様相を変えて，個人への贈与に関しては原則（外部からの経済的価値の流入がないが
資産の移転により実現し認識する）と例外（外部からの経済的価値の流入を求める実現
の要請を満たすまでは，認識を繰延べる）が逆転した状態になっている690
第3節 立法技術としての課税繰延と課税繰延の効果
1 取得費の意義と立法技術としての課税繰延の類型
包括的所得概念は，実定法上，純所得として表現されるが，所得を得るために必要な
投下資本の回収部分への課税を排除するために納税者に帰属する経済的利得のうち処
分可能な原資の超過部分のみを所得と捉えている。その意味で事業所得等における必
要経費（法 37 条）と設備費や改良費を含む取得費の控除（法 38 条）は，所得の構成要
素としての原資の維持の基準としてその目的と機能を同じくしている70
継続的な性質を持つ事業所得の必要経費（法 37 条 1項）や取得費（法 38 条 1項）
等は，適正な期間の正確な所得の算定のために，費用と収益の対応が要請され，経済的
利得を生み出すことに直接役立つた個別対応の費用と対応させて，生み出された経済的
利得から控除しなければならない71。つまり，純所得課税の下では，経済的利得の認識
時機と費用控除の認識時機は，表裏の関係にあり 72，納税者に帰属する経済的手lj得の認
識が先行して決定され，それに対応して費用控除の認識時機が決定される730
もっとも，譲渡所得課税に限らず，租税法の解釈と適用の場面では，適正な課税時機
それ自体が法により明らかにされているならば，ある経済的利得の認識に関する所得の
認識を遅らせることで，所得課税が繰延べられて，納税者の適正な担税力の測定ができ
69 岡村忠生「収入金額に関する一考察j論叢 158 巻第 5・6号206 頁（206) 0 なお，平
成 27年度税制改正で導入された国外転出時課税は，法 59条 1項のみなし譲渡所得課税規
定と異なり，譲渡がなくとも，出国時に実現したものとして課税する。みなし譲渡所得課
税規定は，価格の実現を擬制するが，国外転出課税は，価格の実現ばかりでなく課税のタ
イミングをも擬制する点で性質を異にする。この点につき，伊川正樹「所得課税と再分配
－基本原理からの検討－J租税4 号 19頁以下（2016 ）に対する西本靖宏「伊川報告に対
するコメントJ同書37 頁以下を参照されたい。金子宏教授は，同条を租税回避の個別否
認規定と位置付ける（金子・前掲注（ 7) 248 頁）。
70 金子宏「譲渡所得における「取得費Jの意義」同編『課税単位及び譲渡所得の研究』
250 頁（有斐閣， 196) （初出；『日本税法学会創立 30周年記念祝賀・税法学論文集』
( 198 ）），清永・前掲注（10) 103 頁。
71 金子・前掲注（2) 29 頁以下。実定法上の規定の文理上，所得の総収入金額に係る売
上原価その他その総収入金額を得るために直接要した費用には 債務確定の要請の射程は
及ばない（田中治「必要経費判定における債務の確定の意義」税事 148 号 18, 40 頁
(2015 ）。
72 増井・前掲注（45) 136 頁以下。
73 佐藤（英）・前掲注（2) 257 頁以下。
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なくなるという問題が露呈する。これと同様に，特定の経済的利得とそれを得るのに直
接要した費用（費用または期間対応もしくは間接対応費用74の控除）の計上と対応させ
ずに，計上を早めるならば，その計上された費用控除の年分の所得金額が減少し，減少
分の所得課税が繰延べられるとし、う重大な問題に繋がる750
とりわけ，これらの課税のタイミングに影響を与えているのは，租税を課すうえで求
められる不当な税の優遇の防止と後述する金銭の時間的価値の理論である760
譲渡所得課税制度の下では，実現したキャピタル・ゲインに対する課税以前から，す
でに未実現のキャピタル・ゲインに対する課税が繰延べられている。以下で，眺望する
ように，立法技術として所得に対する課税を繰延べる場合，取得費の概念が，課税を繰
延べた所得を将来の年度に課税の対象とするための調節弁としての機能を果たしてい
る70 すなわち，課税繰延によって，課税が繰延べられた未実現の利得を保持するため
の計算上の仕組みとして取得費は操作されているのである78。しかし，偏に計算上の仕
組みとして課税の繰延べた所得を保持するために取得費が操作されているいえども，課
税繰延の方式の中では，繰延べられている利得の対象ないしは性質が異なっている79こ
とが確認できる。
わが国の立法技術としての課税繰延の類型は大きく三つに方式に分類することがで
きる80
まず，取得費圧縮方式は，法 36 条1項の実現の例外として，外部から流入する経済
的利得の認識を繰延べるものである。これは，国庫補助金等を受けて資産を取得した年
分の固定資産の取得または改良に充てた部分の金額の総収入金額を算入せずに，国庫補
助金等によってもたらされた所得に対する課税を繰延べる（法 42 条）。その後，固定資
産を譲渡した際に，その譲渡にかかる所得の計算上，その固定資産の取得金額または改
良費に相当する金額から，総収入金額に算入されなかった金額を控除した金額をもって，
74 増田英敏『リーガルマインド租税法〔第4版〕』 39 頁（成文堂， 2013) 0 
75 Daniel I. Halperin & Alvin C. Waren, Jr., Understai 刀gIncome Tax Dei ら＇ral, 67 
Tax L. Rev. 317, 317 (2014) ; MOSHE SHEKL, THE TIMNG OF INCOME RECOGNITON IN 
TAX LAW AND THE TIME VιUE OF MONEY 20・21.
76 Id. at 20, 245 n.38 
7 増井・前掲注（45) 298 頁。
78 Bankman etal., supra note (43) at 164. 
79 昨今議論されている事業承継税制においては，租税特別措置法 70条の 7に規定される
非上場株式等についての贈与税について一定の要件を満たす場合には，「納税猶予（課税
繰延）J （金子・前掲注（2) 682 頁）をして，最終的に免除を認めている。課税対象とし
て租税法上で認識されないものを課税繰延というのか，それとも，課税対象として租税法
上で認識され算入されるが，納税の支払いを猶予することは，納税の延期という点では，
一致しているが，課税所得計算上では，差異があるように思われる。
80 渡辺（徹）・前掲注（41) 34頁以下，増井・前掲注（45) 29 頁以下。併せて，渡辺徹
也「法人組織変更取引と立法政策に関する一考察j碓井光明ほか編『公法学の法と政策
（上）』 567 頁以下（有斐閣， 20 ）を参照されたい。
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取得費または改良したものとみなす（法 42 条 5項，法施行令 90 条）ことにより，資
産の取得費の総額が圧縮される。
それゆえ，国庫補助金等に起因する個人の所得に対する課税を繰延べこの者が資産
を譲渡した際に，いったん除外されていた所得を取得費から差し引き，繰延べた所得に
対する課税を回復する。取得費圧縮方式の下では，国庫補助金等の所得の算入時期を，
資産の移転時に移すのみで，そこでは，繰延べられた所得の人的帰属に変更はなく，同
様に，投下資本との帰属の変更もない。
次に，みなし譲渡課税（法 59 条 1項）と表裏の関係にある贈与等により取得した資
産の取得費の引継ぎ（法 60 条 1 項）が，取得費引継方式である。法 3 条 1 項の譲渡
所得課税の下では，譲渡者が贈与等により資産を移転（実現事象）したときに，課税の
タイミングが到来する。
しかし，実現したキャピタル・ゲインまたはロスは，所得の現象形態としての経済的
利得として現れない。そのため，金銭以外の物その他の経済的利得として収入金額を認
識するか，または認識する利得を擬制する必要がある。取得費の引継ぎ規定は，認識を
行わない代わりに，譲受者の譲渡所得の金額の算出の際に，移転者の当該資産の取得費
が保存されたまま引き継がれる81。移転者の取得費が譲受者に引き継がれる結果82，課
税が繰延べられた前所有者と譲受者の保有期間のキャピタル・ゲインは通算され，譲受
者が資産を課税繰延の取扱いを受けない方法で譲渡したときに資産の保有期間に係る
移転者と譲受者のキャピタル・ゲインを合わせたものを所得と観念して課税する83もの
である。そこでは，取引当事者間で未実現のキャピタル・ゲインが漏れなく，重複なく
課税されることとなる。
この方式が適用された譲受者が，租税法上認識される譲渡所得を実現させた場合に
もともと資産を保有していた移転者に帰属していた未実現のキャピタル・ゲインは，資
産を取得した者にまとめて課税されるため，移転者に帰属していた課税物件としての未
81 法 59 条 1項が適用された場合の贈与を受けた法人の取得価額が，ゼロではなく受贈者
の取得価額が引き継がれるのかについては， 2つの見解がある。第一は，法人にとって贈
与者の取得価額を受贈益とみて，取得価額とする見解と，第二に，贈与をした段階で，贈
与者の含み益が清算され，受贈者の取得価額とする見解である。（増井・前掲注（53) 4 
頁）。
82 東京高裁平成 13年 6月27 日（判タ 127 号 132 頁以下）判決及び東京地裁平成 12年
12 月21 日（税資249 号 1248 頁）判決は，法60条 1項における「その者が引き続きこ
れを所有していたものをみなすJとの文理から，その者に該当する者を「贈与者」である
と解釈している。最高裁平成 17年 2月 1日（訟月 52 巻 3号 1034 頁以下）判決は，はっ
きりとその者について言及していない（林仲宣『租税基本判例 120 選〔改訂版〕』 179 頁
（税務経理協会， 2014 ））が， 59条及び法60条 1項の体系並びに租税特別措置法 39 条を
考慮、して解釈するならば，「取得者が引き続きその資産を所有していたものとみなされ
る」（金子宏・前掲注（2) 26 頁）と解することができる。本論文では， 60 条 1項は，
譲受者が贈与等によって取得した資産の取得費と解すことを前提とする。
83 最判平成 17年2月 IS・向上書 1042 頁。
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実現のキャピタル・ゲインは保存されるものの，その課税物件の帰属先が変更され，譲
受者に帰属していた未実現のキャピタル・ゲインに加えて，移転者に帰属した未実現の
キャピタル・ゲインも清算課税される。他方で資産の取得価額は，譲受者が取得した
時の価格から移転者の取得価額に置換されるが，資産に投下された資本とそこから生じ
る未実現のキャピタル・ゲインの帰属先は変更されないことから，取得価額の引継方式
は，物に着目した課税方式であるといえる。
もっとも，贈与者が資産を譲渡することによって生じる損失がなぜ＼計上されないの
かとしづ議論がある。第一に，法 3 条 1項の「資産の譲渡」に該当するが，法 59条 1
項不適用の効果として，法 3 条の法律効果が生じなし、から，譲渡所得の計算に入らな
いとする見解84である。第二に，法 59条 1項の反対解釈に加えて， 59条2項に規定す
る前項2号の「著しく低い価格の対価Jは，対価がない贈与を含むから，譲渡損失を出
すことができないとする見解である85。第三に，法 3 条 3項の規定する「当該所得の
基因となった資産の取得費」には，所得を構成する収入金額が生じなし、から，費用収益
対応の原則上，資産の取得費は含まれないとするものである860
そこでは，贈与者の未実現のキャピタル・ゲインを漏れなく重複なく課税する必要性
から，贈与者の未実現のキャピタル・ゲインが実現されずに，取得価額のみが実現する
こととなり，贈与者の原資は行き場を失う。
第三の取得費置換方式は，譲渡者は交換により外部からの経済的価値の流入と資産の
移転による二つの実現を満たすこととなり，課税のタイミングが到来するが，キャピタ
ル・ゲインまたはロスの認識を行わない代わりに，もともと保有していた資産の取得費
を新たに取得した資産に置き換えることで，課税を繰延べる（法 58 条，法 168 条）。
事業用資産の交換課税の繰延べの根拠には，「実質的には，同一の資産を継続して保有
して」おり，保有状態と実質的に異なることがなく，「交換の場合金銭が流入しないの
で納税資金の問題があり担税力の観点から酷になj る87との考えがある。
この方式が適用された移転者は，租税法上認識される手法で，譲渡所得を実現させた
場合に，もともと資産を保有していた資産の取得価額が，新たに取得した資産に引き継
がれるため，もともと保有していた資産の未実現のキャピタル・ゲインと納税者の帰属
先は変更されずに，移転者に帰属していた未実現のキャピタル・ゲインは保存されて課
税される。他方で，新たに取得した資産が個人に対しでもたらしていた未実現のキャピ
タル・ゲインは，以前保有していた未実現のキャピタル・ゲインを引き継いでいるため，
新たに取得した資産からこれから生ずる未実現のキャピタル・ゲインを加えて課税する
ことになる。
84 増井・前掲注（53) 47, 48頁。
85 岡村忠生「収入金額に関する一考察」論叢 158 巻 5・6号207 頁（206 ）。
86 岡村・前掲注（1) 15 頁注記⑫。
87 浅妻・前掲注（40) 379 頁c
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そうすると，資産に投下した費用と未実現のキャピタル・ゲインとの牽連は断たれる
が，この方式は，個人が以前保有していた保有資産の取得価額が，新たに保有した資産
の取得価額が引き継がれるため，納税者と未実現のキャピタル・ゲインは結び、ついてい
るため，人に着目した課税方式ということができる。
とりわけ，納税者の担税力に応じた課税を求める租税公平主義の観点からは，納税者
の担税力というよりも，むしろ，未実現のキャピタル・ゲインに着目しているといえる。
そうであるならば，納税者の実質的な担税力を把握していると評価し得ることができる
のだろうか。
以上の課税繰延の類型があるが，外部からの経済的価値の流入により実現した経済的
利得に対する課税の繰延べ，資産の移転により実現した経済的利得の課税の繰延べ，そ
して両者の実現を満たす課税の繰延べ手法を確認することができる。課税要件法である
所得税法の下では，一般的に帰属とし、う場合には，課税物件とその人的帰属（結びつき）
を指すが，課税年度の人為的切り分けを前提とした所得計算が行われる所得課税法では，
課税のタイミングの問題と所得の人的帰属の問題は表裏一体の関係として位置づけら
れている80
課税のタイミングを操作することにより，人的側面に着目して課税されるはずの所得
税法は，課税要件の根幹である所得の人的帰属を変更するc そもそも，取得価額の引継
ぎ規定は，無限に延期されることとなる譲渡所得の認識を防止するために設けられたも
のであった。以下では，人的帰属を変更しでもなお，来実現のキャピタル・ゲインを保
存して課税することを求める課税繰延の効果について検討する。
2 課税繰延の効果
伝統的に，時価主義方式や消費型所得概念の観点からは包括的所得概念における課
税のタイミングを変化させることの効果は，納税者に便益をもたらすものと批判の対象
とされてきた89。実現方式による課税と発生方式による課税の相違は，課税の公正を妨
げ，投資の選択を歪めることとなる90
確かに，課税の公平の観点からは，取得型所得概念の下では，納税者の一時点に生じ
た所得を測定して担税力に応じた課税の実現を指向するから課税の繰延べを受ける者
と課税の繰延べを受けない者を比べるならば課税の繰延べを受ける者に帰属する所得
を一先ず課税所得の範曙から除外することとなるから，その時点における適正な所得に
対する課税は，課税の繰延べを受けない者に比べ公平な税負担の理念を害しているとい
8 藤谷武史「所得課税における法的帰属と経済的帰属の関係・再考」金子宏ほか編『租税
法と市場』 184 頁（有斐閣， 2014 ）。
89 中里実「所得概念と時間」金子宏編『所得課税の研究』 157 頁以下（有斐閣， 19)'
藤谷武史「所得税の理論的根拠の再検討」金子編・前掲書（12) 289 頁以下。
90 BORIS I. BITKER & LA¥VRENC LOKEN, FEDRAL 也生XATION OF INCOME, ESTA, 
AND GIFTS, ~ 3.52, at 3・42. (3rd ed. 20) . [herinaft cited as Bitker & Loken.] . 
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える。
課税繰延の効果は，①適用税率に着目したものと②収益率に着目したものに大別され
る91。前者の適用税率に着目したものは，所得をいずれの課税年度に認識・帰属させる
かとし、う所得の年度帰属に関する法的技術と適用税率および実現時の適用税率の問題
92がある。第一に税制改正における適用税率の高低と関連する。税制改正での減税（増
税）が予定されている場合に，納税者の実現時機を減税後（増税前）に遅らせ（早め）
た方が有利であり，租税行政庁は，減税（増税）の場合には課税のタイミングを早める
（遅らせる）方が有利である。
第二に，累進税率の下での所得の平準化（分割）との関連である。累進税率の下では，
所得の平準化（分割）をした方が納税者に有利であり，租税行政庁は，所得をできるだ
け束ねて，高い累進税率を適用することで多額の租税歳入を確保することができる。第
三に，インフレ（デフレ）と貨幣価値との関係で議論されている。インフレ（デフレ）
のときには，貨幣価値が下落（上昇）するため，納税者は，租税の支払いについては，
繰延べるほど不利益（利益）となることになる。
例えば，単純累進税率の下で， 1年目に 40% の課税段階に服し， 2年目に 20% の課税
段階に服す所得を有する納税者がし、るとする。納税者に柔軟に所得の認識の時期を操作
することを許容する租税法は，より低い税率の利益を享受するために 2年目に所得を移
すインセンティブを納税者に与えるだろう。この例では，所得の認識の時期を 1年目か
ら2年目に移すことは， 20% の租税を回避することに等しい93。より一般的には，その
ときまで所得を繰延べるないしは過去の年度に所得を帰属させることが可能な場合に
は，納税者に，より低い段階税率で租税を支払うための機会を与えることになる。
後者の収益率に着目したものでは，課税繰延とそれが税負担の公平に与える影響につ
91 Bankman et al, supra note (43) at 192-. 
92 水野・（忠）・前掲注（2) 284 頁以下。 Bankman et al., supra note (43) at 19. 
93 Id. at 192. Bitker & Loken は，法律の下で実際に実現した利得と損失は，インフレ
ーション（物価の上昇）に係る考慮、がなされることなく算定され，また，インフレーショ
ンの期間での利得（または損失）は，過大表示（過少表示） (overstad (or 
understa ））されるから，直ちに，財産から生じた実現利得に過少に課税がなされると
いうことにはならない。実現方式による課税は，実現した利得に過少に課税する結果をも
たらす一方で，単なるインフレーションの錯覚として名目上の価格が値上りした金額に課
税する。実現利得に対する繰延べられた税額の現在価値がある一方で，未実現の利得が生
じた時に課した場合に，インフレーションの未調整が，顕在化した利得に対して課税した
場合よりも高額となるかまたは少額となるかは，物価上昇率の程度と財産を所有する納税
者の保有期間の長短に大きく左右されることを指摘している。
また，資産による移転による実現した利得は，未実現の利得が実現した時に一挙に経済的
利得として顕在化することとなるから，納税者の保有期間中にわたって生じている未実現
の利得の束（蓄積）に対して，発生方式の下で適用されるより低い段階税率よりも，より
高い段階税率が適用される結果を生じさせる。 Bitker & Loken, supra note (90), 明
3.52, at 3-42, at 3・42 n.3 
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いて，金銭の時間的価値（time value of money ）の存在として議論される940 金銭の時
間的価値の存在を肯定する場合には，通常，プラスの利子率（inters rates are positve) 
が前提とされる95。ここで欠かすことができないその利子率の利益を受ける者と利益を
受けない者の差を理解するにあたっては，必ず，生涯等としづ課税標準算定期間の長期
的視点が不可欠である。
現在の納税者の負担と対比する場合，長期的なプラスの利子率の影響により，その期
間で繰延べられた税額は利子相当額の果実が生じることになる。例えば96，ある納税者
が，何らかの追加的費用がないとしづ前提において， 205 年に 2015 年の所得に関す
る 10 万円の租税債務を支払う機会が与えられたとする。その納税者は，その期間に
10 万円を運用（the use ）できる。つまり，その 10 万円を利用して，収入を稼得す
るための能力を得ることができるだろう。これは，純粋な金銭の時間的価値の利益であ
る970 この課税繰延の効果については，税額の支払いを繰延べることは，納税者に，そ
の繰延べられた期間にその支払うべき税額を運用する機会を提供することとなる。
これを具体例で示すと，ある納税者が，税引き後5%の利益を獲得でき， 10年間 10
万円の租税債務を延期する場合には，租税債務の現在価値は， 10 万円から 64 万 1,0
円に減少する。そうすると 納税者は， 10 年間の猶予ないしは租税債務の延期が与え
られた場合に，一年後に支払うはずだ、った 10 万円を得る目的で，今日 64万 1,0 円
だけ（5%で投資して）確保する必要がある。これに対して，今日，租税債務 10 万円
を支払う納税者は，明確に 10 万円を支払う必要がある。
そのため，課税の繰延べが短ければ短いほど税負担の減少は少なくなる結果となるが，
課税のタイミングを先延ばしにすればするほど，税負担は大幅に減少する結果となる。
それは，仮に，未実現の手u得への課税を繰延べるときに，それに対してその時に適用さ
れることとなる名目上の税率が適用された税額の現在価値は実現した利得に対して実
現時に直接課税したときに生じる税額よりも少なくなる結果をもたらす。したがって，
未実現の利得を実現時に課税することは，納税者が経済的利得を獲得した時に認識し適
用される名目上の税率であるとしても，すべての所得は，発生した時に課税されるから，
実質的に実現はその名目上の税率で課税される所得よりも，より低い税率で財産の移
94 金子宏「所得の年度帰属－権利確定主義は破綻したか－」同『所得概念の研究』 285 頁
（有斐閣， 195) （初出；日税2 巻， 193 ），中里・前掲注（89) 135 頁以下，阿部雪子
『資産の交換・買換えの課税理論』 47 頁以下（中央経済社， 2017 ）。 JOHN K. MCNULTY, 
DANIEL J. LATHROPE, FEDRAL INCOME TAXION OF INDVUALS IN A NUTSHEL 25・29,
504 ・506 (8th ed. 201). [herinafter cited as McNulty & Lathrope.] . 
95 Bankman et al., suprn note (43) at 38 ; McNulty & Lathrope, supra note (94) 
304. もっとも，この例は，所得が生じることで与えられる時間的な思恵というよりも，む
しろ，現金主義を用いた場合に内在する課税制度の悪用による，恩恵、を暗示している。
96 事例および将来価値と現在価値の算出方法FV=PV ( 1 +r) nについては， Bankman
et al., supra note (43) at 40,192 に依拠している。
97 Bankman et al., supra note (93) . 
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転により実現した利得に対して課税をしていることとなる。
所得の繰延べの価値，つまり，繰延べの核心は，繰延べる年数の租税を支払い，そし
て税引き前の税率（例えば，無税）で利益を獲得することに等しいのである98。仮に，
毎年度定期的に租税を支払うことが通常のルールで、あれば＼繰延べの価値は，その繰延
べられた年数の利子所得に対する税を支払わないことと閉じぐらい重大である90
なぜ＼キャピタル・ゲイン課税で，課税繰延が問題視されるかといえば，資産を長期
間保有することにより 本来一定期間で値洗いされるはずの未実現のキャピタル・ゲ
イン（個人の担税力の増加）の税額から得られる利益が考慮されずに，実現時点で算定
された税負担のみを支払う結果をもたらすからである。ここに，「課税繰延が，実質的
に（部分的にではあれ）課税除外と同じ経済的効果を有するに他ならなしリ 10 といわれ
る所以がある。もし ある納税者の生涯のなかで，資産の未実現のキャピタル・ゲイン
が実現されなければその納税者に帰属していた未実現のキャピタル・ゲインを免除す
るばかりか未実現のキャピタル・ゲインの税額から得られた利益があった場合には，こ
れを除外することと同じになる10
もっとも，繰延べられる現実のものは，所得ではなく，所得に対する課税それ自体で
ある102 。したがって，繰延べの利益について考察する場合には，ある課税からの恒久的
な免除の総額ないしは繰延べられた所得がどれ程の価値を構成するのかをあいまいに
すべきではない口
仮に，ここに課税繰延に対する利益を排除するために，実現を放棄し，時価主義をと
ることを選択したとする。そうすると，配当というインカム・ゲインに着目して課税す
る配当所得と譲渡所得における株式から生じる未実現のキャピタル・ゲイン（ロス）へ
の課税を繰延べ実現というタイミングで課税することによる所得の峻別ができなくな
る。つまり，課税のタイミングで所得が区別されている103 ため，これら二つの所得は統
合される必要があり，その二者の所得区分が不必要になることになる。
したがって，譲渡所得における課税のタイミング（実現）は，極めて重要な役割を果
gs Id. at 194. 
9 Bankman et al., supra note (43) at 31. 
10 中里実「第2章課税のタイミング第 1節 課税繰延の利益」同『金融取引と課税－金
融革命下の租税法－』 16頁（有斐閣， 198) （初出；税研40 ・41 号（192 ）。
10 各種所得が発生の年の内に直ちに課税されることから，公平負担の観点から，「租税の
延納の場合に利子税が課されるのと同様に，この場合にも利子税を課す必要がある」（金
子・前掲注（94) 285 頁注記（一））と述べられる。一方で，「一定の繰延べられた税の納
税者の現在価値は，繰延べられた（筆者加筆：税引前）課税ベースが，早められた税の支
払い後に利用される投資収益に一般に適用される収益率（筆者加筆：税引後投資収益率）
が時間の経過と共に増加する限り，繰延べられようが早められようが同じである」という
指摘がある。 Alvin C. Waren, Jr., The 刀刀1ng of Taxes, 39 (4) Nationl Tax Journal 
49, 49 (1986 ）.同旨，神山弘行「課税繰延の再考察 j金子編・前掲書（12) 251 頁。
102 Bankman et al., supra note (43) at 193. 
103 増井・前掲注（8) 126 頁c
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たしており，その所得そのものの存続に影響を与えるものである。租税法で，所得（費
用）の年度帰属や課税のタイミングが議論されることの真の意味は，例えば，費用収益
対応の原則等の会計上の技術にあるのではなく，人が時間の経過とともに，物的および
人的資本を用いて価値を生み，消費を行う過程である経済活動の効果に着目すれば，個
人の実質的な担税力の増加に対する課税のタイミングを決することにあるのである 104
所得に対する課税繰延は，所得そのものではなく，納税者の所得に対する課税それ自
体である。したがって，課税繰延の利益について考察する場合には，課税要件に該当し
ないために課税所得が認識されずに，課税から恒久的に免除されてしまうものと，課税
要件に該当するが課税所得の認識時機を延期するがためにその認識の延期期間にどれ
程の価値の所得が，所得課税制度の対象から除外されてしまうのかをあいまいにすべき
ではない。
第4節 譲渡所得課税における実現判定に関する判例の動向
1 譲渡所得の認識時機判定の判例の動向
昭和 40年代に最高裁が，収入金額の通則規定は権利確定主義に基づいているとの判
断を示し，これが確立した判例105 となった106 。ほぼ同時期に，抵当権実行のためのいわ
ゆる任意競売（担保権の内容を実現させる換価行為）に関する事案において，最高裁107
は，「資産の譲渡によって発生する譲渡所得についての収入金額の権利の確定時期は，
当該資産の所有権その他の権利が相手方に移転する時である」として，旧所得税基本通
達 20 と同じ考え方を採用し，私法に依拠して108 当該資産の所有権移転時点を判断し
ている。
譲渡所得課税の本質が増加益清算課税説を採用しているとの理解を明確に示したの
は，榎本家事件最高裁判決からである109 本事案では，原告（控訴人・上告人）が，相
104 中里・前掲注（89) 129 頁以下。
105 最判昭和40年 9月8日刑集 19巻6号630 頁以下。
106 本節の詳細は，拙稿「譲渡所得課税における所得の認識基準に関する研究（2・完）J 
専大院59号3 頁以下（2016 ）を参照されたい。
107 最判昭和40年 9月24 日民集 19巻6号168 頁。
108 最高裁は，「任意競売における所有権移転の時期は競落代金納付の時と解するのが相当
であるJとし，民事執行法制定前の競売法における任意競売の所有権移転時期の判例（大
判昭和 7年2月29 日民集 1巻 397 頁）に従い，「任意競売における所有権移転の時期は
競売代金納付の時とするのが相当である」と判示している。基本通達は，所有権その他の
財産権が移転するときとし，民法における物権変動に関する解釈に基づいて契約効力発生
をとらえて，譲渡所得を認識する（植松守雄「収入金額（収益）の計上時期に関する問題
－「権利確定主義」をめぐって－」租税8号37頁， 39頁（1980 ）。
109 鳥飼貴司「譲渡所得学説と租税裁判－いわゆる『学説』と裁判例の関係性を中心に
一」鹿児島大学法学論集46 巻 1号（201 ）。
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続により取得した宅地，山林および家屋を，その親族に贈与した（所有権移転登記も完
了）もので，納税者に第三者から金銭等の経済的利得を受領していないにも関わらず，
みなし譲渡所得課税規定が適用されることの是非が争われた。
第一審および控訴審10 は，贈与による所有権移転登記の手続がされていることを認定
して資産の帰属の変更があったと判示した。最高裁1 は，実現金額が生じない贈与に対
する譲渡所得課税を肯定する前提として，譲渡所得課税の本質が増加益清算課税説とし
て理解されており，資産を手放した者への課税という 資産の帰属者の変更を契機とし
て未実現のキャピタル・ゲインに対する清算課税の時期を確定すべきものであるとした。
しかし，最高裁はこれに続けて，法 3 条だけで課税できる無償の譲渡には，どのよ
うな資産の譲渡があり，その収入金額を如何に算定するのかを区別せずに増加益清算課
税説としづ理論を持ち出し，譲渡所得の発生時期と課税時機と課税所得の範囲（実現し
た譲渡所得金額）の問題を一概に述べてしまったのである120 ここで，増加益清算課税
説と譲渡，増加益清算課税説と法 3 条の収入金額および法 59 条1項の価格の擬制と
の関係が混在することなる130
この当時，権利発生主義（私法における契約時説）と権利確定主義（税法における権
利確定主義）は，区別されていなかったようである140
害IJ賦弁済土地譲渡事件では，原告（被控訴人・上告人）の不動産が割賦弁済の方法で，
他者から購入された場合に初年度において売却代金のすべて（納税者が実際に受け取っ
た代金を超える売買代金の全額）について課税することができるのか否かが争われた。
第一審15 は，権利発生主義を採用しつつも，公平負担の見地から所得の実体に即応し
て，権利発生主義の適用を緩め，現金主義による方が妥当であると考えられる場合には，
現金主義によるべきであると判示した。控訴審16 は，増加益清算課税説に立ち，金銭収
入だけでなく権利による収入も「収入すべき金額」に包含されるから，現実の譲渡の対
価ではなく，譲渡の対価を取得しうる代金債権を取得したときが，譲渡所得発生の時で
あると述べ，「対価」その他の債権に着目して判断している。
10 浦和地判昭和 39年 1月 29 日・前掲注（67) 15頁，東京高判昭和40 年9月 10 日税
資 41 号 104 頁D
1 最判昭和43年 10 月 31 日・前掲注（9) 79 頁以下。
12 岡村忠生「判批」別ジュリ 120 号 61 頁（192 ），大塚・前掲注（25) 9頁以下，竹
下・前掲注（25) 1 頁。
13 田中治「租税訴訟において法の趣旨目的を確定する意義と手法J伊藤滋夫編『租税法
の要件事実』 138 頁（日本評論社， 201 ）。
14 農地同士の交換契約に関する事例である東京高判昭和4 年 7月 14 日税資 57 号 169
頁は，譲渡所得の課税のタイミングは契約効力発生時であるとするc
15 熊本地判昭和 38年 2月 1日民集 19巻 4号 380 頁以下。賛成，清永敬次「半lj批」シュ
ト14号4頁以下（1963 ）。
16 福岡高判昭和41 年 7月 30 日民集 19巻 4号 364 頁以下。
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最高裁17 は榎本家事件最高裁判決を踏襲したうえで，「割賦払いの期間が長期にわた
るときは，売主は，初年度において現実に入手した代金額が過少であるにもかかわらず，
より多額の納税を一時的に必要とすることになるわけで，これはもとより好ましいこと
ではないが……，年々に蓄積された増加益が一挙に実現したものとみる制度の建前から
して，やむをえないところといわなければなら」ず，譲渡所得が資産の譲渡時に「一挙
に実現したとみることによる納税の困難は，徴税当局との関係において，事実上の徴収
の猶予等，納付方法の緩和によるほかないというに帰着する」と述べ，年々蓄積されて
きた未実現のキャピタル・ゲインは，譲渡によって実現し，この実現したキャピタル・
ゲインの課税時機は，この「資産の譲渡」の時点であるから，納税者の納税資金の有無
は譲渡所得の実現においては無関係であると判断した。
さらに，このような課税のタイミングと納税の資金確保の困難性は，法が資産の譲渡
時点において譲渡所得が実現することとしているから，この例外は立法によって解決さ
れるべき18 ことを判示している。もっとも，具体的な権利の確定については，最高裁は，
当該資産の所有権が買主に「確定的に移転j した日（売買契約の成立の日・所有権移転
登記の日）がその移転時であると述べる留まっている190 この翌年，不動産および建物
の売買契約について，引渡時に所有権が移転する旨の契約があったものとして認定され
た特約付き売買契約に関する判決が確定している120
名古屋医師財産分与事件では，離婚に際して，夫（原告・控訴人・上告人，以下「XJ
という。）が妻に財産分与として移転したXの特有財産である不動産に対する譲渡所得
課税の可否が争われた。
第一審12 は，財産分与による資産の移転を無償行為と捉えた上，離婚調停の成立後の
所有権移転登記に着目し，その所有権移転登記がなされたことをもって資産の譲渡があ
ったことを認定している。一方で，控訴審12 では，財産分与による資産の移転を有償行
為と捉え，慰謝料その他の債務の履行として本件不動産の所有権移転手続きをする旨の
調停が成立していることを認定し，資産の譲渡があったと判示した。
最高裁123 が，譲渡所得課税の本質が増加益清算課税説にあると判示したことは榎本家
事件最高裁判決，割賦弁済土地譲渡事件最高裁判決での論理を踏襲したに過ぎない。し
17 最判昭和47年 12 月26 日民集26巻 10 号2083 頁以下。
18 延払条件付譲渡にかかる所得税額の延納は，現行法 132 条の立法により解決されてい
る。譲渡所得が一挙に実現することの結果，合理的な担税力に応じた課税ができなかった
事例として，大阪高判平成24年4月29 日訟月 59巻 143 頁以下を参照されたい。
19 田中治「税法における所得の年度帰属一一一権利確定主義の論理と機能J経済研究32 巻
2号 190 頁，清永敬次「判批」民商 69巻 1号 16 頁以下（1973 ）。
120 最判昭和48年6月28 日税資 70 号 564 頁。最高裁は上告を棄却し名古屋高裁昭和
46年9月29 日（税資63 号604 頁）判決を是認している。
12 名古屋地判昭和45年4月 1 日民集29 巻 5 号649 頁以下。
12 名古屋高判昭和46年 10 月28 日民集29巻 5 号65 頁以下。
123 最判昭和50年5月27 日・前掲注（2) 641 頁以下。
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かし，最高裁は，害lj賦弁済土地譲渡事件判決と同様に法 3 条 1項の定める資産の譲渡
には，有償無償を問わずに資産を移転させる一切の行為であり，法 3 条 3項と法59 条
1項の取扱いを区別していた榎本家事件最高裁判決と異なって区別していなし、1240
ここでは， Xの特有財産である妻に移転された資産からの未実現のキャピタル・ゲイ
ンは Xだけに帰属するのか という問題を残している。増加益清算課税説をとるなら
ば， Xの所有していた土地は，形式的に離婚した妻に移転されたことをもって資産の帰
属先が変更することとなるから未実現のキャピタル・ゲインは実現するということがで
きょう。本件最高裁判決は財産分与による譲渡所得課税の適否について，初めて積極的
に解すべき旨を判示した。現在の課税実務は一般の納税者の意識とは相当に希離してい
るため，何らかの立法に拠る是正措置が必要である1250
もっとも，ここでの問題は，所得の認識というよりは，むしろ測定の問題である。資
産の譲渡が生じたときに未実現のキャピタル・ゲインは実現するが，これに課税するた
めには，何らかの経済的価値と結び、つけて課税しなければならない。最高裁は，財産分
与について，当事者の協議等により内容が確定され，これに従い財産分与が完了し，「こ
の分与義務の消滅は，それ自体一つの経済的利益Jであるとした。つまり，離婚に伴う
財産分与請求権の法的性質問に含まれる婚姻継続中に蓄積された財産の潜在的持ち分
を分割する手続きとしての法的性質を区別せずに127 ，一括りにして課税する結果となっ
たのであるc
譲渡所得は，資産の譲渡の実現時に，租税債権および納税義務が発生する。租税法律
主義の統制する租税法の下では，合理的な課税関係を構築することができないとしても，
契約解釈に問題がない限り法解釈を曲げることは許されず，課税の対象から除外するこ
とも許されない。しかし財産分与義務の消滅をもって時価による譲渡所得課税をする
ことは，特別の規定失くして妻の課税を免除するもので，他方，夫に帰属していた未実
現のキャピタル・ゲインを超えて課税すること 128 となり，所得のない所に課税をすると
し、う結果を招く。
また，譲渡担保に対する譲渡所得課税は，当該物権の売買契約が，実質的に売買なの
か，それとも譲渡担保に該当するのかの事実認定または私法上の法律構成の問題である。
譲渡担保に係る所有権の移転に関して，東京地裁昭和 49年 7月 15 日判決129 は，「所有
権は形式的に譲渡担保権者に移転するが，それは債務の担保を目的とする限度にとどま
124 清永敬次「判批J531 ジュリ 79 号 70頁（1983 ）。
125 最判平成元年9月 14 日集民 157 号 5 頁の差戻し控訴審（東京高判平成3月 14 日判
時 1387 号62 頁）は，通常一般人では財産分与によって譲渡所得の課税がされることは，
理解し難いとする。
126 最判昭和31 年2月 21 日民集 10巻 2号 124 頁，最判昭和 46年7月23 日民集25巻 5
号805 頁以下，我妻栄『親族法』 102 頁以下（有斐閣， 196 ）。
127 金子・前掲注（3) 102 頁以下。
128 岡正品「譲渡所得課税と『財産分与』の実務J税事 19巻 58頁（194) 0 
129 東京地判昭和49年7月 15 日行集25巻 7号861 頁。
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り，当該資産に関するその余の機能は，譲渡人に引き続き保有されるのであるから，そ
の契約時において，その資産が所有者の支配を離れ，増加益が確定的に具体化したもの
とはしリえないとし 資産の譲渡には該当しないと判示した。つまり，譲渡所得の認識
時機である実現事象にも，法 36 条 1項の実現の要請も満たさないとした。裁判所は，
譲渡担保について，資産が譲渡したといえる場合には，所有者が資産の受戻しが不可能
になったとき130 であると角卒している。
譲渡担保に係る譲渡所得課税の適否について，肯定説は形式に着目する。一方で，否
定説は実質に着目13 し完全に所有権が移転したないしは確定的に移転したことをもっ
て課税すべきとする。この他にも，譲渡益所得説に立ち，譲渡担保の設定時には「譲渡
益」は実現しないと解する見解132 もある。課税要件法である租税法は第一次的には私法
によって規律されているのであるから，両法域間の帯離は最小限にすべきだとし，増加
益清算課税説に立ちつつも，形式に着目し譲渡担保に対する譲渡所得課税を否定的に捉
える見解13 も存在する。
租税法律主義の統制する租税法の下では，合理的な課税関係、を構築することができな
いことを理由に，明文の規定なく，法解釈を曲げることは許されないが，所有権者に資
産を帰属させずに事実上の支配を重視する点134 で財産分与とその性質を異にしている。
この他にも，所得の計上時機に関する判決mでは，「土地所有権の交換による譲渡所
得の発生は交換による土地所有権の移転（原則として意思表示により移転がある。）に
よって生ずるものである（被控訴人主張の引渡を要するものではない）」とし，譲渡所
得における引渡基準を排斥し権利発生主義を支持する裁判例もある。
管理支配基準を用いた事案では，原告（控訴人・上告人）が，昭和 43 年中に一部が
事業に用いられていなかった各農地（A, B）の売買契約を締結し，知事の許可を得る
前に契約に基づいて各売買代金の全額を収受し，旧法の事業用資産の買換えの特例を受
けるべく，確定申告をした。当該契約に係る対価である金銭を受領した年は昭和 43 年
130 京都地判昭和 50年 12 月25 日税資83 号 786 頁，浦和地判昭和 56年 9月 28 日判時
1035 号 47頁。
13 金子宏「譲渡担保と所得税J山内一夫＝雄川一郎編『演習行政法』 28 頁（良書普及
会， 1980 年）。
182 水野（武）・前掲注（25) 81 頁。
13 村井正「譲渡担保と租税裁判例」日本税法学会編『日本税法学会創立 30周年記念祝賀
税法学論文集』 48 頁以下（日本税法学会本部， 198 ）。
134 測圭吾教授は 寄託契約（民法657 条） 消費貸借契約（民法587 条），消費寄託契約
（民法6 条），信託（信託法3条），譲渡担保，所有権留保とファイナンス・リースにつ
いて，整理され，担保物権の場合にのみ所有権の帰属から離れて判断していることを指摘
されておられる（淵・前掲注（38) 209 頁）。もっとも，譲渡担保の所有権は，譲渡担保
が債権担保を目的としているにすぎないことを重視して，譲渡担保権者を完全な所有権者
とせず，また，設定者にも目的物についての何らかの物権が帰属するとされている（道垣
内弘人『担保物権法第3版』 29 頁（有斐閣， 208) c 
135 大阪高判昭和 5 年 2月 19 日税資 10 号 238 頁。
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中であるが，知事の許可はA土地については昭和 46年中に， B土地については昭和 45
年中であり，本件収入金額がどの年度に認識されるのかが争われた。
第一審136 および控訴審137 は，未確定とはいえ，売買契約に基づき代金を取得して，自
己の所得として自由に処分することができる状態であり，契約が有効に存在する場合と
同様の経済的効果を達成しているため，これを「税法上は右代金の取得により所得が実
現されたものとしてこれに対し課税Jするとした。最高裁138 も，昭和 43年に納税者の
収入金額に算入し同年分の所得税の確定申告をした事実関係の下では，当該譲渡につい
て，「同年中に譲渡所得の実現があったものとして，右収受した代金に対し課税するこ
とができる」と述べ，控訴審の判断を是認した。
農地の譲渡は，農地法の規定により都道府県知事の許可がなければ所有権移転の効力
は生じないと解されるが，大阪高裁昭和 5 年 10月 29 日判決139 は，譲渡所得の清算の
時点は原則として引渡しの時点であるが，納税者の選択により「経済的実質的に資産の
増加益を現実に享受した時期」である農地の売買契約締結の日 農地の許可または届け
出の効力が生じた日農地の引渡しのあった時点のいずれかを譲渡所得の課税時機とす
ることを法 36 条 1項は，許容している旨の判示もされている。また，土地を引渡し，
手付金の受領は完了しているが，農地法所定の知事の許可が得られた場合には，その許
可が得られた年に所有権は移転しその時に計上することは「合理的な経済目的からなさ
れた私法上の行為として許されるJ140 ともされている。
最高裁昭和 60 年 4月 18 日判決までは 少なくとも私法上の法律関係に依拠して所
有権移転に着目して判断してきたが，契約効力発生前の現金収受に基づき，所得と納税
者の確定的な結び付きの観点から譲渡所得が実現したとした。農地の譲渡につき，知事
または農業委員会の許可が必要である場合には，現実の引渡しと代金の受領が行われて
いたとしても，許可があるまでは，保有資産の所有権の移転はあったとはいえない14 は
ずである。法律上の権利の確定を観念できるにも関わらず，租税回避行為は課税の公平
の見地から許しがたいとする視点から，管理支配基準を安易に持ち出している。法律上
の資産の帰属の変更，すなわち権利確定主義を観念できるにも関わらず，課税の公平の
観点から裁判所の判断によって安易に課税のタイミングをずらすことは，納税者の予測
可能性と法的安定性を害す行為であると言わなければならない。
その後，現実収入前に所得が実現したものとして課税できる権利確定主義を採用する
租税法の下では，課税のタイミングは，現金受領時より遅れることはないとした東京高
136 名古屋地判昭和 54年 1月29 日税資 104 号56 頁。
137 名古屋高判昭和 56年2月27 日訟月 27 巻 5号 105 頁C
138 最判昭和60年4月 18 日訟月 31 巻 12 号3147 頁。
139 大阪高判昭和 5 年 10月29 日訟月 27 巻2号412 頁。
140 名古屋高判昭和 49年 1月 17 日訟月 20 巻6号 154 頁。
14 金子・前掲注（ 7) 294 頁。
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裁平成元年判決142 がある。同判決は，納税者の契約の事実関係を考慮して，土地の所有
権が移転するのは，「契約時ではなく，その履行行為である土地の引渡，所有権移転登
記手続，代金支払のいずれかがされた時とする黙示の特約がされたJと認定したうえで，
私法上の所有権移転を基準としつつも，土地の売買代金の完済時期を勘案し，そのとき
に土地の引渡しおよび所有権が移転し，その譲渡による所得の実現があったと判示した。
確かに，半lj例等の動向をみると，一つの所得の中で，権利確定主義を唯一の基準とし
た場合には，引渡し基準一つを必ずしも画一的に適用していないためその中身は弾力
性に富むこととなり，納税者からは理解し難いものとなっている。しかし，権利確定主
義や管理支配基準を実現判定の規範として見た場合には課税のタイミングを決する基
準として，画一的に用いられているといえる。もっとも 実現を課税のタイミングを決
する高次の規範として見たとしても，実現原則と譲渡所得の実現との聞には羊離が存在
する143 ことから，外部からの経済的価値の流入の事実を，判断の基準として除外した場
合には，翻酷が生じる。また，管理支配基準による「実現」の判定は，まさに「実現原
則Jを判定するものであるという問題も残る。
そうすると，実現原則に弾力性を持たせる結果を招来させることになるかもしれない
が，資産の引渡し，所有権の移転登記や代金支払いのいずれか一つで，実現原則を判断
すべきでなく，実現原則の要請を確実に満たすことを判断するために，上記の判断要素
や契約の締結その他の複数の事実の集積によって，より強固になった確実性の担保され
た時機を捉えて課税の許否を判断していると解すべきではないだろうか。もちろん，そ
こでの実現原則判定の原則的基準は，権利確定主義となる。
2 課税所得の認識基準をめぐる問題点
以上の考察から，我が国における課税所得の認識時機における問題について，以下の
五つの点を指摘することができる。
第一に，課税所得の認識時機が，実定法上に存在しない，所得の発生および実現，現
金主義および発生主義，権利確定主義（権利発生主義）および管理支配基準の枠組みの
中で判定されてきたことである。実定法の収入という文言から導出される実現概念は，
その由来や立法者が「収入J概念に対して算定要素以外としての視点を考慮していたの
か否かは明らかでなが，確かに実現概念は，行政執行上の便宜納税者への配慮，伝統
的な会計慣行を考慮して，発展してきた。
他方で，我が国では課税のタイミングをめぐる問題は，権利確定主義の議論として発
展してきたのも事実である。権利確定主義の下では，今日の経済社会を踏まえて一定期
間の所得算定の正確性を担保するとし、う徴税政策上の技術的見地と納税者が課税のタ
142 東京高判平成元年 1月 30 日訟月 35巻6号 129 頁。
143 植松守雄「キャピタル・ゲイン課税の問題点J金子宏編『第二巻 所得税の理論と課
題〔二訂版〕』 20 頁（税務経理協会， 201) 0 
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イミングを操作することによる租税回避行為を防止することを根拠として発展してき
た。
具体的な納税義務の算定の重大な要素である課税所得の認識時機は，実現と権利確定
主義により，確実性，客観性，安全性，画一性を担保し，公平負担の原則を維持しつつ
も，租税法律関係の安定に寄与することを主眼としたものである。それにもかかわらず，
実際の裁判所の判断では，法 36条 1項を手続的視点に立った解釈を用いて14 ，権利確
定主義の要請される根拠としての徴税政策上の技術的見地と納税者による租税回避行
為の防止を強調することで実現の根拠とされる納税者への配慮、の点が特に骨抜きにさ
れている。
その理由としては 発生と確定を接近させて早期歳入確保が必要とされてきたこと，
金銭の時間的価値の視点，そして，無限の課税繰延を防止するみなし譲渡規定創設の影
響により，遅かれ早かれではなく，いずれにしても早く課税所得が認識されることが望
まれるとの考えから，課税所得の認識は，早くなされるように判断されてきたからであ
ると考えられる。
第二に，所得の性質と発生を定義づけ，譲渡所得の範囲を画定する「資産の譲渡j概
念により，譲渡所得の認識時機を判断してきたことである。確かに，譲渡所得は，納税
者の保有する他人に移転可能な財産権を手放す一切の行為によりもたらされる納税者
の担税力を増加させる経済的利得である。特に，譲渡概念は，一般的・抽象的な概念が
用いられている。しかし みなし譲渡所得課税規定の制定以前は，法3 条 1項の譲渡
所得は，外部からの経済的価値の流入を示す実現を基礎に据えて課税所得の認識を判断
してきたにもかかわらず，法 3 条 3 項の例外規定が創設されたことを根拠に，外部か
らの経済的価値の流入のない無償の贈与を含むものと解釈してきた。現状の法 3 条 1
項の課税所得の認識時機は，課税所得の範囲の議論と課税標準の課税所得の認識の議論
が区別できていなし、。
本節で検討した離婚に伴う財産分与に対する譲渡所得課税の問題は，認識の問題では
なく，所得の測定の問題とされる。
通常，所得の「認識j と担税力を測り確定する「測定jは，不可分の関係にある。譲
渡所得の実現（対価）から離れた確固たる課税のタイミングとしての実現を優先すれば，
適正な所得金額の測定ができないまま，課税所得を認識する結果をもたらす。所得の認
識は，所得の測定を前提として行うにもかかわらず，強固な実現（資産の移転）という
理論を用いることで，場当たり的に不確実な何らかの経済的価値といえるものに結び付
けて課税をすることになる。そうすると，課税のタイミングが到来したとしても，収入
金額の「認識Jは可能とはいえず，実現したキャピタル・ゲインが測定できなければ納
税者の適正な所得に対して課税できないとし、う租税公平主義を害する問題を導く。
結果として，経済的に把握される譲渡所得を法的観点から如何に把握していくのかに
14 碓井光明「課税要件法と租税手続法との交錯J租税 1号40頁 (1983 ）。
76 
ついての問題解決が図られないことにより，課税物件としての譲渡所得課税のタイミン
グを重視する実現（増加益清算課税説）と課税標準としての収入金額の大きさを測定す
ることを重視する実現原則（譲渡益所得説）の対立を生じさせている。
収入の解釈により導出される実現の要請の根拠には，納税者への配慮が含まれていた
にもかかわらずその点が考慮、されずに包括的所得概念に基づく観念的な利得に対する
課税理論を貫いて財産分与に対して課税することで，一般の国民の持つ「利得jに対す
る常識との歌離を埋めずに理論を先行させることとなる。それは，「常識」に合致せず
に批判を受けることとなる1450
しかし租税法律主義の統制する租税法の下では，法 3 条 1項における「譲渡J概
念を，合理的な課税関係を構築することができないことを理由に，法律の具体的根拠な
く，「実現原則Jの観点から，法解釈を曲げて縮小解釈をして課税対象から除外するこ
とやそれとは異なる意味を付け加えるなどの怒意的解釈は許されず，法3 条3項にお
ける「収入J概念を「譲渡Jの観点から，存在しないものとすることも許されない1460
現状，資産の譲渡における課税上の不合理な取扱いがあるとしても，契約解釈に問題
がない限り，その課税における不合理な取扱いの是正を図ることはできない147 。租税法
律主義の統制下にある租税法は，経済的に把握されている譲渡所得に対する課税が，国
民の一般感情からかけ離れて不合理であるならば法秩序を安定化させるために，いつ
のどのような条件が揃った時機に課税すべきかを立法によって是正する必要がある口
資産の譲渡を実現とする譲渡所得課税の下では，課税所得の認識を判断する法 36 条
1項の下では，必然的に権利発生主義を導出することが可能となる。
第三に，租税法・私法上にも定義規定の存在しない「譲渡j概念148 を法36条 1項の
権利確定主義によって，画一的に捉えようとしてきたことである。権利確定主義の歴史
的発展の考察および裁判例を含む判例の考察で明らかなように，一般通常人の理解する
譲渡は，ゆずりわたすことをいうが，確実性，安全性の視点を欠いた権利発生主義を採
用する裁判例も散在している。第一の問題と関連するが，認識の基準としての「実現J
145 岩崎政明「未実現利得・帰属所得に対する所得課税」税事 10 号4 頁（209 年）0 
146 中川一郎編「税法学体系（全訂増補版）J69頁（ぎょうせい， 197 ），田中二郎『租税
法〔第3版〕』 84頁（有斐閣， 190 ），金子・前掲注（2) 16 頁，清永・前掲注 (IO)
35頁，北野弘久『税法学原論〔第6版〕』 95 頁（青林書院， 201 ），松沢智『租税法の基
本原理』 124 頁（中央経済社， 1983 ），木村弘之亮『租税法学』 109 頁（税務経理協会，
19 ），増田英敏『租税憲法学第3版』 395 頁（成文堂， 206 ），藤田宙靖『第四版行政法
I （総論）【改訂版】』 56頁（青林書院， 205 ），塩野宏『行政法 I［第6版］行政法総論』
84頁（有斐閣， 2015 ），芝池義一『行政法総論講義〔第4版補訂版〕』 48頁（有斐閣，
206 ）。
147 杉村章三郎『租税法』（日本評論社，発行年不明），田中（二）・向上書74頁，最
（大）判昭和 30年3月 23 日民集9巻 3号 36 頁。
148 私法上の多種多様な経済取引が「譲渡Jに該当することから，譲渡所得の起因となる
資産の「譲渡j は 固有概念、の一種と解してよいとする見解として，岩崎政明「譲渡所得
課税における「資産の譲渡Jの意義J税事98 号34頁（207 ）がある。
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を如何に理解するかにより，権利確定主義の判定するその物差しは，それ自体が異なる
ことになる。権利確定主義の判断が所得源泉によって異なることは必然であるが，その
権利確定主義を画一的に取扱おうとするために，中身は弾力性に富んだ存在となり，ど
の段階で権利が確定したのかが不明瞭となる1490
その結果，実務や裁判例では必ずしも形式的な資産の移転行為が権利の確定として画
一的に取扱われないばかりか，納税者の選択を認める場合や，資産が移転されるであろ
う外部的徴表の最初の事実行為を捉える場合など，多様な取扱いを認めることで，何を
基準として「実現jを決しているのかがより不鮮明なものとなる。最終的には裁判所に
その判断が委ねられ法的基準として権利確定主義を画一的に適用することが，課税の
公平を害する結果を招き150 ，実質的に事実認定を行う場合や形式的に事実認定が行われ
ることになる。
全ての納税者の取引が同一過程を経て取引が行われるわけではなし、から，権利の確定
の判定は，個別具体的な各々の事例ごとに，確実性，安全性，客観性の担保される複数
の事実を積み上げ，個別具体的な事例に即して実現原則が要請しているものが解消され
るか否かによって判断すべきである。
第四に，法36条 1項の「収入すべき金額」としづ文言から解釈によって，権利確定
主義と管理支配基準の二つの規範で，課税のタイミングが判断されてきたと解してきた
ことである。外部からの経済的価値の流入という複数の事実の発生を捉えるにあたって
は，確かに，権利確定主義と管理支配基準は導出することができる。「権利確定主義J
は，租税法が法であることから，所得の計上基準としてのリーガル・テストとして，私
法上の債権債務関係、に依拠させたうえで，確実性・安全性の観点から私法上の契約効力
発生よりも後の時点を捉えて，租税法独自の確定時期を設け，課税のタイミングを決す
る。
実現が，外部から納税者への経済的価値の流入としづ客観的事実の発生を意味するこ
とから，現実の収入がなくとも，法律上保護された確実な「対価（その他の経済的価値）J 
に着目して権利確定主義により判定することを可能としたのである。しかし，判例は法
律の根拠なくして現金主義を排斥してその代わりに管理支配基準によって，上記実現
事象の発生の一つの現象をとらえて課税のタイミングを決している。すべての所得を通
じて発生主義を貫徹することは，実際問題として困難で15 ，「収入すべき金額Jという
文言のみで，現金主義を完全に排除することは妥当なのであろうか1520
「実現jを法的規範として捉えた上で，権利確定主義と管理支配基準を事実認定規範
と位置付けるとしても，実際にどちらの基準で事実を判断するかによってその結果が大
149 田中（治）・前掲注（2) 316 頁。
150 広瀬正『課税要件事実の認定』 39頁（新日本法規出版， 198 ）。
15 金子・前掲注（70) 283 頁。
152 田中（治）・前掲注（19) 195 頁，渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」司法研
究報告書 19輯1号67 頁 (1967 ）。
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きく異なるばかりでなく，その「実現」それ自体に多義性があるため，権利確定主義と
管理支配基準の尺度も多義にわたることとなる。したがって， f実現jの意味が複数あ
り得る現行制度の下では，「実現」の捉え方によって，権利確定主義および管理支配基
準も多面性のある規範とならざるを得ない。
あくまで，管理支配基準は，不法所得のようなそもそも法律上の保護を観念できず権
利確定主義が機能不全に陥った場合にのみ用いられるべきで，権利の確定が観念しうる
ならば，権利確定主義を用いるべきである。現金主義を排斥していると解される現行法
の下で，無闇に管理支配基準を用いることは，納税者の予測可能性を害するばかりでな
く国家と納税者の租税法律関係の安定を阻害する結果をもたらすことを決して忘れて
はならない口
そもそも，「収入すべき」 153 としヴ文言に実現を読み込むことで，二つの事実認定の
規範を導出し，租税行政庁や納税者が明瞭に使い分けすることができるのであろうか。
仮に，実現を読込まずに，明文の規定なく解釈により，「収入すべき金額」との文言か
ら，権利確定主義や管理支配基準を補充することはできるのであろうか1540
確かに，「実現Jとしづ概念は実定法上に存在しないものであるから，譲渡所得に限
らず，他の所得の課税のタイミングを「実現Jという一つの用語で判定することは利便
性に富むものである。また，ある納税者における資産の譲渡の時には権利確定主義によ
って資産の移転を把握し，この原則が機能不全に陥る納税者の取引においては管理支配
基準を用いることができるから，複雑多義にわたる経済取引に柔軟に対応することがで
きる。
これまで，裁判所は「納税者の窓意を許し，課税の公平を期し難いので，徴税政策上
の技術的見地から，収入の原因となる権利が確定した時期を捉えて課税するJ15 ことを
標袴し，権利確定主義は租税公平主義の観点からその支持を受けてきた。しかし，その
結果として，権利確定主義や管理支配基準が何を意味し，どのような場合・時期に機能
するかが明らかにされずに弾力性を保持したまま，各種所得に応じて，不明瞭な機能を
果たすことで，納税者の予測可能性と租税法律関係を不安定にさせている，としづ批判
は免れない
最後に，権利確定主義の発展は，確実性・安全性の観点から発展してきたが，権利発
生主義から権利確定主義への解釈の変更は，私法関係準拠主義と相容れない。租税法律
主義の保護する価値である納税者と租税法律関係の法的安定性を確保するためには，原
則として，私法上の法律関係に即して判断されなければならない。そうすると，必然的
153 実定法上の不確定概念については，金子宏「租税法の基本原則」同編・前掲注（1)
47 頁（初出；税経通信25巻 6号（1970 ）），増田英敏「課税要件明確主義と要件事実の明
確性」伊藤＝岩崎・前掲書（2) 79 頁，谷口（勢）・前掲注（10) 39 頁，大阪地判昭和
4 年 3月27 日訟月 15巻 6号 721 頁。
154 田中（治）・前掲注（ 2) 316 頁。
15 最判昭和 53年2月24 日民集 32巻 1号51 頁。
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に，譲渡所得課税は，納税者の行った経済取引の債権債務関係の成立時（権利発生主義）
となるはずである。
少なくとも，確実性の価値を保護するために我が国の課税所得の認識時機の問題を解
決するためには，最高裁判所により法36条 1項の解釈を明確に明らかにし，その判断
に沿わない所得源泉の課税所得の認識時機の判断を変更するか，立法により解決する他
ない。
第5節結語
本章の目的は，担税力に応じた課税の実現のためには，課税所得の認識時機の明確化
は必要不可欠の要素であるとの視点から，前章で明らかにした収入概念の解釈により導
出される実現理論と譲渡所得の認識時機としての実現の恭離を明らかにしたうえで，課
税所得の認識時機を問題整理することにあった。
基本的に課税所得の認識時機は，所得税法が担税力に応じた課税を実現するために，
所得の発生と性質の差異に応じて計算方法や課税技術を設け，納税者の経済取引の過程
や経済的活動の効果がいずれの所得区分に該当するかにより異なることから，多様かっ
不明確なものとなるが，その原因は実定法によりその基準が法定されていないところに
ある1560
とりわけ，本章で検討した譲渡所得の「実現」概念は，課税所得の認識時機だけでな
く，所得の人的帰属にも影響を与えている。人に対する課税としての所得税法の下では，
実現概念は，人的側面を考慮して判断される。しかし，譲渡所得は，「資産の譲渡」に
よる所得と人的側面を考慮せずに物的に定義されることから，外部から流入するはずの
経済的利得を示す実現と保有資産から生じる経済的利得が資産の移転により流入する
としづ実現との差異を，解釈により埋め合わせることが困難となる。
実現概念が多用されることよって，譲渡所得の課税のタイミングとしての実現がそれ
らの中に埋没し譲渡所得の実現時機が不明確になる。他方で，収入の解釈により導出
される実現概念は譲渡所得の実現に劣後することにより，収入概念の実現と譲渡所得
の実現時機に事離をもたらし所得課税における課税所得の認識時機は，不明確となる。
第 2 節では，譲渡所得課税の本質を増加益清算課税説に立つことで譲渡所得の認識時
機を確定する実現（法 3 条 1項）と譲渡所得課税の構造に包含される法 3 条 3項の
収入概念より導出される譲渡益所得説の実現の対立を整理した。収入概念の実現を用い
た税負担減少行為による無限の課税繰延を防止するために設けられたみなし譲渡所得
課税規定を考察することにより 我が国の譲渡所得の実現は，収入概念の解釈により導
156 田中治「租税行政の特質論と租税救済」芝池義ーほか編『租税行政と権利保護』 29頁
以下（ミネルヴァ書房 195) 北野弘久『現代企業税法論』 7 頁（岩波書店， 194 ）。
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出される実現と異なることを明らかにした。増加益清算課税説に立脚する現行の譲渡所
得課税制度の理解の下では，法36条 1項により判断される課税所得の認識時機の判定
基準として，必然的に，権利発生主義が導出することが可能となる。
第 3節では，前節で検証した発生型の譲渡所得課税の下では，その所得の金銭の時間
的価値を考慮すれば，所得税の課税対象として認識されることとなる経済的利得は，過
少に評価がなされることとなる。他方で，所得に対する課税繰延は，所得そのものでは
なく，納税者の所得に対する課税それ自体である。我が国では，課税要件に該当しない
ために課税所得として認識されずに，課税から恒久的に免除されてしまうものと課税要
件に該当するが，課税所得の認識時機を延期するがために課税繰延によりどれ程の価値
の所得が，所得課税制度の対象から除外されてしまうのかを明確に区別していない。
第4節では，著名な判例を整理し，譲渡所得に対する課税のタイミングをめぐる問題
点を検証した。検証の結果，①課税のタイミングの問題が，実定法上に存在しない実現
や権利確定主義などの枠組みの中で判断されることで，②課税物件と課税標準の議論が
峻別されておらず，譲渡所得課税の下では，課税物件の実現と課税標準の実現の間に差
異がなくなり，課税所得の認識時機が不明確となる。それは，課税所得の測定の問題に
影響を与えている。また，③所得の源泉ごとに課税所得の認識時機が異なるにもかかわ
らず，不明確な実現概念を権利確定主義を内包した権利確定主義によって画一的にすべ
ての所得に妥当するように判断基準を取扱おうとするがあまり，どの段階で権利が確定
したのかが不明確となる。④法 36条 1項の「収入すべき金額」から，二つの事実認定
の規範を同列に取扱ってきた。原則として，権利確定主義が妥当する場合には，同主義
によるべきで，管理支配基準は，不法所得等の権利の確定が観念できないときにのみ用
いられるべきである。両規範を同列に用いると納税者の予想可能性と法的安定性が阻害
される。少なくとも，両規範の射程を画定せずに用いれば，~、意的な使い分けが可能と
なる。最後に，⑤権利確定主義の発展は，確実性・安全性の観点から発展してきたが，
権利発生主義から権利確定主義への解釈の変更は，私法関係準拠主義と相容れない。租
税法律主義の保護する価値である納税者と租税法律関係の法的安定性を確保するため
には，原則として私法上の法律関係に即して判断されなければならない。そうすると，
必然的に，譲渡所得課税は，納税者の行った経済取引の債権債務関係の成立時（権利発
生主義）となるはずである。
本章では，収入概念より導出される実現と譲渡所得の実現の問題を整理することで，
課税所得の認識時機の問題を指摘することができた。
租税法律主義の本質は国家の完全、意的課税から国民の権利を保障するために，課税要件
および賦課・徴収手続を法定することを命じ，その結果として国民の予測可能性の確保
および法的安定性を担つことにある。ますます複雑化する経済取引の中で租税法律主義
の機能である予測可能性と法的安定性は，租税法の立法段階，解釈・適用の段階で確保
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されなければならない1570 とりわけ，複雑化・多様化する経済事象の中で国民は，し、か
なる経済取引により租税法律関係がし、かに構成されるのかを取引時点において正確に
予測できることの重要性は ますます増している。
私法と租税法との間に事離が生じることがあるのであれば，それは解釈や事実認定に
よって是正するのではなく，租税法は強行法規であるのだから立法に拠って対処すべき
である。納税者のある資産の譲渡が「認識」されることが不適当であるとされる場合に
は，それは国民の代表者である国会の判断によって，租税法上に不認識規定を設けてそ
の実現した所得に対する課税を繰延べることで問題を解決し法的に統制を加えていく
べきである。
今後，所得の「実現jの問題はさらに広い視野にわたって議論が行われることが期待
される。現状，我が固における課税のタイミングの問題は，判例の蓄積を待っか，立法
に拠る解決を待つほかない。譲渡所得の「実現jでは，「実現J概念は「収入jという文
言から離れ，「譲渡」を判定することとなっている。そうすると，収入金額の「認識J
は可能とはいえず，測定することが不可能となる。課税のタイミングが到来したとして
も，キャピタル・ゲインが測定できなければ納税者の適正な所得に対する課税をするこ
とができないという問題が残る。
本章の検討により，収入より導出される実現を採用する所得については，外部からの
経済的価値の流入があり，それを「測定」することを前提として，「認識」するという
プロセスであるのに対し増加益清算課税説を採用する譲渡所得課税制度における課税
のタイミングは，収入金額があってこれを計上するのではなく，既に発生した未実現の
キャピタル・ゲインが課税のタイミングの時点で「認識j され，その可視的に把握する
ことのできない既に発生し実現したキャピタル・ゲインを何らかの経済的価値に結び付
けて「測定Jすることとなるから，「認識j と「測定」が切り離された別の段階で捉え
られるということになる。したがって， f測定」が「認識Jよりも後の切り離された段
階で行われることになれば，完全、意的課税の温床となりかねない。なぜなら，課税のタイ
ミングが到来したという確固たる理論により，納税者の担税力の増加した部分を越えて，
何らかの経済的価値に無理に結びつけ適正な評価がなされないまま課税されるという
問題が包含されているからである。
157 増田英敏「憲法秩序の維持と租税法律主義一注目最高裁判決を素材に－」専修大学法
学研究所編『公法の諸問題 vm』123 頁（2013 ）。
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第3章 未実現利益と相続税による補完的課税一所得税と
相続税の二重課税問題の検証－
第1節はじめに
本章の目的は，我が国の相続により取得した相続財産の相続時までの未実現の値上り
益またはキャピタル・ゲイン（以下，「未実現利益j という。）への相続税と実現した譲
渡所得課税の二重課税問題を争点とした事例を素材として，個別税法問の相互関係，具
体的には，我が国の譲渡所得課税と相続税の関係が如何に捉えられているのかを整理し，
取得価額の引継ぎより移転される未実現利益が相続税の課税対象となりうるのかを明
らかにすることにある。
構成は，以下のとおりである。第2節で未実現利益に対する相続税の補完的課税の可
能性が生じる問題を整理し，第3節では，平成 2 年の最高裁判決の非課税規定の理解
および判断基準を確認し第4節では，租税法体系において，所得税と相続税の納税義
務者と課税物件の重複の有無について検証する。そのうえで，第5節では，取得価額の
引継ぎが適用された相続財産に対して相続税が課された後に，譲渡所得を実現させた場
合の非課税規定の適用の可否をめぐる裁判例を検証する。
第2節問題提起
納税者の資産の保有期間中に生じる未実現利益は資産の譲渡により実現するまで課
税対象として譲渡所得課税はなされない。ところが我が国では，相続等により個人が
個人に資産を移転した場合には，譲渡所得は実現するが，取得価額の引継ぎ規定（所得
税法（以下，「法」としづ。） 60 条 1項）により課税を繰延べている。本章の関心は，
所得税法の下で取得価額の引継ぎ規定が存在する一方で，相続税の課税対象として被相
続人の保有期間中の未実現利益が課税がなされる可能性の当否を模索することにある。
そこで，大枠として所得税と相続税の二重課税問題を中心に検討している。
租税正義を実現するためには，租税公平主義と租税法律主義の趣旨を尊重し，いずれ
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にも偏ることなく両基本原則の妥当な調和を図った租税法の解釈と適用が求められるlo
長崎年金二重課税事件として著名な最高裁平成 2 年7月6日判決2 （以下，「平成 2
年最判」としづ。）では，傍論ではあるものの，現行法9条 1項 16 号（以下，「非課税
規定」としづ。）の解釈をめく守って相続前後における相続税と所得税の相互関係または
調整が問題となった。
同事件で明らかにされたように，タックス・ミックスに基づき構築された租税法の下
では，各個別税法の繋ぎ目にあたる部分の取扱いは明瞭でない。そればかりか，個別税
法である法と相続税法（以下，「中日法」としづ。）の関係は，我が国ばかりでなく比較法
的にみても，一定の統一的取扱いに向くように収束させるための試みが図られないまま
であるえ非課税規定は 法における課税対象からの物的に除外することを定めている
が，し、かなる経済的利得が非課税規定に適合する性質を有する所得に該当するかの境界
線は，不明確なままである。それは，非課税規定の解釈・適用をめぐって，納税者と租
税行政庁との間で争いが絶えないという問題に繋がる。
なぜならば，ある経済的利得が非課税規定に該当するか否かの判断は，法と相法の両
者の課税対象として経済的・実質的に同一の経済的価値に課税がなされるか否かを基準
としている4からである。この判断基準の下では，非課税規定の解釈・適用は，納税者，
租税行政庁の各々の利益に偏した経済的・実質的判断がなされる可能性があり，両者の
対立が生じ当該法規の解釈・適用を争った場合には，それを受けた裁判所の判断は，理
論的基礎を欠いた場当たり的なものにだけ適用されるという結果を招来させる。
首尾一貫した理論的基礎が欠けてしまうならば，ある経済的利得が非課税規定に適合
するか否かの判断が自ずから硬直的な結果または矛盾を苧んだその場限りのものとな
らざるを得ないことは 当然の帰結といえる。これを敷術すると 適正な申告納税を行
う納税者の予測可能性と租税法律関係の安定性が損なわれ，法律適合性を堅持する租税
行政庁の判断は，区々な取扱いとなり，結果として時には完全、意的課税を，時には納税者
の不当な優遇が行われかねない。それは，租税公平主義と租税法律主義の要請の下で執
行が求められる租税法規が執行の段階で歪められることとなり適正な申告納税の実現
を限むと共に，租税歳入の確実・的確かっ効率的実現を限むことになる。
1増田英敏「序 松沢税法学の系譜と租税法解釈の在り方」同編著『租税法の解釈と適
用』 1頁以下（中央経済社， 2017 ）松沢智『新版 租税実体法（補正第2版）』 19頁
（中央経済社， 203 ）。
2最判平成2 年7月6日民集64巻5号127 頁。
3増井良啓「租税体系についてj金子宏ほか編『租税法と市場』 89 頁以下（有斐閣，
2014 ）。米国の新規取得方式については，第7章で検証する。
4佐藤英明「年金払方式の保険金の課税関係－最三小判平2. 7 .6 を契機としてJ金法
1908 号2 頁以下（201) 併せて 財務省国税庁「相続又は贈与等に係る生命保険契約
等に基づく年金の税務上の取扱いの変更等の方A向性について」金法 1908 号31 頁以下
(201 ）参照。
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第3節 非課税規定の趣旨と平成 2 年最判
1 非課税規定の趣旨に対するこつの見解
所得税法の課税対象たる所得の範囲（法7条）は，包括的に構成され，所得の源泉，
形式，合法性の有無にかかわらず，納税者の担税力を増加させる経済的利得はすべて所
得に該当すると解されている5。非課税規定は，「相続，遺贈又は個人からの贈与により
取得するものJまたは相続税法の規定により同様の手法により取得したものとみなされ
るもの（相法2条～9条）に所得税を課さないと定め，法の課税物件たる所得の範囲か
ら非課税規定に該当する所得を除外すると規定している。
課税所得に包摂される経済的利得は，非課税規定の対象となる非課税所得が除外され，
また，実定法は所得を収入という形で観念されているから，原則として収入を所得の要
素と捉え（法 36 条 1項） 実定法により制約が課されている6。実定法は，外部から流
入した個人の担税力を増加させるあらゆる経済的価値を，所得税の課税対象として絞っ
ていることから 包括的所得概念とは一定の黍離がある。
したがって，非課税規定に該当する所得は，所得税額の算定において課税所得の範囲
から除外されるから収入金額である経済的利得の範囲から，収入金額に算入されない
または収入金額に該当しない経済的利得と位置付けられるに
そうすると，実際に所得課税の対象となる所得は，包括的に構成された所得から，非
課税規定に該当する外部から流入した個人の担税力を増加させる経済的利得を除外し
たものが対象となっているといえる。
この非課税規定の趣旨は，以下の二つの見解に整理することができる8。第一に，非課
税規定の定義上相続等によって取得した一時・偶発的経済的利得は，元来，所得概念に
包含される経済的利得ではなし、から所得ではないという考え方である90
5金子宏「租税法における所得概念の構成」同『所得概念の研究』 29頁（有斐閣， 195)
（初出；法協83巻9・10 号 (196 ），法協85巻9号（1968 ），法協92巻9号
(1975 ）），水野忠恒『大系租税法（第2版）』 153 頁（中央経済社， 2018 ）谷口勢津夫
『税法基本講義〔第6版〕』 197 頁（弘文堂， 2018 ）。
6木村弘之亮教授は，所得税法の課税物件を，法 7条と法36条で捉えている（木村弘之
亮『租税法総則』 214 頁（成文堂， 198 ）。
7清永敬次『税法［新装版］』 83頁（ミネルヴァ書房， 2013 ），谷口・前掲注（5) 213 
頁， 260 頁以下。
8淵圭吾「相続税と所得税の関係一所得税法9条1項 16号の意義をめぐってJジュリ
140 号 12 頁以下（201 ），占部裕典＝喜多綾子「年金受給権と年金に係る相続税と所得
税の関係」三木義ーほか編著『〔租税〕判例分析ファイルI 所得税編〔第2版〕』 62 頁
（税務経理協会， 209)
9水野忠恒「所得税と相続税の交錯－非課税もしくは課税繰り延べとされる所得j ジュリ
102 号 154 頁以下（193 ），注解所得税法研究会編（植松守雄編著）『五訂版注解所得税
法』 834 頁以下（大蔵財務協会， 201 ），酒井克彦「関連者間における所得移転と所得税
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この見解によれば，相続・遺贈，贈与による一時・偶発的，恩恵的利得は所得に含ま
れないとする制限的所得概念または所得源泉説といわれる伝統的な所得概念への回帰
が前提となる。家族内の比較的小規模な生存者間の財産の移転は，新たな所得の創造
(creation ）というよりも，むしろ，家族外から見れば所得の総体は変化しなし、から，
家族内での所得の共有（sharing ）とみることが可能である10。他方で，相続等による大
規模かっ一回限りの財産の移転や，移転者の行う長期にわたる計画的な財産の移転は，
所得の分割というよりも，資本の移転を伴うものであるから，所得源泉の分割（divson
of an income source ）とみる1ことができる。
したがって，この見解に基づけば生存者間の小規模な贈与等を所得の共有とし，死
亡時の財産の移転を含む大規模な贈与・相続等を所得の源泉の分害fjとみて，移転する財
産の規模，期間，そして性質を考慮、して，所得の源泉の分割となる財産または遺産の移
転に対しては所得税と別枠で課税することを指向する。したがって，相続・遺贈，贈与
に対する税は，所得税の別次元の租税であることを，非課税規定により確認的に規定し
たものとなる。
第二の見解は，租税法の体系は，巨大な富の集中の排除および納税者の担税力に応じ
た課税を目的としており，所得税法は，所得税の課税対象を総合的な担税力の指標と捉
えて包括的に構成し さらに租税法の目的を達成するために所得税と同次元の相続税
等を別枠で補完税として課すこととしている120 非課税規定は この租税法体系におけ
る所得税と他の税目の租税との聞における二重課税を排除することを主眼とする 13と
しづ考え方である。非課税規定は，同種の租税が二度以上課税される結果を防止するた
めに，所得税の課税の対象から除外する。この見解を敷街すると，相続税等は，相続等
による経済的価値の取得に着目して税を課すことになるから，相続税等は，取得税の一
種と解すこととなる。
相続税等を取得税の一種と理解した場合に，所得税と別枠で相続税を設ける理由は，
以下の考慮によるものとされる。第一に，相続等により取得した経済的価値を所得税で
課税すれば，一時所得として，二分の一課税の適用（法 2 条 1項2号）によって，大
規模な相続財産が軽課され，小規模の相続財産に不当に重課される結果となるからであ
の課税対象（下）－収入・必要経費をめぐる諸問題－J税務事例 39巻8号5 頁
(207 ）。
10 RICHARD GODE, THE INDIVDUιINCOME TAX 9 (Revisd ed. 1976) . R・グー ド
（塩崎潤訳）『個人所得課税 改訂版 「最良の租税Jの研究－』 108 頁以下（今日社，
1976 ）参照。
1 Id. at 10. 
12 金子・前掲注（5) 57 頁注（179 ），金子宏「相続税の課税方式と負担水準J渡辺美智
雄編著『相続税制改革の視点 地価の高騰と相続税負担のあり方－』 168 頁以下（ぎょう
せい， 1987 ）。
13 注解所得税法研究会編・前掲注（9) 29 頁，武田昌輔『DHC コンメンタール所得税
法』 473 頁（第一法規，加除式）。
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る。第二に，勤労性所得を包摂する所得に対して課税する場合，結果として，納税者の
勤労意欲に影響を与えるのに対し，相続・贈与等に対する税の場合には，勤労意欲に対
する影響が少なし、からである。
したがって，所得税と相続税等は，同じ枠内の同次元の納税者の取得した経済的価値
を別々の仕組みで課税している14ことから，非課税規定は，課税対象が重複することを
前提として包括的所得概念を採用した所得税に，さらに相続税等を設けたことにより生
じる同次元の租税が同一の課税対象に重複課税することを排除するための創設的規定
となる。
上記の二つの非課税規定の趣旨の理解の相違は，所得税の課税対象たる所得を制限的
に構成するか，それとも包括的に構成するかとしづ課税物件の範囲の選択としづ議論と
共に，タックス・ミックスを採用する租税法体系の下で，所得税と相続税等との関係を，
重複のない別次元と位置付けるか，それとも重複を前提とする同次元と位置づけるかに
ある。
この非課税規定の趣旨の理解の相違は，租税法解釈に影響を与える。なぜなら，租税
法は，憲法によって保障された国民の財産権を，公共サービスを提供するために，一方
的・強制的に国家の手に移すという意味で侵害規範であることから，納税者の予測可能
性と法的安定性の要請が強く働くので、あって，その解釈は原則として文理解釈によらな
ければならない15。租税法律主義の要請の下では，第一に，租税法規の意味内容を文理
解釈し，第二に，文理解釈により導出された意味内容が複数存在し明らかにできない場
合には，法令の趣旨・目的を含む目的論的解釈を行い，法令のあるべき趣旨，目的を考
慮して，結果の妥当性を図ることとなる16。下記で考察するように，判例は，非課税規
定の趣旨を勘案し 解釈により同条の射程範囲を画定している。
非課税規定の対象が同次元の租税を対象とするならば，重複する金額を特定できない
にしても，理論的帰結として重複部分を明らかにすることができるため，重複部分の特
定・測定方法について立法すれば足りることとなるが，他方で，別次元の租税であると
するならば，理論的帰結として所得税と相続税等は交錯することなく，両税の課税対象
は重複しないこととなるから，経済的実質により同ーの経済的価値を特定することが困
難となる170
14 中里実「租税法におけるストックとフローの関係Jジュリ 140 号26頁（201 ）。
15 金子宏『租税法〔第2 版〕』 16 頁（弘文堂， 2017 ）。
16 金子・同上書 17 頁，増田・前掲注（ 1) 15 頁， 25 頁以下，金子宏「市民と租税」同
『租税法理論の形成と解明 上巻』 16頁以下（有斐閣， 201) （初出；加藤一郎編『現代
法と市民』（岩波書店， 196 ）。
17 なお，長崎年金二重課税事件において，第一審，控訴審，最高裁判決の見解がそれぞれ
異なるため，本章では，同事件の最高裁判決を肯定することを前提として論じる。同事件
の論考および評釈として，増田英敏「2つの最高裁判決の意義と射程－武富士事件と長崎
年金事件の検証」税弘 59巻8号 152 頁以下（201 ），志賀楼「相続税と所得税の「二重課
税」」税経通信65巻 1号31 頁以下（201 ），木村弘之亮「長崎年金訴訟／特約年金の相
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2 平成2 年最判の見解
平成 2 年最判では，相続税の課された年金払特約付きの生命保険契約に基づく保険
金年金受給権により支払われた年金は，「相続により取得するもの」と定めた非課税規
定に該当するか否かを争点とした事案である。
平成 2 年最判は，傍論であるものの，非課税規定の相続等により取得するものとは，
「相続等により取得し又は取得したものとみなされる財産そのものを指すのではなく，
当該財産の取得によりその者に帰属する所得を指すものと解される。そして，当該財産
の取得によりその者に帰属する所得とは，当該財産の取得の時における価額に相当する
経済的価値にほかならず これは相続税又は贈与税の課税対象となるものであるから，
同号の趣旨は，相続税又は贈与税の課税対象となる経済的価値に対しては所得税を課さ
ないこととして同一の経済的価値に対する相続税又は贈与税と所得税との二重課税を
排除したものである」 18と解した。
そして，相法に規定する有期定期金債権に該当する年金払特約付きの生命保険契約に
基づいて上告人（原告・被控訴人）に支払われる保険金（年金受給権）は，既に，みな
し相続財産として，将来受け取るべき年金を被相続人死亡時の現在価値に割り引し、た価
値に対して相続税が課されているとした。そのうえで，実際に受け取る年金の現在価値
の部分は，「相続税の課税対象となる経済的価値と同ーのものJに該当し，非課税規定
により所得税の課税対象とならないと判示した。他方で，最高裁判所は，現在価値部分
に対応する相続税の課税済みの部分は非課税規定により所得税の課税が許されないが，
年金払いで支払われる上記の現在価値を元本とした場合の運用益部分は，所得税を課す
ことを容認した190
続税と所得税の二重課税を取消し」租税訴訟学会編『租税訴訟第5巻』 13頁以下
(201 ），大淵博義「半lj批」税理53 巻 1号94頁以下（201 ），木山泰嗣「判批J税経通
信6 巻 1号158 頁以下（201) 前野悦夫「判批」税弘 54巻 14号145 頁以下
(206 ），渡透徹也「判批」（上）税経通信6 巻9号176 頁以下（201)' （下） 6 巻 1
号174 頁以下（201 ），古田孝夫「判批j ジュリ 1423 号10 頁以下（201 ），林仲宣＝谷
口智紀「半lj批J税弘58巻 13号 10 頁以下（201 ），佐藤孝一「判批J税務事例43巻4
号7頁以下（201 ），渡辺充「判批」旬刊速報税理29巻2 号，山本守之「判批」税弘 58
巻 10号105 頁以下（201 ），堀口和哉「判批J税務事例 39巻8号 16 頁以下（207 ），橋
本守次「判批j税弘 5 巻5号165 頁（207 ），岸田貞夫「判批」 TKC 税情 16巻4号158
頁（207 ），木島裕子「判批J50巻4号139 頁（207 ）参照。併せて，最判平成2年2月
17 日裁判集民 160 号219 頁，大阪高判昭和 5 年2月 29 日行集31 巻 2号316 頁参照。
18 最判平成2 年7月6日・前掲注（2) 128 頁。
19 米国では，一般原則として内国歳入法典 10 条（a）項に基づき，労働者の補償，養
老，事故，健康または生命保険契約より被保険者の死亡により一時金または他の方法によ
り支払払われる利益（金額）は，総所得から除外される。同条の適用は，被保険者の遺産
または受益者への支払いが行われたか否か等によりなされる。当該利益が，一時金以外の
方法により支払われた場合には，総所得から除外される金額は，死亡時に一時金により支
払われる金額を超えてはならない。 I.RC § 10 (a), Treas. Reg.§ 1.0 ・1. 死亡後
8 
つまり，非課税規定の趣旨を，相続税の課税対象となる経済的価値に相続税を課し，
その同一の経済的価値に所得税を課すことによる二重課税を排除したものと捉えたう
えで，上告人に年金の方法で、支払われる保険金の所得税の可否について判断した。この
見解を敷約するならば，同判決は，相続税と所得税の関係、を同一の基盤または同ーの次
元の租税と捉えたことになる。すなわち，相続税は，所得税の一種の特別税と捉えた20
こととなる。
そうすると，平成 2 年最判は 非課税規定の趣旨を，包括的所得概念を採用する法
の下で相続等により資産を取得した場合 「本来は相続人等の所得として所得税の課税
対象となるべきものであるが当該資産には相続税法の規定により相続税等が課される
ことになるので，二重課税排除の観点から相続税等の課税対象となる経済的価値に対し
ては，所得税は課さないこととしたものJ21と解し，第二の見解を採用した。そうする
と，非課税規定の射程が及ぶか否かは，所得税と相続税の両税の課税物件に包摂される
ものが理論的帰結として同一の経済的価値であるといえるか否かが判断の基準となる。
3 二重課税の意義
二重課税（double taxion, dual taxion, tax on tax ）の概念もまた，タックス・ミ
ックスと同様に法的定義がされていなし、。そのために，二重課税の概念は，様々な態様
で捉えられている。大別すると，第一に，租税法体系における個別税法ごとに区別して，
課税ベースごとに検証するもの，第二に，同一の納税義務者に重複して課税する法的二
重課税と同一の所得に重複して課税する経済的二重課税に区別して検証するもの，第三
に，前提条件として国境の存在があるものと無いものを区別したものと，三つに分類さ
れる20 とりわけ，本章では，非課税規定の主眼とするこ重課税の排除は，第一の二重
に，支払われるものであっても，一時金により実際に支払われる価額に等しい金額は，内
国歳入法典 10 条（a）項が適用されるが，その価格より生ずる利子については，総所得
に算入される。 I.RC. § 10 (c), (d) .なお，生命保険からの死亡時の利益は，（ 1 ）被
保険者の遺産として遺言執行者に支払われる場合と（2）被保険者である故人の保険金の
受益者が，故人の死亡時に，生命保険証書の所有権に基づく付随的権利 (incdets of 
ownership ）を有する場合に，遺産税の課税対象となる。 KEVIN M. YAMOT, SAMUEL 
A. DONALDSON, FEDR 品 WEALTH TRANSFER TAXES 93 (4th ed. 2016) .佐古麻里『米国
における富の移転課税』 128 頁以下（清文社， 2016 ）参照。
20 測・前掲注（8) 18 頁。
21 最高裁判決研究会「「最高裁判決研究会J報告書J1頁（201 年 10 月2 日）
(htp:/w.caog.jp/zei-cho/istry/209 ・
201/gijroku/zeicho201/ _icsFle/afilde/201/24zen8kai6.pdf, 2018 年3月
16 日最終閲覧）。なお，土地，株式等の増加益と定期預金の既経過利子等は，本質的に変
わることがないため，土地等については，取得価額の引継ぎ規定が明文化され，他方で，
定期預金の利子等に対する明文の規定がないことから，取得価格の引継ぎ規定と同様に立
法化すべきことが，指摘されていた（最高裁判例研究会・同書7頁）これを受けて，法67
条の4が立法された。
2 石村耕治「二重課税とは何かJ①税務事例46巻5号40頁以下（2014 ），②税務事例
89 
課税と第二の二重課税の範囲内にあると思料する。
税目の重複または二重賦課は，理論的に二重負担（法的二重課税または形式的二重課
税）と二重課税（経済的二重課税，実質的二重課税）の二つに分類される230
二重負担（double impostn ）は，同一（または単一）の課税権者が，その領域内で，
同一の納税者の同一の税源（所得，資本または財産）に対して複数の税目を二つ以上課
すことをいう24。例えば，所得が完全に捕捉できないことを前提として，ある納税者の
所得に対して課税を行い，さらに消費税を課す場合に，所得税だけを課税する場合より
も相対的に重課されることとなる。この二重負担は，公平の規範の下で正当化され，ま
た，納税者の経済的活動それ自体が複数の税目を課すことによって影響を受けるもので
もなし、から，効率の規範の下で許容されている250
二重課税は，単一の課税権者が複数の納税義務者を通じて同一の税源に課税する場合
と，複数の課税権者が同一の納税者に対して同ーの課税期間に，同一の経済的事象（課
税要件事実）に対して，同種（同一性または類似性を有する）の租税を二度以上課す場
合をいうおものと定義される。例えば，前者は，法人税法の下での法人税の法的性質の
議論を挙げることができる。法人税を所得税の前取りと解す法人擬制説に立った場合，
法人税の段階で法人の所得に対して課税し，その後，所得税の段階で受取配当である個
人所得に配当所得税額控除がされずに課税がなされることである。後者は，国家と地方
公共団体または国家間等により，同一の課税期間の同一の納税義務者の同ーの経済的事
象に同種の税が二重に課されるために，税負担が加重となってし、く場合が該当する。
上述した二重負担は，同一の課税権の行使による競合的重複負担であり，同一の納税
者または（および）同一の課税物件に対する重複課税または二重賦課としづ形態から成
っており，その範囲は二重課税の定義に比べて広い。とりわけ，複数の課税権者が前提
とされている二重課税の場合には，課税物件の経済的同一性および税負担効果の比較可
能性の二点が要点として挙げられている270
平成 2 年最判において，非課税規定により排除されるべきものとなった実質的・経
46巻6号49 頁以下（2014 ）。
23 増田英敏『リーガルマインド租税法〔第4版〕』 34 頁（成文堂， 2013 ）。
24 井手文雄『新稿 近代財政学〔第四改訂版〕』 381, 38 頁（税務経理協会， 1982 ），金
子宏「法人税の性質と配当課税のあり方」同『所得課税の法と政策』 420 頁以下（有斐
閣， 196 ）。なお，税源とは，「租税が，事実上，それにより支払われる所の源泉」（井
手・同書375 頁）をしづc
25 Joseph M. Dodge, A Demed Realizton Apl り，ach Is Caryove Basi (and Aη＂ds 
Most of the Problems of the Estae and Gift Tax) , 54Tax L.Rev 421, 426 (201) . 
26 井手・前掲注（24) 38 頁以下，金子宏「法人税と所得税の統合」同・前掲書（24)
429 頁，木村弘之亮「二重課税の概念J法研72巻2号1頁， 3頁， 8頁注記（9), (10) 
(19 ），奥谷健「相続税と所得税による「二重の負担」」立命 352 号 136 頁（2013 ）。木
村弘之亮教授の分類は，国際的二重課税に焦点を当てていることには，注意を要する。
27 木村（弘）・向上論文4頁以下。
nu Qd 
済的に同一の経済的価値に対する相続税と所得税の課税は，二重負担28と二重課税の二
者に分かれている。少なくとも，平成 2 年最判においては，非課税規定該当性の判断
において，少なくとも，相続税と所得税の納税義務者の同一性および課税物件の同一性
の基準を用いている。そうすると，租税法の体系において，所得税と相続税の納税義務
者と課税物件の重複の存在が明らかにされなければならない。
第4節 タックス・ミックス一所得税と相続・贈与税の関係
1 タックス・ミックスの意義
租税公平主義は，租税を個人の実質的な担税力に応じて公平に配分することを求める
原則であるD 同原則の要請は，納税者の適正な担税力を測定するための指標（標識）が，
存在して初めて実現しうる290
伝統的に，その指標には，①所得，②資産（wealth) ③消費の三つが支持されてき
た30 それらの担税力の測定指標は，各税目の課税物件を形成し，所得税法等のような
各個別税法を編成している。タックス・ミックス（tax mix ）を採用する我が国の租税
体系は，異なる担税力の測定指標を適切に組み合わせて，個人の実質的な担税力に応じ
た課税を指向している。租税法体系の下では，いずれかの税目一つに依存する手法では
なく，これらの別個・独立の各個別税法が相互に有機的に関連しながら，全体として一
つの租税法の体系を構築して，個人の実質的な担税力に応じた課税を実現している。
タックス・ミックスは，三種の脈絡の中で用いられていることから，その意味は，三
通りあるように思われる。第一に，各個別税法の間で均衡のとれた租税法体系を構築す
るために，所得，消費，資産といった担税力の測定指標を適切に組み合わせる31という
文脈である。この第一のタックス・ミックスは，課税物件の相違を基準として類型化さ
れた税目の長所と欠点を相互に補完し合うために，複数の種類の租税を適切に組み合わ
28 増田・前掲注（23) 34 頁。
29 増田・同上書2 頁以下。
30 金子宏「税制と公平負担の原則J同・前掲書（24) 4頁。
31 金子宏「シャウフO勧告の歴史的意義J同・前掲書（16) 235 頁，税制調査会「少子・高
齢社会における税制のあり方」 1, 2, 4頁（203 年6月）（以下，「平成 15年答申」と
引用する。），税制調査会答申「我が国税制の現状と課題－21 世紀に向けた国民の参加と選
択一答申」 13頁（20 年7月）（以下，「平成 12年答申Jと引用する0），税制調査会
「今後の税制のあり方についての答申－「公正で活力ある高齢化社会j を目指して－J
4, 7頁（193 年 1 月）（以下，「平成5年答申」と引用する。），税制調査会「税制の抜
本的見直しについての答申J4' 19 頁（1986 年 10 月）（以下，「昭和 61年答申Jと引用
する。），神戸正雄『財政皐大系』 409 頁（弘文堂書房， 192 ）。 JOSEPH BANKMAN, 
DANIEL N. SHAVIRO KIRK J. STARK, EDWARD D. KLEINBARD, FEDRAL INCOME 宝生XATION
49 (17th ed. 2017) . [herinaft cited as Bankman et al.J . 
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せる，としづ規範的な意味がある320
第二に，租税法体系においては，個人所得課税，法人課税等の直接税を基幹としたう
えで，個別消費税のような間接税等でこれを補完するとしづ文脈で用いられるお。この
第二のタックス・ミックスは，公平の要請や民主政治の理念等を目的としたシャウプ勧
告の下での個人所得税中心主義にも表れるように，国家の租税歳入の全体のうち，納税
義務者と担税者が一致する直接税の歳入と納税義務者と担税者が異なる間接税の歳入
の割合をどの程度にすべきか としづ意味である。この意味での間接税は，直接税の補
完税と位置付けられている340
第三に，各税目が租税歳入の全体の中でどれくらいの割合を占めているかという，あ
る国家の租税歳入の構造における各税目の相対的依存度または租税歳入の各税目の構
成比としヴ意味で用いられている350 これは，現状の租税歳入の全体の規模，その全体
の規模のうち税目ごとに占める構成比や特徴，諸外国もしくは過去との比較等の際に利
用されている。
主として，第一の規範的意味を有するタックス・ミックスは，担税力の測定指標の組
み合わせが適切か否かの判断基準となりこの判断を考量するための要素として，第二・
第三の意味でのタックス・ミックスが用いられているように思われる。
いうまでもなく，租税は，国家の資金調達の確保，富の再分配，景気調節機能として
の役割を果たしている。タックス・ミックスは，現実の執行可能性の確保を重視した租
税制度の下での立法技術の問題として租税の機能を理論の枠組みにとどまらせること
なく理論と実際に執行されている法律との羊離があることを前提に現実の歳入等に照
らして租税法体系の各税目の均衡を調整して租税の機能の実効性を確保する重要な役
割を果たしている360
もっとも，租税法体系における各税自の均衡を調整し租税法を定立する場合に，担税
力に応じた課税の出発点ともいえる担税力の測定指標が，政策的または租税の機能等の
32 金子・前掲注（15) 17頁，増井良啓『租税法入門〔第2版〕』 8頁（有斐閣， 2018)'
水野（忠）・前掲注（5) 16頁，渡辺智之「タックス・ミックスについてJ税研89頁128
号（206 ）。タックス・ミックスは，公平，中立，簡素の視点から評価される税制である
とする見解として，森信茂樹「抜本的税制改革以後の税制とシャウプ税制J租税28 号42
頁以下（20 ）。
3 大蔵省主税局編『REPORT ON JAPANESE TA.tXION BY THE SHOUP MISION VOLUME I 
シャウプ使節団日本税制報告書1巻』 9頁以下（194 ），金子・前掲注（31）同頁，水野
（忠）・前掲注（5) 17頁，平成 12年答申・前掲注（31) 24頁以下，平成5年答申・前
掲注（31) 8頁，昭和61 年答申・前掲注（31) 19 頁，税制調査会「「今後における我が
国の社会，経済の進展に即応する基本的な租税制度のあり方j についての答申J5頁以下
(1964 年 12 月）（以下，「昭和 39年答申Jと引用する。）。
34 森信・前掲注（32) 36頁。
35 金子・前掲注（31）同頁，水野（忠）・前掲注（5) 17 頁，渡辺・前掲注（32) 89 
頁，平成 12年答申・前掲注（31) 29頁以下，平成5年答申・前掲注（31) 7頁。
36 渡辺・向上論文91 頁以下，増井・前掲注（3) 81 頁以下。
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影響を受けているとしても，納税者相互間の平等権を保障する揺るぎない規範として憲
法 14 条 1項を法的根拠とする租税公平主義を根底に据えて判断がなされるべきである。
なぜなら，例え，国民の代表者である議会の承認を経た租税法規であったとしても，立
法過程で租税公平主義を度外視した租税法規が定立されたならば，納税者の聞に著しい
不公平をもたらし，租税法は，国家の歳入を確保するなどの目的を果たすためだけの道
具に帰することになるからである。それは，納税者の納税意識を鈍化させ，租税法規の
公平な施行を阻み，そして，納税者の申告納税に対する協力が得られない困難な状況に
陥る結果となり，租税制度の崩壊をもたらす。
そうすると，租税公平主義の要請を受けて立法化された租税法の下で，各個別税法は，
別個・独立の異次元の異なる課税物件に租税を課していると解すべきか，それとも，こ
れらの指標は実際に同一次元の異なる課税物件に租税を課し多くの点で部分的に課税
物件が重複している（overlap) 37と解すべきかが問題となる。
ここで重要な事は，租税法体系における担税力の測定指標は，個人の担税力に応じた
租税の配分を実現するための仲介的手段の目印であって，たとえ，その担税力の指標が，
客体または対象として物的に認識されるといえども，それは個人の担税力を測定するた
めの指標の一つで、あって，終局的に人に帰属し人に課税がなされるという点に留意すべ
きである380
2 所得税と相続・贈与税の位置づけ
タックス・ミックスを採用する租税法体系において，所得税の課税対象が包括的に構
成され，かつ，完全に捕捉されたならば，非課税規定がない場合に，各担税力の測定指
標の間で結果として少なからず重複しまうことは必然といえるのかもしれない。なぜな
ら，タックス・ミックスが正当化されるのは，個人の所得を総合的な担税力の指標とし
たとしても，単一の租税のみでは十分な税収をあげられないことの他に，所得を完全に
捕捉することが困難であるからである39。比較的捕捉率の高い給与所得者や新たに導入
された共通番号制度・マイナンバー制度によって担税力の測定指標の欠点が補われるに
つれて，所得の捕捉率に関する議論が精微化し，特定の所得に対する重複部分が明瞭化
されたならば，事後に租税法体系を調整することも必然的といえる40
37 Bankman et al, supra note (31) at 50. なお，同書では，へイグ・サイモンズの所得
の定義を例に挙げ，所得税の中には，消費税が包摂されていることによる重複を例に挙げ
ている。
38 WILIAM VICKREY, AGENDA FOR PROGRESIVE TAXTION 3・4(1947) . 
39 井手・前掲注（24) 378 頁以下，増田・前掲注（23) 2 頁。なお，その他に，租税歳
入の確保，租税徴収費用の極小化，富の再分配，効率的施行，租税の経済的中立性の確
保，納税者の納税協力の向上等が正当化根拠として挙げられるだろう。
40 納税者の権利・利益を保護する視点から，税務情報の収集と管理のあり方について検討
したものとして，金子宏「税務情報の保護とプライバシ一一納税者番号制度を視野に入れ
て－J・前掲書（24) 231 頁以下。
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所得に対する課税と相続等に対する課税の関係については，非課税規定を基軸にすれ
ば，上述のように同ーの次元にあるとする見解と異次元にあるとするこつの見解がある
が，所得と相続の位置づける手法としては，少なくとも，三つの見解に整理することが
できる410 第一の見解と第二の見解は，所得を故人の総合的な担税力の指標とみている
と解される。
第一の見解は，包括的所得概念を採用する所得税の下で，その課税対象として相続お
よび贈与により取得した経済的価値を含める見解である42。これによれば，相続税と贈
与税は，所得税の一部として所得税の枠内の課税対象たる所得を構成する。贈与者の
贈与は，所得を生み出すための費用ではなし、から，贈与者は控除することができない430
また，贈与が分割して行われた場合に，課税年度としづ区切りを有する所得税の下で
は，基礎控除や段階税率の低い部分を繰返し用いることになり，適切に巨額の富を把握
することが困難となる。そのため，所得の的確な補足のための所得税の補完税として所
得税の枠外で移転者の活動または物を対象として累積的相続税を維持しながら，所得税
の枠内で相続・遺贈，贈与により取得した所得に課税する，というこ段階の構造を有す
るならば総合累進課税と富の再分配に資するとする40
この見解の下では，相続等により取得した経済的利得を除外しない包括的所得概念を
採用した所得税を基盤に据えたうえで，さらに所得税の一種の補完税（下記のストック
に対する税）を用いることで，担税力に応じた租税の配分を指向する。完全に所得が補
足されることを前提とした包括的所得概念を採用する所得税と別次元で相続税等の租
税を用いているため，そもそも担税力の測定指標が重複する可能性を前提にしている。
第二の見解は，非課税規定の趣旨に関する第二の見解と同様に，包括的所得概念を採
用する所得税を中心とし，かつ，所得が包括的に構成されることを前提として，相続等
により取得した経済的価値を取得税として構成したうえで別建てで相続税等により課
して，両税を一対として，所得を取得した者に課税するものである450
この見解によれば，両税を一対として納税者に帰属する包括的に構成された所得に対
する課税の完全性を指向する。所得税と相続税の位置づけは事前に所得税が相続等に
より取得した経済的価値を除外する制限的所得概念を採用したうえで，相続税により相
続等による源泉から取得した経済的価値に対して課税する方式と，所得税において包括
的所得概念を採用し相続税において相続等の源泉から取得した経済的価値に対して課
41 測・前掲注（8) 15 頁以下参照。
42 HENRY C. SIMON, PERSONAL INCOME TAXION 56・57, 126,08 (1938,6th 
Impresion 1970) . 
43 Marjoie E. Kornhause, The Constiual Meanig of Income and the Income 
Taxtion of Gift, 25 Con. L. Rev. 1, 28 (192) . 
4 Simons, supra note (42) at 143 ・145,2 ・21. 渋谷雅弘「相続税・贈与税の累積的課
税J稲葉馨＝亘理格『行政法の思考様式』 596 頁以下（青林書院， 208 ）。
45 金子・前掲注（12) 168 頁，柴由花「相続税と所得税の統合一課税ベースからの考察
一」横浜国際社会科学研究8巻1号87頁以下（203 ）。
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税し，事後に重複部分を除外する方式が考えられる。この見解は，所得税の課税対象を
事前と事後により調整する方式であるが同次元の租税を別々の枠組みで課す方式とい
える。
したがって，所得税と相続税の課税根拠および課税物件は同ーのものであるから，所
得の帰属者が所得税と相続税で同一であり，同一の経済的価値であることが特定される
ならば，非課税規定が適用され46，いずれかの税目の下で排除されることとなる。
第三の見解は，フローに対する課税とストックに対する課税に分けたうえで，所得税
と消費税をフローの類型に，財産税（proety taxes ），富裕税（net worth taxes ），資
本課税（capitl levis ），承継税（suceion taxes ）を資本と財のストックの類型に分
類して別建てで課税する方式である470 フローは，一定期間における金銭または財そし
て役務の流入に着目し，ストックは，一時点における納税者に帰属する資本と財の蓄積
に着目したものである480
この見解によれば，担税力の測定指標が，終局的に人的要素に帰結することを前提に，
所得を唯一の総合的な担税力の指標と捉えるのではなく，所得税と遺産・相続，贈与税
の二類型に分けて別次元の租税を課すことで総合的な担税力を測定することを指向し
ている49。つまり，相続税等は，所得税の枠外で別個に移転者の活動またはその物（財
産の価格）を対象に課税をなす50。所得税と別枠で課税する理由は，贈与と遺贈は単な
る移転や所得をもたらすものではなく，また，承継税がほとんど勤労意欲を阻害するこ
46 馬場陽「キャピタル・ゲイン課税と所得税法9条1項目号」税務事例 48巻9号40頁
(2016 ）。
47 Vickrey, supra note (38) at 4. ヴィックリーの承継税には，遺産（esta ），相続税
(inhertac ），贈与（gift ）に対する課税が包摂されているため，ここでは承継税という
訳語をあてている。シャウプ勧告は，承継税として相続税を捉えて（大蔵省主税局編
『REPORT ON JAPNES T広 ATION BY THE SHOUP MISON VOLUME II シャウプ使節団
日本税制報告書2巻』 153 頁以下（194 ）），譲渡所得（capitl gain ）以外の財産（例え
ば，現金（cash ））に対する課税としている（大蔵省主税局編・前掲注（3) 92 頁）。
48 もっとも，この二類型の下では，フローに対する課税が所得そのものと捉えられている
が，サイモンズの定義では，ストックの評価を媒介として所得が定義づけられていること
から，所得の測定の前提としてストックの評価があるという，差異には注意を要する（辻
山栄子『所得概念と会計測定』 70頁以下（森山書店， 19 ）。 JOSEPH M. DOGE, 
WENDY C. GERZOG, BRIDGET J. CRAWFORD, FEDRAL TAXES ON GRATUITOUS TRANSFERS 
LAW AND PLANING 20 (201) . [herinaft cited as Dodge et al.] . 
49 Vickrey, supra note (38) at 12-3. 神野直彦「シャウプ勧告における資産課税J租税
12 号36 頁（1984)' ｛持lj .前掲注（8) 16 頁D
50 Simons, supra note ( 42) at 128. 所得税が人に課税されることに対して，個人とは別
の法主体（enties) （法人実在説に立つ法人税），取引（売上税），物（財産税）に対する
税は，一一般的に特定の個人とは関連がなく，これらの物等に対する税については，その課
された税の終局的な担税者が，公平の議論に焦点を当てられるように比較可能な複数のそ
れらの税が課される担税者の状況のような合理的正確性を持って特定可能でない限り，公
平の視点からの議論はほとんど；意味を持たないとする見解もあるc Dodge et al, supra 
note (48) at 72. 
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となく機会の平等を促進し歳入を獲得することができることが挙げられている510 この
見解の下では，担税力という同一の基盤を用いながらも，フローとストックという別々
の次元の租税を課すことにより，納税者の担税力に応じた課税を可能にする。
フローとストックの区分を前提になされる課税は，相続等に起因する資産の移転によ
り資産を取得した時にその資産の価額（現在価値）を対象としてストックに対して課税
し，その後，その資産を運用することにより，将来，当該資産が生み出す手IJ得（将来価
値から現在価値を控除した運用益）を対象としてフローに対する課税することを想定し
ている。当該資産の運用益部分にのみ課税をすることは，二重課税が生じないことは明
らかであるが，仮に，将来価値に対して課税する際に資産の現在価値部分が控除されな
いならば，必然的にその将来価値の運用益部分を除いた現在価値部分は二重課税となる
520 しかし，あくまで，将来価値に対する課税は，現在価値と将来価値のように元本と
運用益があることを前提として重複する価値が特定可能な場合に限定されることとな
る。
もともと，平成 2 年最判以前までは，「資産を相続した際に相続税が課税され，さら
に相続人がその資産を譲渡すれば被相続人の取得価額を基として所得税が課されるこ
とと同じ問題であって，所得税と相続税とは別個の体系の税目であることから，両者間
の二重課税の問題は理論的にはないものJ53と捉えられており，年金受給権に相続税が
課税され，その後，相続人が年金受給権に基づき支払われた年金に対しては，所得税が
課税されることが前提とされていた。
他方で，別々の論拠または基盤に基いて課税する場合，そこでは，別次元の租税を組
み合わせて，全体で担税力に応じた課税または租税の機能等の政策目的を達成しようと
するため，つなぎ目の重複を特定し排除することが非常に困難（またはおよそ不可能な
もの）となる。したがって，平成 2 年最判以前の非課税規定は，相続・遺贈，贈与に
対する税を所得税の別次元の租税であること確認的に規定したものと解すことも可能
であっただろう。平成 2 年最判以前は，所得税と相続税は別次元の租税と捉えること
が可能である。そうすると，租税法体系における重複部分の有無は，各個別税法の課税
根拠を何に求め，何を課税対象としているのかが鍵となる。
51 Vickrey, supra note (38) at 20. 
52 中里・前掲注 (14) 21 頁以下。シャウプ勧告において，我が国の戦後のインフレーシ
ョンの下での貨幣価値の下落による評価損益は，所得税や債券の評価の際に事実上考慮、さ
れていないことから，紙面上の損益として捉えられている。貨幣価値の変動（増減）に対
応するために，課税年度ごとに資産の再評価を前提として，減価償却資産については，紙
面上の利益（paer gains ）を除外するために，再評価差額6パーセントに課税して調整
し，それ以外の土地等の資産の処分による譲渡所得（損失）は，課税年度ごとに調整を行
わないが，それらの調整額は，処分時の申告に含められることとしている（大蔵主税局
編・前掲注（3) 92 頁，大蔵主税局編・前掲注（47) 123 頁以下）
53 税制調査会「所得税法及び法人税法の整備に関する答申」 61 頁 (1963 年 12 月）（以
下，「昭和 38年答申Jという。）。
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3 相続税の性質と課税方式
相続税を所得税との関連で構成する場合には，大別すると統合型と分離型の二つに分
類することができるが，以下では三つに分類する54。第一の見解は，所得税の課税対象
を包括的に構成し，相続等による財産の取得も含めて相続税を統合し，同次元で課税を
なすとしづ方法である。この見解は，包括的所得概念を採用する所得税の下で，同じ枠
内で相続等による財産の取得を課す（遺産取得税方式）ことから，調整する場合には所
得税の枠内で調整される。
第二の見解は，相続税は，包括的所得概念を採用する所得税とは別の目的を加えて，
遺産税または遺産取得税などにより別枠で，所得税と別次元の租税を課す方法である。
包括的所得概念を採用する所得税を採用し，さらに，富の再分配の促進のために相続税
を採用することが考えられる。例えば，みなし譲渡所得課税がなされる場合において，
相続により取得した財産を移転した場合に，その財産の移転に係る被相続人の所得に対
しては所得税が課され，被相続人から財産を取得した相続人に対しても相続税が課税さ
れ，所得税と相続税が同時に両面で課税がなされる5，との見解に親和的である。
第三は，包括的所得概念を採用する所得税の下で，所得税と向次元または異次元の相
続税を別の目的を加えたうえで別枠で遺産税方式あるいは遺産取得税方式により課す
こととし所得税との調整を図る方法である。例えば，包括的所得概念の下では，相続
または贈与による所得は所得税が課されることとなるが，相続についてはその特異な原
因，考慮すべき人的事情，財産評価の困難性，相続人の財産の取得および被相続人の遺
産総額に着目して担税力を考慮することに鑑み，所得税とは別次元で相続税の体系があ
るという考え方56が，この見解に親和的である。
我が国では，相続税を別枠で課税していることから，相続税の目的を確認する必要が
ある。相続税の課税根拠には，①租税歳入の確保57と並んで，②偶然の理由による遺産
の取得による取得者の担税力の増加58，③格差是正・富の再分配59，④所得税の補完税
54 関口智「相続税・贈与税の理論的基礎：シャウプ勧告・ミード報告・マーリーズレビ、ユ
ーj税研 15 号2 頁以下（201 ）。
5 渋谷雅弘「相続・贈与と譲渡所得課税J日税50号 147 頁， 165 頁注（ 1) (20) 
56 昭和 38年答申・前掲注（53) 6頁。
57 来栖三郎「相続税と相続制度J雄川一郎編『公法の理論（中）』 765 頁， 7 頁（有斐
閣， 1976 ）。
58 平成 12年答申・前掲注（31) 290 頁，税制調査会「相続税制度改正に関する税制特別
調査会答申J14頁（1958 年 12 月）（以下，「昭和32 年答申」としづ。） 水野正一「資産
課税の理論と課税根拠－資産課税の概念とその根拠 」同編『資産課税の理論と課題』 17
頁以下（税務経理協会， 205 ）。
59 税制調査会「平成23年度税制改正大綱」 15頁（201 年 12 月），平成 15年答申・前掲
注（31) 10頁，平成 12年答申・前掲注（31) 14, 290 頁，昭和61 年答申・前掲注
(31) 20頁，平成5年答申・前掲注（31) 41 頁，税制調査会「今後の税制のあり方につ
いての答申」 9頁（1983 年 1月）（以下，「昭和58年答申Jという。），昭和 32年答申・
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としての被相続人の生前所得の清算課税60 ⑤被相続人が生涯にわたって社会から受け
た給付に対する負担を死亡時に清算する資産の引継ぎの社会化61が一般的に承認され
ている。相続税は，複合的な論拠により課税が正当化されているが，その中でも，相続
税の課税根拠としては，①租税歳入の確保と③格差是正・富の再分配の根拠が相続税全
体に及ぶ課税根拠であると解されるが，我が国では，②偶然の理由による遺産の取得に
よる担税力の増加の論拠が最も重視されている620
相続税は，いずれの根拠を重視することにより課税方式が異なるといえる。相続税の
課税方式は，大別すると遺産取得税方式と遺産税方式の二つに分類することができる630
第一に，遺産取得税は，相続によって取得した財産（富）に対する租税であるから，
財産税の一種ではあるが，本質的には，特別な基礎控除や税率構造を採用する特別所得
税とする見解である64。これによれば，相続財産に対して所得税とは別の税目（別枠）
で課税することとしているのは，小規模な相続財産に軽課し，大規模な相続財産に重課
するとともに，巨大な富の集中を排除することを目的とするためであるべしたがって，
前掲注（58) 2頁， 14頁，水野（正）・向上書 15頁，来栖・前掲注（57) 765 頁，藤田
晴「取得課税のあり方－相続税を中心に－」税研56 号 16頁（194) 0 
60 昭和 61年答申・前掲注（31) 20 頁，平成 12年答申・前掲注（31) 14, 290 同頁，平
成5年答申・前掲注（31) 41 頁，昭和 58年答申・前掲注（59) 9頁，水野（正）・前掲
注（58) 17 同頁，藤田・向上書 16頁。相続税は，相続人は納税義務者であるものの，被
相続人の生前中に獲得した富に所得税を課し，死亡した被相続人の人生の終駕で蓄積した
富を二重課税されて課税関係を清算するとしている見解として，末永英男「最高裁判決
「長崎年金二重課税事件J批判j会計専門職紀要2号 30頁（201 ）。相続税の基礎控除以
下であれば，相続人等の担税力の増加，被相続人の保有期間中の資産の増加益に対する清
算課税，富の再分配としての機能が働いていないと指摘されている（柴・前掲注（45) 85 
頁以下）。
61 野口悠紀雄「相続税の理論的基礎J・前掲書（58) 164 頁以下，平成 12 年答申・前掲注
(31) 290 頁。税制調査会「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」 26頁（207 年 1
月），昭和 32年答申・前掲注（58) 2頁。
62 渋谷雅弘「相続税の本質と課税方式J税研23 巻6号 23頁（208 ）。岩崎政明「相続税
を巡る諸問題J・前掲書（58) 185 頁は 最も重要視されるものは富の再分配機能である
としている。遺産の取得に対する担税力の増加以外の課税根拠に対しては，課税後に形成
された財産から再度徴収することおよび＼そして財産権保障の観点から矛盾しており，合
理性がないとの批判がある（奥谷健「相続税の課税根拠と課税方式J税法561 号257 頁以
下（209 ）。
63 相続税の課税方式の長短を課税の公平の見地から分析する文献として，昭和 32年答
申・前掲注（58) 17 頁以下，岩下忠吾「相続税を検証するj 日本租税理論学会編『相続税
制の再検討』 93頁以下（法律文化社， 203 ）。
64 金子・前掲注（12) 168 頁，三木義一「よくわかる税法入門〔第 12版〕」 251 頁以下
（有斐閣， 2018) 奥谷・前掲注（26) 1 頁。松沢智教授と水野忠恒教授は，遺産取得
税方式は，相続税負担における課税の公平をも含められている（松沢智「相続税に関する
「税政策学JJ租税23 号50 頁（195 ）水野忠恒「相続税の意義と根拠」日税61 号 17 頁
(201 ）。
65 金子・前掲注（12) 169 頁，藤田・前掲注（59) 17 頁。
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同方式の下では，②偶然の理由による遺産取得による担税力の増加に対する課税と調和
する60
遺産税は，納税者の経済的な富の増減に関わる所得とは区別され，故人の生前中の資
産の増減または残余額（remainde ）が幾らであるかに関わらず，故人の死亡により遺
産を残すという形で移転（処分）された資産（富）の総額を取り込むことにある67。し
たがって，相続税を財産の移転倒と解する遺産税は，所得税と同次元にある租税ではな
いこととなる69。遺産税方式は，④所得税の補完税として被相続人の生前所得の清算課
6 三木・前掲注（64) 25 頁，渋谷・前掲注（62) 23 頁。また，松沢智教授と水野忠恒
教授は，富の再分配に調和すると述べられている（松沢・前掲注（64) 51 頁）水野
（忠）・前掲注（64) 18 頁）。三木義一教授は，①遺産取得税方式を，相続人と被相続人
の親疎に応じて差異を設けるあるいは配偶者や子供等の家族共同体を形成する者に対し軽
減税率を家族主義的取得税として構成され，②純粋な調整のない遺産取得税方式を個人主
義的取得税として構成され，③個人主義的取得税の下で取得者が有していた財産を含めて
担税力を測定する方式を負担能力重視型取得税とし ④資産の少ない者への配分を促進し
富の再分配を重視するために，一定以上の資産を既に有している相続人に対して，通常の
相続税率に加えて資産の価額に応じて一定の税率を加算してし、く方式を再分配促進取得税
として構成されている（三木義一「相続税の基本原理の法的検討」租税 23号5頁
( 195 ）。
67 渋谷・前掲注（62) 23 頁。
68 木村幹雄「相続課税制度とみなし譲渡J愛知大学経済論集 16 号 193 頁（204 ）。
69 BORIS I. BITKER LAWRENCE LOKEN FEDRAL TAXTION OF INCOME ESTAES AND 
GIFTS ，明41. 4. 2 at 41・38 (3rd ed. 20) . [herinaft cited as Bitker&Lon._ . 
米国では，個人の無償の富の移転のエクサイズ（excis ）に課税される富の移転課税が採
用されている。エクサイズとは，（煙草税のような）財の製造，販売あるいは利用または
（免許料あるいは弁護士活動の報酬のような）業務あるいは活動または財産の移転といっ
た取引（transcio ）に対して課される税であり，相続による世代間の移転のような事象
(evnt ）に対して課される税である。 BRYAN A. GARNE, BLACK ’S LAW DICTONARY 58 
(7th ed. 19) .渋谷雅弘「遺産移転課税（遺産税，相続税，贈与税）と資産評価（一）
ーアメリカ連邦遺産贈与税上の株式評価を素材として 」法協 10 巻9号 1340 頁
(193 ），佐古・前掲注（19) 48 頁，川端康之「アメリカ合衆国における相続税・贈与税
の現状」日税 56 号21 頁（204 ），高野幸大「遺産税方式の問題点に係る若干の考察－ア
メリカの連邦遺産税制度を素材として－J日税61 号 287 頁（201 ）。富の移転課税制度
は，移転者および移転者の遺産ないしは移転者あるいは移転者の遺産のいずれかに課され
る。同制度の下では，無償の富の収入に対して課税する相続税や年度のような規則的な基
準に基づいて課される所得とは区別される。遺産税は，個人の死亡にだけ課税されるもの
で，死亡の機会に課される税ではない。また，富の移転課税制度は，遺産税，贈与税およ
び世代跳躍移転税を一体とした富の移転に課される租税である。生死を契機として切り分
けることが不適切であることを踏まえると，唯一，無償の富の移転の機会にだけ課される
制度が，富の移転課税制度と解されている。 KEVINM.Y 品 t側 OTO&S 品 WELA.
DONALDSON, FEDRAL WEALTH TRANSFER T~X 37, 52・54, 341 (4th ed. 2016) .端康之教
授は，遺産税は世代間で移転それ自体を課税対象としていることから，必ずしも所得税の
補完税としての位置づけられるものではないことを指摘されている（）｜｜端・同書 37 頁）。
来栖三郎教授は，相続税と贈与税を「財産無償移転税又は財産無償取得税」（来栖・前掲
注（57) 756 頁）と位置付けられている。
9 
税と，⑤被相続人が生涯にわたって社会から受けた給付に対する負担を死亡時に清算す
る資産の引継ぎの社会化と調和する70
我が国の相続税制度71は，日露戦争の最中である明治 38年に，戦費を調達するため
の歳入減のーっとして家制度を中心とした遺産税制度を創設した。家督相続に軽く，遺
産相続には重く，親等の差異により税負担も異なっていた。昭和 2 年に家督相続の廃
止に伴い，被相続人の遺産総額を課税標準とし，被相続人と相続人との親疎に応じ，親
等に近い者には軽く，遠いものは重く課された。昭和 25 年のシャウプ勧告に基づき，
承継税（suceion tax ）は，「不当な富の不当な集中の蓄積を抑制し，同時に国庫への
貢献を生み出す」 72ことを目的として，各相続人の間に公平に租税を配分することとな
る遺産取得税制度に改められた73。昭和 3 年の改正74により相続税は，遺産総額を基礎
として債務控除等を行し、課税価格を算定（相法 1 条）して基礎控除を行し、（相法 15
条），相続人が民法（90 条および 901 条）の規定により法定相続分としづ客観的な係
数を用い，それに応じて取得したものと仮定して各人の相続税額を算出し（相法 16条），
そのうえで相続税の総額を実際に取得した遺産の価格に応じて按分し負担すべき相続
税額を算定する（相法 17 条）遺産・取得折衷（法定相続分按分）方式ともいうべき遺
産取得税方式が採用され，今日に至っている750
我が国では，遺産税と遺産取得税の折衷方式を採用しているため課税方式に着目し
70 松沢・前掲注（64) 51 頁，三木・前掲注（64) 251 頁以下，渋谷・前掲注（62) 23 
頁，奥谷・前掲注（62) 260 頁。三木義一教授は，遺産税方式を，①調整を行わない純粋
な遺産税のほかに，②相続税の重複課税による財産減少を避ける目的で、被相続人の遺産の
うちその者が相続により取得した分を控除し，被相続人の代に増加した部分のみを遺産税
の課税対象とするものを相続増加税として構成され，③被相続人の形成した資産には低率
を，一世代前の者の形成した資産には高率を，それ以前の世代が形成した財産は 10% の
税率を適用し，適用税率が変更する遺産税方式を世代的累進相続税として構成されている
（三木・前掲注（6) 4頁以下）。
71 来栖・前掲注（57) 75 頁注記（ 1)' 7 頁以下，三木・前掲注（6) 6頁以下，昭
和32年答申・前掲注（58) 15頁。
72 大蔵主税局編・前掲注（47) 143 頁。
73 大蔵主税局編・前掲注（47) 14 頁。金子宏教授は，富の再分配に加えて，相続財産の
額に応じて税負担が相続人の聞に公平に配分されることから担税直に応じた課税に適合す
ると評価されている（金子・前掲注（15) 624 頁）。
74 改正の目的は，第一に，遺産分割の仮装による租税回避を防止すること，第二に，単独
または少数の相続人により相続される場合，その負担は過重となること，第三に，相続税
負担が個人生活の経済的基盤を脆弱にし，納税者の誠実な申告と円滑な税務申告を困難に
していることにあった（昭和 32 年・前掲注（58) 1頁以下）。これの改正の第一の理由に
対しては，今日の税務執行体制から妥当しないこと，第二の理由に対しては，相対的重課
ではなくむしろ公平であること，第三の理由に対しては，課税方式の問題ではなく基礎控
除の問題であると指摘されている（三木・前掲注（6) 12頁以下）。
75 三木・前掲注（6) 6頁，増田・前掲注（23) 165 頁参照。正当かっ国民の容認できる
相続税の課税根拠は，未だに見出されていない（小池正明「相続税の再検討－現行相続税
性の実務上の問題点」日本租税理論学会編・前掲注（63) 7 頁）。
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て，所得税と相続税を位置づける場合，相続税は，所得税の補完税としての要素を含み
うるが，だれの所得税の補完をしているのかについては，明確に答えを出すことができ
ない76。歴史的変遷を見るならば相続税の補完税としての性質は，租税歳入の確保と
富の再分配としての目的が打ち出され，その後で付け足された正当化根拠とみることが
できる。
結局，相続税の課税物件を相続または贈与を原因とする財産の取得した者に対して課
される租税（相法1条の3，同法1条の4）と解した場合には，収得税として補完税に
なるが，相続または贈与を原因として取得した財産または移転に対する租税（相法2条，
相法2条の 2）と解する場合には，財産税の一種となる70 もっとも，現行相続税は，
シャウプ勧告より承継されてきたと解すならば，所得税とは別枠で別次元の財産税とし
ての性質を有するが，遺産取得税方式を採用している点では，取得者に着目して，財産
の取得により担税力の増加を測定しようとしている，としづ意味では，財産税と収得税
の折衷方式を採用しているということができょう 780
少なくとも，平成 2 年最判以前から，相続税と所得税の区別に直接言及するもので
はないが，「相続税は，相続により無償で取得した財産に担税力を見出す財産税，譲渡
所得税は，所有資産の価値の増加に担税力を見出す収得税であって，その課税根拠を異
にして」 79おり，所得税と相続税は別次元の租税であって二重課税は生じないと裁判所
は解している。担税力の概念が究極的には人的側面と切り離せないことや我が国の租
税法体系において特に相続税の位置づけが明確でないことからすると，二重課税の捉え
方にも左右されるが，一概に重複しないと断じることは困難で、あるのかもしれない。
第5節 非課税規定と取得価額の引継ぎ規定の競合
1 非課税規定と取得価額の引継ぎの適用をめぐる裁判例
76 高野幸大「相続税の存在意義等の法的検討」日本租税理論学会編・前掲注（63) 6 
頁
7 金子・前掲注 (15) 14頁，同頁4）。
78 岩崎政明「不動産に係る多重課税の排除についてj新法 123 巻 1 ・12 号105 頁
(2017 ）。折衷型を取りながらも，平成2 年最判により，被相続人の所得課税の清算の比
重が高められたとする見解として，伊藤雄太「所得税法9条1項 16 号の解釈についての
一考察－最高裁平成2 年7月6日判決の射程一」税法579 号21 頁（2018 ）。これに対
し，相続税は相続人に課されるものではなく，死亡した被相続人の人生最後の富の清算と
して課税されるものと捉える見解として，
末永英男「最高裁判決「長崎年金二重課税事件」批判JJ 会計専門職紀要2号30頁
(201 ）。
79 名古屋地判平成 1年 10月29 日税資245 号150 頁。名古屋地判の見解は，大阪高裁平
成 12年 1月29 日（税資249 号72 頁）判決で是認されている。
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タックス・ミックスを採用する租税法の下で，所得税と相続税の関係を考慮、に入れ，
所得税の非課税規定の射程が及ぶか否かを争点とした興味深い下級審の裁判例が現れ
た。下記の各事案は，平成 2 年最判の非課税規定の解釈を起点として，所得税におい
て課税対象となるキャピタル・ゲイン（capitl gains ）と相続税の課税対象となる課税
価格が同一の課税対象に課税しているのか否かを検討するのに格好の素材を提供して
いる。
法59 条 1項は法3 条 3項の別段の定めとして資産を無償で移転したときに，そ
の時の時価で資産が譲渡されたものとして収入金額を擬制している。法 59 条 1項と表
裏の関係にある法 60 条 1項は，法 3 条 1項の増加益清算課税における課税のタイミ
ングの例外規定として，取得価額の引継ぎの手法により課税を繰延べている。この課税
が繰延べられた被相続人の保有期間中の資産の増加益を，相続人が当該資産を収入金額
が顕在化する法 3 条 3項に該当する手法で譲渡した際に，相続人に取得価額を引継が
せる手法で取り戻すことなる被相続人の保有期間中の所得は，相続税と所得税による同
一の経済的価値に対する二重課税を排除する非課税規定により排除されるか否かであ
る。
そこで，以下では，下記の（ 1 ）東京高裁平成 25 年 1 月 21 日判決80 （以下，「第一
事例」としづ。）と（2）東京高裁平成26年3月 27 日判決81 （以下，「第二事例j とい
う。）を順次整理し，租税法の基本原則の視点から検討することにより，所得税と相続
税の関係における問題点を明らかにしたい。
( 1 ）第一事例
( i ）事案の概要
本件は，控訴人 X （原告）が平成 19年 10 月 7日に Xの父の死亡に基づき相続によ
り取得した不動産を 平成 21 年7月 31 日に譲渡したが 当該不動産の譲渡に係る譲
渡所得のうち，取得価額の引継ぎ規定により Xが承継することとなる亡父の保有期間
中の増加益に相当する部分については，非課税規定の適用により，所得税が課税されな
し、か否かを争点とした事案で、ある。Xは，取得価額の引継ぎ規定により承継した亡父（被
相続人）の保有期間中の増加益は，既に相続税により相続により取得した被相続人の保
有期間中の増加益を含む資産の時価（相続により取得した所得）により課税されている
ため，同一の経済的価値への二重課税を排除する非課税規定に該当し，所得税が課され
ないと主張した。
第一審82は，包括的所得概念を採用する所得税法の下では，本来は相続等により被相
続人から取得する財産（相続人に帰属する所得）として所得税の課税対象となるが，本目
80 東京高判平成25年 1月 21 日裁判所HP，税資263 号順号 12390
81 東京高判平成26年3月27 日税資264 号）｜頃号 12430
82 東京地判平成25年6月20 日裁判所HP，税資263 号！｜頃号 12380
102 
続により取得する財産は，相続税の課税対象となるため，「相続人等が被相続人等から
相続等により取得する所得に所得税を課すときには，実質的には同一の経済的価値に対
する相続税又は贈与税と所得税との二重課税」を排除するために，非課税規定が設けら
れている。そして，増加益清算課税説に立つ譲渡所得課税制度の下で、取得価額の引継
ぎ規定は，「相続税の課税対象となる当該資産の相続開始の時における価額に相当する
経済的価値の中には，被相続人の保有期間中に抽象的に発生し蓄積された資産の増加益
が未実現のまま含まれているということができるが，相続税の課税対象が，相続人が相
続により取得した財産の経済的価値であるのに対して，上記譲渡所得に対する所得税の
課税対象となる被相続人の保有期間中は，－－－…資産の値上がり益として抽象的に発生し
蓄積された資産の増加益（被相続人がその資産を譲渡していれば被相続人に帰属すべき
所得）が相続人によるその資産の譲渡により実現したものであるから 当該資産の譲渡
により相続人に帰属する所得に所得税を課したとしても，実質的に同一の経済的価値に
対する相続税と所得税との二重課税が行われることとなるとまでいうことはできjず，
取得価額の引継ぎの方法を採用する所得税法の下では相続税の課税対象となることと
は別に，相続人に対する所得税の課税対象となることを予定していると判示し， Xの請
求を棄却している。
（並）判旨
控訴審判決は，原判決を引用し，下記のように付言したうえで，控訴を棄却した。
「（ 1 ）議論の便宜上，被相続人Aが価額80 で購入した土地につき，その価額が 10 と
なった時点で， Aが死亡して相続により相続人Bがこれを取得し，その後， Bがこれを
他に価額 10 で売却した（Aの保有期間中の増加益は 20, Bの保有期間中の増加益は
10）としづ事例を想定し，この事例について検討する。」
( 2）所得税法においては，「包括的所得概念を採用し， BがAから相続により取得し
た価額 10 は，本来， Bの所得を構成し，所得税の課税対象となるはずのものである。
しかし， Bは相続により取得した価額 10 に対して相続税を課される…・ーことから，
これに所得税を課すときは，実質的には同一の経済的価値に対し所得税と相続税の二重
課税をすることになるjため，非課税規定が置かれている。
本来，譲渡所得課税の趣旨に合致するみなし譲渡課税制度を採用すれば，相続による
資産の移転時に，「Bに10 に対する相続税が課されるほか， Aにその保有期間中の増
加益である 20 に対する所得税が課され（もとよりその納税義務は相続人が承継する。），
さらに， Bが他に売却したとき， Bにその保有期間中の増加益 10 に対する所得税が課J
すこととなるが，現行法は，取得価格の引継ぎを採用している。すなわち，上記「事例
では，相続時においては， Bに10 に対する相続税が課されるだけであって， Aに課さ
れるべきその保有期間中の増加益 20 に対する所得税の課税は繰り延べられ，その後，
・・・Bが当該土地を他に売却したとき， Bに， Aの保有期間中の増加益 20 とBの保有
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期間中の増加益 10 との合計 30 に対する所得税が課されるが，そのうちAの保有期間
中の増加益 20 に対する部分は，本来相続時にA~こ課されるべきものが繰り延べられて
いたという性質を有するものであって，相続人であるB固有の所得に対する課税ではな
く，被相続人であるA固有の所得に対する課税の繰延べとみるべきものである。
他方， Bに課される相続税は，もとより Bが相続により当該土地を取得したことによ
るB固有の経済的利得（10 ）に対するもので・・…・， Bに課される 10 に対する相続税
とAの保有期間中の増加益 20 に対する所得税とが，実質的に同一の経済的価値に対し
て二重に課税するものであるとはいうことができない。
本件非課税規定は，上記（ 2 ）の場面において適用されるものであって， Aの保有期
間中の増加益に対する所得税の課税の場面では適用されない。Jrなお，相続人が相続に
より資産を取得することによりその者に帰属する所得について，被相続人がその資産を
保有していた期間中の増加益が含まれると解釈する余地があるとしても，所得税法は，
保有資産の増加益に対する課税について，……課税を繰り延べる方式……を採用したの
であるから，被相続人の保有資産の増加益については，相続税の課税対象となることと
は別に相続人に対する所得税の課税対象となることを予定しているものといえる。」と
判示した。
( 2）第二事例
( i ）事案の概要
本件は，控訴人x（原告）が， Xの夫が平成 19年8月7日に死亡したことにより相
続した不動産を平成 21 年に譲渡したが，当該不動産の譲渡所得のうち，相続により取
得した不動産を譲渡した際の譲渡所得の計算において，相続税の課税対象となった経済
的価値（相続税評価額）と同一の経済的価値（①被相続人の取得価額と②被相続人の保
有期間中の増加益との合計額）の部分は，非課税規定の排除する二重課税に該当するか
否かを争点とした事案である。
Xは，第一事例の原告と同様のほぼ同様の主張をしているが， Yが租税特別措置法
（以下，「措置法」としづ。） 39条は相続により取得した財産を譲渡した場合に，被相
続人の資産の保有期間中の増加益を含めて相続人の譲渡所得として課税することを前
提としたうえで，政策的に創設された規定であるとの主張に対し， Xは，平成 2 年最
半lj以前は，被相続人の保有期間中の増加益が実現した際に，非課税規定が適用されてい
なかったため，政策的に軽減する必要があったが，平成 2 年最判以後は，上記取得に
対して非課税規定が適用されるため，措置法 39 条の調整の必要性は消滅していると主
張している点が注目される。
第一審83は，増加益清算課税説に立つ譲渡所得課税制度の下での課税対象は，抽象的
な資産の値上り益ではなく，原則として実現した所得が課税の対象となっており，本来，
83 東京地判平成25年7月26 日税資263 号順号 12650
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相続により資産を譲渡した場合には 法 59 条 1項のように時価による収入金額を擬制
して譲渡所得課税がされるところ，法 60 条 1項1号は，被相続人等の取得価額を相続
人に引き継ぐこととなっており，「〔 1〕被相続人の保有期間中－…・・の増加益と〔2〕相
続人の保有期間中・一一・の増加益とを合計し，これを所得として，その資産が後に譲渡さ
れた時点において，上記の所得が実現したものと取り扱って所得税の課税対象とし，相
続人が相続により取得した資産の経済的価値が相続発生時において相続人に対する相
続税の課税対象となることとは別に，相続発生後にそれが譲渡された時において，相続
人に対する所得税の課税対象となることを予定していると解される。j
「確かに，平成 2 年最判は，本件非課税規定について判示した部分において，非課
税の対象を， f当該財産の取得によりその者に帰属する所得」とし，同所得とは，「当該
財産の取得の時における価額に相当する経済的価値Jであるとしていることからすると，
原告が主張するように解する余地がないではない。しかし，平成 2 年最判で問題とさ
れた所得は，相続人が原始的に取得した生命保険金に係る年金受給権に係るもので…－－－，
この年金受給権は，…・・・一時金による支払を選択することにより相続の開始時に所得を
実現させることができ，その場合には本件非課税規定が適用されることとの均衡を重視
して・ー…，年金による支払を選択した場合においても一一一，相続税法の課税対象となる
経済的価値と同ーのもの……として本件非課税規定の適用を認め・・…・，現在価値に引き
直した価額に相当する部分については相続の開始時に実現した所得として取り扱って
いると理解することができる。
これに対し，本件で問題とされている所得は，取得価額の引継ぎ規定により，相続人
が被相続人から承継取得した不動産を更に譲渡した際に実現するものと取り扱われる
もので、あって，同号が存在する以上，単純承認をした相続人は，相続時点において被相
続人の保有期間中に蓄積された増加益を実現させるとし、う選択ができないという点で，
平成 2 年最判で問題とされた所得とはその性質を異にするものである。Jr非課税規定
が被相続人の死亡後に実現する所得に対する課税を許さない趣旨のものか否かという
点に関する明示的な言及がなく…一，本件非課税規定が，相続時には非課税所得とされ
た所得が後に実現するものと取り扱われて課税される場合の所得にも一般的に適用さ
れる旨を判示したものということはできなしリまた，「被相続人の保有期間中の増加益
に対する譲渡所得税の課税は，被相続人の下で実現しなかった値上がり益（被相続人固
有の所得）への課税を相続人の下で行おうとするものであり，理論的には被相続人に帰
属すべき所得として被相続人に課税されるべきものであるから，相続人が相続により取
得した財産の経済的価値に対して二重に課税されるとしづ評価は当を得なしリと判示し，
Xの請求を棄却している。
（並）判旨
控訴審判決は，原判決を引用したうえで，次の通り補正した。
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非課税規定「の趣旨は，相続，遺贈等により財産を取得することによる所得には専ら
相続税を課し，所得税は課さないこととして，同ーの経済的価値に対する相続税又は贈
与税と所得税との二重課税を排除するに（ママ）あるj。「相続，遺贈等により不動産を
取得すればこれによりその者に帰属する所得に相続税は課されるが，本件非課税規定に
より所得税は課されない。」
「これに対し，相続，遺贈等により不動産を取得した者がその後に当該不動産を第三
者に譲渡すれば，譲渡者に資産の譲渡……による所得（譲渡所得）が発生するから，所
得税法の規定に従って所得税が課されることになることは当然のことであ」り，相続等
で、あっても法59条1項のような課税の方法を採用することも可能で、あったが，現行は，
取得価額の引継ぎ規定のような相続人が被相続人の取得価額を引継ぎ，課税を繰延べる
としづ手法を採用している。「相続，遺贈等により不動産を取得した者が納付した相続
税のうち被相続人保有期間中の増加益を課税対象とする部分は，相続，遺贈等による不
動産の取得費の性質を有することになり，租税特別措置法 39 条によりこの点の手当て
がされている。…・・・，所得税の課税を繰り延べるかは立法政策によって決定される事柄
であり，現行法制が後者を選択していることは疑いがない。また，相続，遺贈等により
不動産を取得した者が納付すべき相続税が被相続人保有期間中の増加益を譲渡所得と
する課税を吸収包含していると評価すべき法令上の根拠も見いだし難い。j
以上のとおり，相続により取得した資産に係る譲渡所得に対する課税は，①被相続人
に帰属する保有期間中の増加益と②相続人に帰属する保有期間中の増加益とを合計し，
「所得税の課税対象とするものであることになるが，これは一一一，上記の場合について
定められている同法60条1項 1号が適用される結果そのようなことになるにすぎない。
本件非課税規定の趣旨は前記のとおりであるにとどまるのであって，相続，遺贈等によ
り取得した不動産を譲渡した場合に発生する譲渡所得について被相続人の保有期間中
の資産（不動産）の増加益を専ら相続税の課税対象とする趣旨を含むものではなく，当
該譲渡所得の計算上被相続人の保有期間中の資産（不動産）の増加益を課税対象とする
ことを何ら排除する趣旨ではない。J
「本件非課税規定の趣旨は，その文言どおり，相続，遺贈又は個人からの贈与・…ーに
起因する所得に対して所得税を課さないとするにとどまり，相続等によらない所得（相
続等以外の他の原因による所得）に対してまで所得税を課さないとする趣旨を含むもの
ではない。
平成 2 年最判は，年金払特約付き生命保険契約に基づく年金受給権の相続・・・・ーにつ
いて一一一，支分権たる各年金の受給には，上記現在価値（元本）が含まれていると認め
られ，これは，相続（みなし相続）によるものとして既に相続税の課税対象とされた所
得と同一の経済的価値であって，相続等以外の他の原因による所得であるとは認められ
ないもので、あったのであり，これに対して所得税を課すことは，まさに・…・・非課税規定
の趣旨に抵触するもので、あったJ。「これに対し，所得税の課税対象である譲渡所得につ
106 
いて定められた資産の取得費に関する特則は，相続等により取得する資産による所得と
は別個の課税対象である譲渡所得の計算に関するものであるから，本件非課税規定によ
り相続税又は贈与税との二重課税を避けるために非課税とされる所得にかかわるもの
ではない。所得税法60条1項1号が適用される・・・…場合，確かに，相続人は，被相続
人保有期間中の増加益を含む相続開始時評価額を課税標準として相続税を課されなが
ら，同じ増加益相当額が譲渡所得を構成することになり，一見すると二重課税が生じて
し、るように見えるけれども，これは当該資産の譲渡所得の計算上取得費に関する特則が
設けられていることの結果であるにすぎず，課税の繰延べの結果にほかならなしリ。
2 両判決の論理と評価－租税法の基本原則の視点から
( 1 ）両判決の論理
平成 2 年最判を受けて かねてから非課税規定と取得価額の引継ぎ規定は矛盾して
いるともいえることから，確認、的な意味で非課税規定の適用対象を明確化するための立
法的手当ての必要性が求められていた840
周知のように，包括的所得概念に裏打ちされた譲渡所得（capitl gains) （法3 条）
に対する課税の本質は，「資産の値上りによりその資産の所有者に帰属する増加益を所
得として，その資産が所有者の支配を離れて他に移転する機会に，これを清算して課税
するJ85ことにある。
譲渡所得課税は，納税者が資産を手放して実現した段階部で顕在化した利得に対して
課税する。増加益清算課税説に裏打ちされた譲渡所得課税の引き金と理解される資産の
帰属の変更は，法 36 条の実現原則とは別意に解されている。しかし，法が，所得を収
入という形で観念していることから，抽象的に発生している資産の増加益そのものが課
税対象となっているのではなく，原則として資産の譲渡により，実現した所得（利得）
に対して課税する87こととしている。
法 3 条3項の別段の定めである法 59 条 1項は，法人に対する贈与および遺贈，個
人に対する相続・遺贈（限定承認に限る）等により資産が移転（帰属の変更）された場
合に，総収入金額として把握しうる増加益が顕在化しないため，納税者の保有期間中に
納税者へ帰属し蓄積してきた増加益に対する未実現利得への課税を規定している。
同規定と表裏の関係、にある取得価額の引継ぎ規定は個人間の贈与相続・遺贈（限
84 三木義一「最高裁年金二重課税判決の論理と課題j税経通信65巻 10 号2 頁
(201 ），最高裁判決研究会・前掲注（21) 7頁，大石篤史「生命保険金二重課税最高裁
判決の意義と課題」ジュリ 140 号 10頁（201)
85 最判昭和43年 10 月 31 日集民92 号79 頁，最判昭和47年 12 月 26 日民集26巻 10
号2083 頁。併せて，大島隆夫「判批J税経通信3 巻 14号（1978 ）参照。
86 最判昭和50年5月27 日民集29巻5号641 頁。
87 金子宏「所得概念について」同・前掲注（16) 426 頁（初出；税経通信25巻6号
(1970 ）），最判平成 18年4月 20 日訟月 53巻9号269 頁口
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定承認を除く）等に資産が移転した場合に，受贈者等への課税を留保（繰延べ）して，
受贈者に贈与者の取得価額を引継がせることにより，その後受贈者等の資産の譲渡によ
り，贈与者等と受贈者等の保有期間中の増加益が具体的に顕在化した時点において，こ
れを清算して所得税を課すとしている。
両事案では，相続税の課税対象となった経済的価値（相続税評価額）に課税され，さ
らに，相続により取得した不動産を譲渡した場合の譲渡所得の計算において，取得価額
の引継ぎ規定により取得価額が引継がれることにより相続人に対する譲渡所得課税に
おいて，被相続人の保有期間中の増加益が含まれることから，被相続人の保有期間中の
増加益部分に所得税法の非課税規定が適用されるか否かが争われた。
第一事例の第一審，控訴審は共に，同旨の判断を下している。すなわち，裁判所は所
得税法が包括的所得概念を採用していることを前提に非課税規定の趣旨を確認し，増加
益清算課税説に立脚した譲渡所得課税制度の下での相続により取得した資産に対する
相続税の課税対象（相続税評価額）には，被相続人の保有期間中の未実現利益が含まれ
ているものの，それは，相続人に対する相続により取得した財産の経済的価値に対する
課税であるとした。そして，取得価額の引継ぎ規定が適用されることで納税義務を承
継することとなる被相続人の保有期間中の資産の増加益部分の法的性質は，被相続人に
帰属する被相続人固有の所得として維持されるから，相続人の資産の譲渡により実現し
た所得で、あっても，実質的に同一の経済的価値に対する相続税と所得税の二重課税に該
当しないと判示した。
第二事例の第一審および控訴審も，上記第一事例の判断を踏襲しているが，争点に対
する判断に至る過程で，相続税と所得税の関係，非課税規定の排除する二重課税，被相
続人に帰属したキャピタル・ゲインに対する相続税と所得税の重複課税部分に非課税規
定が適用されるのか否かについて，やや踏み込んで、判断を下している。
すなわち，第一審判決は，相続税の課税対象を「相続人が相続により取得した資産の
経済的価値が相続発生時において相続人に」対するものであり，所得税の課税対象を「相
続発生後にそれが譲渡されたときにおいて，相続人にj対するものとしている。そのう
えで，平成 2 年最判において争点とされた相続人が原始的に取得した生命保険金に係
る年金受給権は，相続開始時に，一時金によって所得を実現する方法を選択した場合に
非課税規定が適用されることの均衡を重視して，年金による支払いを選択した場合にも，
現在価値に引き直した価額に相当する部分を所得税の対象から非課税規定により除外
しているとした。他方，取得価額の引継ぎの場合は，単純承認した相続人は相続時点に
おいて，被相続人の保有期間中の増加益を実現させる選択がないため，平成 2 年最判
で問題とされた所得と異なる性質を有する所得であるとして，実現に依拠して判断して
いる。
すなわち，平成 2 年最判における年金受給権を相続により取得した所得と解し，一
時金払を選択した場合には，保険事故発生により当該所得が確定して実現し，みなし相
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続財産として相続税の課税対象となっていることから，非課税規定により所得税の課税
対象として相続税で課された同ーの経済的価値に所得税を課さない8ことと年金払い
の均衡を保つために，年金払いの場合にも，所得税の下で，年金支払い時に既に相続税
の下で実現し課税された所得は，非課税規定により除外されると解している。他方で，
故人から資産を相続した個人が限定承認をなした場合には，被相続人に対して収入金額
が擬制されて実現した所得に対してみなし譲渡課税される89が，単純承認した場合には，
被相続人の保有期間中の増加益を実現させる選択がないことから，平成 2 年最判で問
題とされた所得と異なる性質の所得であるとした。
しかし，限定承認の場合には，無償による資産の移転に対して 法律によって総収入
金額を擬制しているだけであって，被相続人の意思または相続人の意思によって未実現
利益が実現したと解するのは，困難である90。また，平成 2 年最判における被相続人
の契約に基づく相続人の特約年金の受取り方法の選択可能性の問題と私法上の経済効
果を前提として租税法上で如何にその経済効果を個別税法が取り込み課税がなされる
のか，または個別税法が適用されるのかは，別問題であるといわねばならない910
これに対し第二事例控訴審判決は，実現に依拠することなく，非課税規定の趣旨を，
相続「等により財産を取得することによる所得には専ら相続税を課し，所得税は課さな
いこととして，同一の経済的価値に対する」相続税と所得税の二重課税を排除すること
にあるとしたうえで，増加益清算課税説に立脚した譲渡所得課税制度を確認した。そし
て，相続等により不動産を取得した相続人が納付した相続税のうち被相続人保有期間中
の増加益を課税対象となる部分は，相続等による不動産の取得費の性質を有することと
なり，措置法 39 条により手当てがなされているといえるが，相続税が被相続人保有期
間中の増加益を譲渡所得とする課税を吸収包含していると評価できないとした。さらに，
8 同旨，渡辺充「判批」半IJ評 624 号 172 頁（201 ）口
89 遠藤みち「CASE STUDY 税理士のための法律講座 限定承認とみなし譲渡所得課
税」税研 104 号97 頁（20 ），土屋紀子「限定承認によるみなし譲渡所得課税一所得税
法 59 条 1項の解釈と熟考機関との関係を中心として－J国士舘法研論集 3 頁（208)'
高野幸大「限定承認をめぐる課税関係に関する若干の考察j 日税 142 号81 頁（2014 ）参
照。併せて，東京高判平成 15年3月 10 日訟月 50巻8号247 頁，谷口豊「判批j平成
16年度主半解243 頁（205 ）。
90 森田辰彦「いわゆるみなし譲渡課税についての考察J税法541 号 106 頁 (19 ），佐藤
義行「限定承認と税法上の若干の問題点に対する一考察J石島弘ほか編『税法の課題と超
克』 1 頁以下（信山社， 20 ）。なお，単純承認に係る相続の場合には，相続税として
キャピタル・ゲインが清算され，限定承認に係る相続の場合は，課税漏れが生じるために
みなし譲渡所得課税するとした見解として，増田英敏「判批」ジュリ 1308 号230 頁以下
(206 ）。
91 平成2 年最判における生命保険年金の現在価値と不動産の現在価値は，いずれも相続
税の課税対象となるとの見地から，生命保険年金と本事案における不動産とを明確に区分
できていないと批判する見解として，品川芳宣「判批」税研 173 号95 頁（2014 ），品川
芳宣「判批」 TKC 税情 2 巻6号 54頁（2013) 0 
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非課税規定は，相続等に「よる所得に対して所得税を課さないとするにとどまり，相続
等によらない所得（相続等以外の他の原因による所得）に対してまで所得税を課さない
とする趣旨を含むものではなしリとして，法 60 条によって所得課税が繰延べられた被
相続人の保有期間中の増加益は，取得価額の引継ぎの適用の結果であって何ら二重課税
とはならないと判示した。
いずれの裁判所の判決も，非課税規定と取得価額の引継ぎに関する二重課税の議論に
ついて，所得税法は，相続税法とは別に被相続人に対する譲渡所得課税を予定している
ことを前提として，平成 2 年最判による非課税規定の適用は，相続税と所得税の同ー
の帰属主体（被相続人）に対する相続税の課税対象となる同一の経済的価値を所得税の
下で排除することで、あったのに対し，相続等によらない他の原因による被相続人の保有
期間中の増加益は，相続税の課税対象となる別個の所得であるから，非課税規定が適用
されないという，論理構造を採用して，裁判所の判断を明らかにしている。
相続税の課税対象について，所得税と同次元の課税対象である被相続人の保有期間中
の資産の増加益を吸収包含しているということを，裁判所は，消極的に捉えている。
(2）租税法律主義の視点から
租税公平主義と租税法律主義は，いずれも憲法規定を法的根拠として，租税法全体を
支配・統制する。両基本原則の要請を満たすことにより，租税正義は，実現される92口
租税公平主義は，税負担の配分に関する納税者間の利害の調整の原則で、あって，租税法
律主義は，国家による課税権の行使に対して納税者の権利保護をするための原則である
93 
0 
両原則は，租税法規の立法・解釈・適用の場面で，相互密接に機能するが，主として
租税公平主義は，立法段階を統制し，租税法律主義は，執行段階を統制する940 租税法
は，国民の自由と財産権に負担を与える侵害規範であり，国民の私的経済生活への介入
であるから，法的安定性と予測可能性の確保の要請が強く働くため，原則として，租税
法の解釈は，文理解釈に拠らなければならない。文理解釈により，その規定の文言や文
章が明らかにできずに法の目的を達成できない場合に，法律全体の体系に基づく体系
的解釈または規定の趣旨，目的に照らして合理的に解釈する目的論的解釈95により補正
していく必要があろう960
そのため，租税法律主義の統制の下で，法令の解釈・適用を行うにあたっては，その
92 木村（弘）・前掲注（6) 80頁，増田英敏『租税憲法学第3版』 3頁（成文堂，
206 ）。
93 金子・前掲注（5) 14 頁，金子・前掲注（15) 73 頁。
94 増田英敏「租税法律主義と租税公平主義の衝突J税法56 号 36 頁（201 ），佐藤英明
「租税法律主義と租税公平主義J金子宏編『租税法の基本問題』 70頁（有斐閣， 207 ）。
95 山下純司『法解釈入門〔補訂版〕』 21 頁以下（有斐閣， 2018 ）。
96 金子・前掲注（16) 16頁。
10 
前提として，証拠によって事実を画定すると共に，その事実に適用されるべき法令を発
見し，検認する必要がある。ある事実について，適用される法令が複数ある場合には，
法令聞の矛盾抵触がある場合の優先適用順位を判定する必要がある。
所得金額の計算にあたって，それを判定するためには，両規定がどのような関係にあ
るかが，法令全体の趣旨やその法令の背後にある社会的，経済的，政治的諸条件に照ら
すとともに，結果の妥当性を検討してし、かなければならない。
既に確認したように，非課税規定の趣旨の主眼は，相続税と所得税により同一の経済
的価値に対する二重課税排除することにある。しかし相続税と所得税の課税対象とな
る経済的価値が，実質的に同ーといえるのか否かは，相続税と所得税の関係，課税対象，
課税根拠，納税義務者（担税者）が明らかにされなければ，特定することが困難で、ある。
相続税は，複合的な納税義務者および課税物件を対象としており，相続税の位置づけ
により，所得税との関係も明らかになるといえるが，現状は特定できない。
他方で，取得価額の引継ぎ規定は，被相続人の保有期間中の資産の増加益に対する譲
渡所得課税の繰延べ97にある。取得価額の引継ぎは，相続等による資産の移転の場合に，
被相続人等に帰属する資産の増加益が具体的に収入金額として実現しないため，被相続
人に帰属した資産の増加益に対する課税を繰延べ，その後，相続人等が資産を譲渡し，
その増加益が具体的に顕在化した時点で，被相続人に対する譲渡所得課税が繰延べられ
たその所得と相続人の保有期間中の増加益を併せて所得を算定したうえで清算して課
税することとしている。
非課税規定の目的を達成するために，同規定を優先的に適用するならば，所得税の課
税対象である被相続人の保有期間中の増加益が相続税により課税がなされる場合に，取
得価額の引継ぎ規定により引き継がれる被相続人の資産の保有期間中の増加益は排除
されることとなる。しかし，立法者により，殊更に，所得税法で取得価額の引継ぎ規定
を制定したにもかかわらず，非課税規定が適用されたならば，取得価額の引継ぎ規定は，
租税法律主義の下で，死文化し，恒久的に課税が繰延べられた被相続人の保有期間中の
資産の増加益に対する課税の機会を逸することとなる。
上記各判決は，非課税規定および取得価額の引継ぎ規定の文言や法令の位置づけを考
慮したうえで，被相続人の保有期間中の資産の増加益に対する課税について，相続人に
対する相続税の課税の対象となることとは別に相続人に対する所得税の課税対象とな
ることを予定していると解した。そして，被相続人の保有期間中の増加益に対して，非
課税規定が適用されることを前提に立法者が適用される余地のない規定をあえて定
めたとは考え難いとの見地に立っている98。したがって，租税法律主義の下で，取得価
97 最判平成 17年2月 1日訟月 52 巻3号 1034 頁。
98 同旨，増田英敏「判批」 TKC 税情23巻2号 10 頁以下（2014 ），大石・前掲注（84)
10 頁，最高裁判決研究会・前掲注（21) 6頁，国税不服審判所裁決平成23年 12 月2日
裁決事例集85集58 頁浅妻章如「判批」法教362 号48頁（201 ）。
1 
額の引継ぎ規定を死文化させないとする見地からは，結論として本件各判決を支持でき
ょう。
他方で，仮に，非課税規定の目的とする同一の経済的価値に対する相続税と所得税の
二重課税の排除の射程に，所得税の下で課税を繰延べられた被相続人の保有期間中の資
産の増加益が入っているならば，取得価額の引継ぎ規定を優先することで，非課税規定
は稀釈化され，適用する者の主観に委ねられていく結果を招来させかねない。
非課税規定の適用がないとの結論に至る過程で，各裁判所は，取得価額の引継ぎによ
り，被相続人の保有期間中の増加益に対する課税が相続人に引き継がれるという見解を
排斥するために，相続により相続人がその財産を取得したからといって，取得価額の引
継ぎにより，被相続人の保有期間中の資産の増加益が，当然に相続人に対する所得税の
課税対象となるものではないとして，被相続人が資産の売却等を行い，所得を実現した
後でさえも，被相続人の保有期間中の増加益としての法的性質を保持したまま，相続人
の保有期間中の資産の増加益と併せて課税すると解している。すなわち，相続税は，相
続人に対する課税であり，取得価額の引継ぎにより承継した被相続人の保有期間中の資
産の増加益は，被相続人の保有期間中の増加益であるため，同一の経済的価値に対する
所得課税ではないとしている。
この点については以下の二点が問題となる。第一に，相続税が，被相続人の生前中
の所得税の課税漏れ部分を補完し清算する機能を有していると解した場合である。
第二事例の控訴審が，相続等により不動産を取得した相続人が納付した相続税のうち，
被相続人の保有期間中の増加益を課税対象とする部分は，措置法 39 条により手当てが
されており，そもそも，相続税とは別に被相続人の所得を清算課税することが予定され
ており，また相続税が被相続人の保有期間中の増加益を譲渡所得として吸収包含し課税
しているとすべき法令上の根拠がないとして，否定している。
確かに，措置法 39 条は，相続税の欠点として納税資金を確保するために資産を処分
しなければならないが，「その財産の処分に際して，その処分をした相続人に対し被相
続人の所有期間に生じた所得を含めて所得税を課税する方式（被相続人の取得価額を引
き継ぐ方式）をとっているため，負担が重しリ 9との意見が生じたことから，収得税と
しての所得税と財産税である相続税の間で，直ちに二重課税という問題が生じることが
無いとしても，納税者の理解を得るために調整を講じる必要性から，立法された10 もの
とされている。
この措置法 39 条の立法過程を見る限り，相続税とは別に被相続人の所得を清算課税
することが予定されているともいえる。完全な遺産取得税方式を採用する相続税とみな
し譲渡所得課税を採用する所得税の間では，課税される納税義務者が異なるから，相対
9 税制調査会答申「長期税制のあり方についての答申 税制簡素化についての第三次答申
土地税制のあり方についての答申」 27頁以下（1968 年7月）。
10 武田・前掲注（13) 7325 頁。
12 
的重課ではなく，課税のタイミングが二重に重なることにすぎない1010 仮に，米国議会
のように所得税と遺産税を同次元の租税と捉えて，所得税が課された後の第二の税とし
て遺産税が課されると解さない限り 二重課税とはならない。
したがって，裁判所の判断は正当性を有しているといえる。もっとも，完全な遺産取
得税方式を採用しない我が国では，二重課税がなされる可能性を有しており，実質的に
措置法を適用した結果重複部分が排除されうる可能性があるといえる102 。しかし，第
二事例控訴審判決は，この点を考慮したためか，措置法 39 条により相続税により相続
等により不動産を取得した相続人が納付した相続税のうち被相続人保有期間中の増加
益を課税対象とする部分は不動産の取得費の性質を有することになり手当がなされて
いるとした，措置法の解釈は立法経緯を無視した独自の見解であって，租税法律主義
と租税公平主義の視点から是認できない。
また，取得価額の引継ぎは，資産の移転者に帰属していた保有期間中の所得または損
失（含み損益）に対する課税（控除）を繰延べ，移転者に103 帰属した保有期間中の含み
損益を資産の取得者に移転し，移転者の取得価額を取得者に付与したうえで，取得者の
所得（損失）として課税（控除）することとしている。
そうであるとすれば，取得価額の引継ぎは，被相続人の保有期間中の増加益に対する
課税の繰延べを有すると共に，その被相続人に帰属した所得（または租税債務）を相続
人に移転するまたは相続人に帰属したものとして課税する効果を有するから，相続の直
後に増加益を有する資産が譲渡された場合には，相続人は，その増加益に「相当する部
分に相続税と所得税とが重ねて賦課される結果となるJ104 はずである。
そうすると，同一の経済的価値に対する二重課税部分を排除する目的であれば，簡素
の視点からも，非課税規定の適用を是認し，措置法 39 条の廃止を促せば足りることと
なる。措置法39条が相続税申告後 3年間と限りがあることからすると，二重課税の排
除を目的とするというよりは，相続税の申告納税と 3年以内に相続により取得した資産
を譲渡した者の痛税感の緩和または納税者の理解を得るために政策的に設けられたも
のと解す方が自然であろう。
第二に，相続人が資産の増加益を顕在化させる手法で資産の譲渡をした場合に，取得
価額の引継ぎが適用されることとなるが，各判決は，取得価額の引継ぎにより，被相続
人の保有期間中の資産の増加益は，その場合でさえも なお被相続人の固有の資産の
増加益としての性質を保つこととしている。理論上は被相続人の保有期間中の資産の
101 渋谷雅弘「相続・贈与と譲渡所得課税j 日税50 号 147 頁（20) 0 
102 品川芳宣「半lj批JT &Amaster370 号 32 頁（201)
103 金子・前掲注 (15) 26 頁，岡村忠生「収入金額に関する一考察」論叢 158 巻5・6
号207 頁（206 ），谷口・前掲注（5) 310 頁，酒井克彦「相続した土地の含み益への譲
渡所得課税の二重課税問題（上）J税務事例45巻9号8頁（2013 ），一高龍司「判批」民
商 13 巻 3号 539 頁（205 ）。併せて，第7章を参照されたい。
104 渋谷・前掲注（5) 149 頁。
13 
増加益と相続人の保有期間中の資産の増加益を観念しうる。しかし，被相続人に課税さ
れるはずで、あった所得は，相続等の移転により実現し固有の所得を特定することが可能
であるが，課税繰延の技術により，収入金額は確定されないままその所得を移転するた
めに取得価額のみが相続人に移転されるので、あって，その移転されたと観念される被相
続人の所得は，相続人に帰属した所得として相続人が譲渡したときの税率で課税される。
仮に，みなし譲渡所得課税制度105 のように，被相続人の保有期間中の増加益に対して
課税するために，相続時に時価で収入金額を擬制し相続開始時の税率が適用し被相続人
の譲渡所得に係る納税義務をいったん成立させて準確定申告書の類似の申告書を提出
されたうえで，相続人が自己の保有期間中の資産の増加益を実現した場合に，相続人の
所得税の申告納税と併せて被相続人の納付すべき税額を代わって納付すべきことを義
務づけた場合には，被相続人の固有の譲渡所得と観念することが可能であるかもしれな
い。しかし，現行法は，そのような制度を採用しておらず，準確定申告も個人の死亡後
にその者が申告納税を行うことが事実上不可能である106 ために定められている（法 125
条1項，国税通則法 15条2項，国税通則法施行令5条1項3号）ことに鑑みれば，個
人が死亡した後，数年後に，相続人の譲渡により，被相続人の資産の保有期間中の増加
益が実現し，担税カを増加させる経済的利得を被相続人が獲得し納税義務が成立すると
解することは，困難で、ある。
上記のような相続時にいったん被相続人の納税義務を成立させる制度を採用したと
しても，終局的に，相続税の課税価格の計算過程において，債務控除により被相続人の
死亡時に存在する債務を控除する（相法 13 条， 14条）ことから，相続人に被相続人に
帰属した所得を課税することも，非課税規定該当性の可否を判断する余地もなくなるだ
ろう 107 0 
したがって，租税法律主義の視点から，相続人により相続により取得した財産の売却
等の移転時に，取得価額の引継ぎを死文化させないために，被相続人の保有期間中の資
産の増加益としての性質を保持するとして非課税規定の不適用を正当化しうるとして
も，制度上の壁に衝突することとなろう。他方で，取得価額の引継ぎにより，被相続人
の保有期間中の資産の増加益が相続人に移転し，相続人の所得に吸収包含させたとして
105 伊川正樹教授は，みなし譲渡所得課税制度を，「納税者が現実に入手し処分しうるもの
の，その処分の理由が債務の返済であるとか，所得の実現の前後で納税者の経済状態に変
化がないなどとしづ性質の」（伊川正樹「みなし譲渡所得に「担税力」はあるのかj名城
6 巻 1・2合併号346 頁（2016 ））形式的担税力を認めて課税する制度とされている
（同・同書354 頁）。
106 荒井勇ほか編『平成28年改訂国税通則法精解』 279 頁（大蔵財務協会， 2016 ）。
107 遺産取得税方式を採用するドイツでは，相続人に被相続人の取得価格を引継がせるこ
とにより，課税を繰延べているが，相続時においては，不確定な潜在的譲渡益に対する所
得税を行わずに，実現した譲渡益に対して所得税を課す際に，二重の負担の完全な排除で
はなく，軽減をするために，相続税を考慮した税額が控除される（奥谷・前掲注（26)
135 頁以下）0
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も，相続税と所得税の課税対象が明らかにされなければ，非課税規定の適用ができない。
そうすると，平成 2 年最判の非課税規定の解釈の下で，当該規定の適用に関する納税
者の予測可能性と法的安定性が確保できない事態を招来させる。
( 3）租税公平主義の視点から－譲渡所得に対する課税の繰延べと相続税の関係一
租税公平主義は，担税力の測定尺度として各個別税法の課税対象を設定して課税体
系を構築している。担税力は，貨幣所得により測定されなければならない。担税力の測
定指標を形式により評価すると，担税力は画餅に帰することとなるから，実質に即して
評価測定していくことが求められる108
上記で確認したように，所得税と相続税のつなぎ目部分については，現状明確に重複
しうるのか否かを明らかにすることができない。
学説は，取得価額の引継ぎが適用された相続財産に対して相続税が課された後に，譲
渡所得を実現させた場合の非課税規定の適用について，大別すると，①所得税法上の構
造を重視し非課税規定を法の総則規定と位置付けたうえで，取得価額の引継ぎ規定を計
算規定と位置付けて純所得課税の見地から非課税規定の適用を肯定する見解，②相続税
により被相続人の保有期間中の資産の増加益には課税されているから，所得税では相続
人の保有期間中に生じた資産の増加益に対してのみ課税すべきとする非課税規定が適
用されるとする見解，③課税のタイミングと金額計算の特例を定める取得価額の引継ぎ
規定は，非課税規定は規律する領域を異にすることから非課税規定の適用がないと解す
る見解，④所得税の課税対象となる被相続人の保有期間中の資産の増加益と相続税の課
税対象となる相続人の取得した財産は，経済的実質的にみれば，異なる経済的価値であ
るとする見解の四つに分類することができる。
第一の見解は，平成 2 年最判の射程範囲は限定されないことを前提として，法9条
1項は，課税対象たる所得の範囲から，所得税を課さないものを選別しているため，計
算規定である取得価額の引継ぎに従って譲渡所得を計算した結果，課税対象とされる所
得に該当するもので、あったとしても，法9条1項により除外されるとする見解である109
この見解によれば，非課税規定の相続等により取得したものは，法7条の規定する所得
の範囲から除外されるから，当該所得の算定にあたって計算規定を定める法 60 条1項
により相続人が資産を譲渡するまで繰延べられていた被相続人の保有期間中の資産の
値上り益（純所得）に対する課税の回復であっても，非課税規定により除外されるとす
る。当該見解は，所得税と相続税の関係を同次元と捉え，両税目の課税対象は所得に対
して課税することを前提としている10
108 増田・前掲注（16) 20頁以下。
109 酒井克彦「相続した土地の含み益への譲渡所得課税の二重課税問題」（上）税事45巻
9号7頁以下（2013)' （下）税事45巻 10 号 17頁（2013) 0 
10 平成2 年最判により，解釈が変更され二重課税の問題が生じていると指摘する文献と
して，西山恭博「判批J創価法学43巻 3号 107 頁（2014 ）。
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第二の見解は，相続により資産が移転した際に，相続税は，被相続人の保有期間中の
資産の増加益が実現したものとして相続開始時の時価（相法 2 条）の中に包含し，相
続税の課税対象である相続財産を捉えている。したがって， f被相続人の保有期間中に
蓄積された資産の増加益に対して相続人に所得税を課税することは，二重課税となる」
1 ため，取得価格の引継ぎ規定の存在を前提として，非課税規定の適用を排除すること
は正当化されないと指摘されている。この見解によれば，平成 2 年最判の見解を敷街
し，相続税を被相続人の生前中の補完税として捉えたうえで，取得価格の引継ぎ規定が
なくとも，被相続人の保有期間中の資産の増加益は，相続税の課税対象として反映され
課税されることとなるから，相続人の保有期間中の資産の値上り益に対してのみ，所得
税で課税すれば足りるとする120
第三の見解は，本来所得としての性質を有しながらも租税行政上の執行可能性が乏し
いことから課税所得に対する課税を繰延べる種の所得に対し取得価額の引継ぎ規定は，
課税のタイミングと金額計算としての取得価額の特例を定めており，ある経済的利得を
課税対象とするの範囲から除外する非課税規定とは次元を異にする 130 物的課税除外を
定める非課税規定は，ある項目についての納税義務がはじめから生じない経済的利得を
規定しており，原則として所得計算の過程の入り口である収入金額を構成しないと考え
る。
第四の見解は，取得価額の引継ぎ規定により所得課税が繰延べられた被相続人の保有
期間中の資産の増加益は，「その経済的実質に照らせば，被相続人に帰属する経済的価
値であるから，相続税の課税対象となる相続人が取得した財産の価格としづ経済的価値
とは異なるJ14 ものである。したがって，平成2 年最判の経済的実質主義の観点から
も，相続財産となる資産に係る被相続人の保有期間中の資産の増加益に対して，まず，
相続時に相続税がかかり，さらに，その資産譲渡時において所得税が課税されるような
外観的状況あるとしても，同一の経済的価値に対する相続税と所得税との二重課税には
ならないとする15 。この見解は，あくまでも，相続税等を資産を取得した個人または資
産の取得した経済的価値について課税するものと捉え，所得税における譲渡所得課税は，
山山田二郎「判批j ジュリ 1476 号（2015) 0 
12 金子・前掲書（15) 280 頁，奥谷・前掲注（26) 145 頁以下。
13 馬場・前掲注（46) 41 頁。
14 吉村典久「判批j ジュリ 1450 号（2013 ），藤曲武美「判批」税弘 59巻 1号128 頁
(201 ）。
15 また，相続税を所得税の特別税と捉え，本来，所得税の下で課税対象となる相続によ
り取得した所得は一時所得として課税対象となることから，非課税規定は，一時所得に該
当することとなる所得を除外することを目的としており，仮に，相続により取得したとし
ても一時所得に該当しない譲渡所得は，同一の経済的価値になりえないため非課税規定の
適用はないとする見解もある（駒宮史博「判批j税務事例46巻 10 号48頁以下
(2014 ））。もっとも，一回的・散発的という意味での譲渡所得の性質を踏まえれば，必ず
しも，非課税規定の対象から除外することはできないのではないだろうか。
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あくまでも資産を手放した者に帰属する過去の保有期間における資産の増加益に課税
するものとしている160
確かに，折衷型の課税方式を採用する相続税法の下では，純粋な遺産取得税方式によ
って算定される相続人が実際に相続した遺産額に対応する税負担の算定とは異なる者
であり，所得税との関連性は薄められているといえる。したがって，相続税等は，相続
税・贈与税は財産税としての性質が強められており，収得税としての所得税とは，性質
を異にすることから，「たまたま重複的な租税負担が起こったとしても，それをもって，
一般的に相続税・贈与税と所得税とは二重課税であるから当然に排除すべきであるとい
うのは，理論的に無理があるJ17 のかもしれない。
上告審にて一層明確な論拠を示すかまたは平成 2 年最判の射程が本事案にも及ぶも
のとして，法60条等の関係条項の見直しを行う必要性があった180 少なくとも，非課
税規定により所得を除外するためには，当該経済的利得を個別具体的に特定し計算する
必要がある。
我が国では，相続税の課税対象である担税力の測定指標は，多様な要素が含まれてお
り，一概に所得税と相続税の対象となる同ーの経済的価値を特定することができるとは
言い難い。したがって，未実現利益が相続税の課税対象として包含されているか否かは，
相続税を正当化する課税根拠と課税方式に依存することとなる。
租税法体系を構築する租税法の下で，個別税法である相続税の課税対象が特定できな
いとすると，租税公平主義の実効性は担保できないことになる。なぜなら，担税力に応
じた課税は，納税者の担税力の測定指標が決定してはじめてそれを測定するために，制
度設計がされるからである。とりわけ，所得税法と相続税法の関係においては，相続税
の測定する対象が決定しないと，非課税規定が場当たり的に適用されることになり，所
得税法において適正に課税所得を算定することができない。
増加益清算課税説に立脚する譲渡所得課税制度の下では，相続等により資産を移転し
た場合にも，譲渡所得は実現する。しかし，取得価額の引継ぎにより課税が繰延べられ
るから，その所得は認識しない。課税繰延の対象となるものは，所得であって，その法
的技術として取得価額を資産の取得者に移転しているにすぎない。非課税規定も所得を
対象としており，所得は，実定法上，純所得として観念されている。課税所得を認識す
16 佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2版補正版〕』 143 頁（弘文堂， 2018 ）。
17 岩崎・前掲注（78) 109 頁。非課税規定を「同時・同人二重課税」と捉えたうえで，
相続税と譲渡所得課税の関係について，みなし譲渡課税方式から取得価額引継方式への移
行を，「同時・異人二重課税j から，「異時・同人二重課税」への変容に着目して，非課税
規定の適用がないとする見解として，芹津光春「含み益を有する相続財産の譲渡に係る所
得税と相続税の調整についてJ第 10回「税に関する論文」入選論文283 頁以下（2014)
（主設豆正fuY.Jynouzeikyoai.r io/rm1bun/kak（~，最終閲覧 2018 年 3 月 16 日）。
l8 品）｜｜・前掲注（91）・ 56頁。非課税規定を起点にして，所得税と相続税の調整すべき
ことが指摘されている（伊川正樹「譲渡所得税と相続税との調整J税法572 号21 頁
(2014 ）。
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るためには，所得が実現しなければならなし、から，収入金額の要素は課税所得の認識に
必要不可欠である。
取得価額の引継ぎの下では，所得に対する課税を繰延べるための課税技術が，単なる
計算規定としての取得価格の移転と解されることにより，課税繰延の対象とされる所得
が軽視されている。所得税の認識対象である課税所得から離れた所得税法の理解は，担
税カに応じた課税を求める租税公平主義を形骸化させる。なぜなら，明確でない所得を
認識することを租税公平主義は求めていなし、からである。
第6節結語
本章の目的は，我が国の相続により取得した相続財産の相続時までの未実現利益への
相続税と実現した譲渡所得課税の二重課税問題を争点とした事例を素材として，個別税
法問の相互関係，具体的には，我が国の譲渡所得課税と相続税の関係、が如何に捉えられ
ているのかを整理し，取得価額の引継ぎより移転される未実現利益が相続税の課税対象
となりうるのか否かを明らかにすることにあった。
所得税法は，外部から流入した個人の担税力を増加させるあらゆる経済的利得を課税
所得として認識することとしている。課税所得を構成するか非課税所得に該当するか否
かの判断を下すにあたっては，まず，ある経済的利得が，所得税法の対象となる客観的
に測定可能な経済的利得の性質を有するか否かが判定されなければならない。その意味
で，納税者に帰属する経済的手u得が特定される必要がある。もちろん，非課税所得に該
当するか否かは，非課税規定の法律適合性により判断されるが 当該規定の判断につい
て裁判所は，所得税と相続税の両者の課税対象として経済的・実質的に同一の経済的価
値に課税がなされるか否かを基準として判断をなしている。
我が国の租税法体系は，各個別税法の繋ぎ目，そして建付けが明確でない。とりわけ，
相続税は，誰の，何を課税対象としているのかが不明確となっている。このような相続
税の課税対象が明確でない現状の下では，所得税と経済的・実質的に同一の経済価値を
特定することができない。必然的に，場当たり的な判断にしかなりえない。
その延長線上の問題として，取得価額の引継ぎが適用された相続財産に対して相続税
が課され，その後に譲渡所得を実現させた場合の非課税規定の適用の可否を争点とした
裁判例が登場した。裁判所は，被相続人の未実現利益が相続税により補完され清算課税
がなされるという立場を消極的に解している。
我が国の相続税の現状の下では，相続税に含まれる可能性のある経済的利得を合理的
に特定することが事実上不可能である。したがって，被相続人の保有期間中の値上り益
が相続税に吸収されて課税されているか否かは明らかではない。
また，相続人に帰属する被相続人の保有期間中の実現した譲渡所得に対して非課税規
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定の適用を肯定すれば，租税法律主義の下で取得価額の引継ぎ規定を死文化させること
となる。したがって，非課税規定の適用を肯定することは困難であるように思われる。
その意味では，非課税規定の解釈論を明らかにするために，租税法律主義の視点から，
非課税規定の射程を明確化することが望ましい。
もっとも，相続税法が純粋な遺産税方式を採用し，所得税の補足漏れを補完する性質
を有する特別税として構成するならば，未実現利益は，相続税に包摂されることとなる
から，その場合に，なお相続等による移転に対する譲渡所得の課税を繰延べることとす
る場合には，非課税規定から取得価額の引継ぎ規定を除外する旨の明文の規定が必要と
なる。
裁判所は，取得価額の引継ぎ規定を，譲渡所得の取得費の算定に係る単なる計算規定
と位置づけるが，取得価格の引継ぎ規定は，相続等により資産が移転された場合に，資
産の前所有者の保有期間中の含み損益に対する課税（控除）を所得税法上で認識するこ
とを繰延べる（課税繰延）のであって，相続等により資産を取得した個人には，前所有
者の未実現利益（所得または（損失））が承継される。
無限の課税繰延防止措置として被相続人によりいったん実現した譲渡所得を保存し
移転する取得価額の引継ぎが，前所有者の資産の取得価額を譲渡所得算定の際に移転す
る技術的規定と理解されることで，所得の構成要素である収入金額の概念が，取得価額
の引継ぎ規定適用の際には譲渡所得との関連で希薄化している口我が国の譲渡所得課税
の下では，所得と収入金額または取得価額の関連性が極めて希薄化している傾向がある
ことが指摘できる。
非課税規定も同様に，所得税法の課税対象は，個人に帰属する所得であって，実定法
上は，収入金額と必要経費により構成される純所得である。純所得の構成要素を切り離
して理解すれば，測定対象が明らかにされないから担税力に応じた課税はできない。そ
うすると，所得税法の下で，ある納税者の担税力に応じた課税ができているか，または
怒、意的な差別的取扱いがなされているか，とし、う租税公平主義適合性の判定は，事実上
できない。何が課税所得の認識の対象となっているのかが明らかでなければ，納税者の
適正な担税力を認識し測定することはできない。いうまでもなく，租税法律主義の要請
する確実性の価値は担保されない。
相続等による資産の移転で取得価額の引継ぎ規定が適用された場合，譲渡所得課税の
対象となる課税所得の認識を延期するために単なる譲渡所得算定のために取得価格を
移転すると解する場合には問題が生じないが，資産の前所有者の所得（損失）が，資産
の取得者に移転されると解した場合には，所得の人的帰属の視点から問題が生じる。全
所有者の資産の保有期間中に未実現利益が生じており，かつ，相続等により資産を移転
した場合には，前所有者は譲渡所得に対して課税がなされない。その反面，取得者は，
全保有者の所得を肩代わりすることとなり，取得者自身に帰属した所得を超えて，その
譲渡所得に対して課税がなされることになる。
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この取得価額の引継ぎ規定の問題に対する解決策または合理的説明は，第7章に譲る
こととする。
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第4章 課税所得の認識時機をめぐる課税上の問題の実際
一所得税法57条の3第1項に該当する外貨預金口座の払出
しにより生じた為替差損益の課税時機－
第1節はじめに
個人の所得を課税対象とする所得税法（以下，「法Jとしづ。）では，累進税率を採用
する（法 89 条1項）ことから 納税者に帰属する言果税所得がいつのH寺点で
のかという問題は納税者の所得金額の多寡に直結し，租税負担にダ、イレクトに影響を
及ぼすC
本事案では，請求人の外貨預金から生じた為替差損益を，課税対象たる所得として，
いつ認識し，その認識された課税年度の為替差損益の金額の総額が，幾らなのかが争わ
れた。
本章では，本裁決事例研究を通して，法 57 条の3の定める外貨建取引の換算規定と
法36条との位置づけを検証し，外貨預金口座から生じる為替差益の課税のタイミング
を明らかにすることを目的とする。
第2節事案の概要
1 事案の概要
本件は，審査請求人（以下，「X」としヴ。）の平成 25 年分の所得税及び復興特別所得
税（以下，併せて「所得税等」としづ。）について，原処分庁（以下，「Y」としづ。）が，
外貨預金の払出しにより生じた為替差益を Xの雑所得の金額の総収入金額に算入する
などの更正処分等を行った。これに対し， Xが，本件外貨預金口座を開設した平成 21
年5月29 日から平成 25 年 1 月 1 日（平成 25 年中における最終払出日）までの間，
継続的な取引を行っているのであるから，この期間を基礎として為替差益を算出すべき
であって， Yの認定した為替差益の金額は過大であるとして同処分等の一部の取消しを
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求めた事案である。
2 争点
本事案では，平成 25 年分の雑所得の計算にあたって，総収入金額に算入すべき本件
為替差益の金額の総額が争われている。本稿では外貨預金の払出しに伴って生ずる為
替差損益の具体的な算定方法に関する規定が存在しないことから，外貨預金の払出しか
ら生じる本件為替差損益がいつの段階で、収入すべき金額として計上すべきかに焦点を
当てて検討する。
3 争点に対する当事者の主張
( 1) xの主張
平成 25 年分の本件為替差益の金額は，本件外貨預金口座を開設した平成 21 年 5月
29 日から平成 25年 1月 1 日の最終払出日までの問，継続して行われた取引である。
したがって，本件為替差損益の合計額は，当該期間を基礎として，本件外貨預金口座か
ら米ドルを引出して本件普通預金口座に入金した円貨の合計金額から，米ド、ルを取得す
るために本件普通預金口座から出金した円貨の合計金額を差し引し、た金額で、ある。
( 2) yの主張
平成 25年の本件為替差益の金額は，平成 25年 1月 1日から同年 12 月31 日までの
聞に生じたもので，本件為替取引は，法 57 条の 3第 1項に規定する外貨建取引に該当
する。外貨建取引から生ずる為替差損益は，法 35 条 1項に規定する雑所得に該当し，
その収入すべき時期は 所得税基本通達 36-14 を受け，同通達 36-12 の取扱いに準
じ，米ドルを引渡して円貨を取得した日である。したがって，本件為替差損益の金額は，
本件外貨預金口座の引出時におけるD銀行所定の対顧客電信買棺場から，同行所定の対
顧客電信相場の仲値を基に総平均法に準ずる方法により計算した相場を差し引し、たこ
とにより生じた値を，引出した米ドルの額に乗じて計算した額とすべきである。
第3節審判所の判断－請求棄却
（国税不服審判所平成 28年 6月 2日裁決，棄却，裁決事例集 103 集 89頁）
1 本件為替差損益の実現時機と収入金額の計上時機
「本件為替取引は，本件外貨預金口座と本件普通預金口座との間の振替による取引で
あり，外国通貨で支払が行われる取引として 所得税法第 57条の 3第 1項に規定する
外貨建取引に該当する。よって本件為替取引の金額の円換算額については，同項の規
定に従い，当該取引を行った時における為替相場により換算した金額とされるところ，
本件外貨預金の払出時における円換算額（円交換額）とその預入時における円換算額（円
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交換額）との差額すなわち本件為替差損益については，米ドルを円貨に交換して本件
外貨預金口座から払い出した時に同法第 36条第 1項にしづ収入すべき金額が実現した
ものとして，所得として認識する必要がある。そして，本件為替差損益に係る所得は…
（略），同法第35条第 1項に規定する雑所得に該当する。
以上から，本件為替差損益に係る雑所得の収入金額の収入すべき時期は，本件外貨預
金口座に預入れされていた米ドルを円貨に交換して払い出したそれぞれの時となる。」
2 本件雑所得の計算期間に係る総収入金額に算入されるべき金額
「法は， 1暦年を単位としてその期間ごとに課税所得を計算し課税を行うことを前提
に，その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総収入金額に算入す
べき金額はその年において収入すべき金額とする旨規定しており（同法第 36条第 1項），
請求人の平成 25 年分の雑所得の金額の計算上総収入金額に算入すべき本件為替差益の
金額は…（略），平成 25年中において米ドルを円貨に交換して本件外貨預金口座から払
い出したそれぞれの時に生じた本件為替差損益の額の合計額とすべきである」。
3 本件外貨預金口座から生ずる為替差損益の算出方法
「本件外貨預金は，預入れ及び払出しが随時可能な預金であるところ，このような預
金の払出しに伴って生ずる為替差損益の具体的な算定方法について，所得税法は，特段
の定めを置いていない。
殊に本件の場合本件外貨預金口座の開設以後，本件外貨預金の預入れ及び払出しが
繰り返し行われており（平成 21 年 5月29 日から平成 25年 1月 1 日までの間におけ
る本件外貨預金の預入れ及び払出しの回数はそれぞれ百数十回にわたり，この間，同日
中に複数回の預入れ又は払出しが行われることもある。）－－－（略），本件外貨預金の残高
については，異なる為替相場が適用されて預入れされた米ドルが常に混在するという状
況にある。」
「上記のような取引の実態を有する本件の下においては，…（略）所得税法第 48 条
第 3 項及び所得税法施行令第 18 条第 1項の各規定を準用することが合理的で、ある。
すなわちγ 一（略）同一の外国通貨は，同一銘柄の有価証券と同様，代替性を有し，通
貨としての物的性格は同じであるから異なる為替相場が適用されて本件外貨預金口座
に預入れされていた米ドルを等価とみてその単価を平均化し，その平均化した単価を用
いて当該米ドルの預入時の円換算額を算定するとしづ方法が，本件においては，最も合
理的というべきである。」
4 算出方法へのあてはめ
「本件においては，当該米ド、ルの払出しの直前の払出しの時から当該米ドルの払出し
の時までの期間を基礎として，①当該直前の払出しの時に有していた米ドル（当該直前
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の払出時における本件外貨預金の残高）の円換算額ム②当該期間中に預入れされた米
ドルの円換算額（円交換額）の総額を合計し，さらに，③当該合計額を当該払出しの直
前に有していた米ドルの総額（当該払出しの直前における本件外貨預金の残高）で除し
た金額をもって当該米ドル 1単位当たりの金額（円）とし，同金額を基礎として預入時
の円換算額を算定することが相当である。」
第4節検討－結論に賛成，裁決の理由に疑問
1 本裁決の意義と位置づけ
( 1 ）本裁決の意義
本件の争点は，平成 25 年分の雑所得の計算上，総収入金額に算入すべき為替差損益
の金額は幾らかである。 Xは，平成 25 年分の本件為替差益は，本件外貨預金口座の開
設時から平成 25年 1月 1 日の最終払出日までの期間を一体として，本件為替差益を
算定すべきであると主張した。
担税力に応じた課税を行うためには，法が個人の所得を担税力の測定指標としている
ことから，一定期間1における適正な所得を測定しなければならない。この適正な所得
を算定するためには，納税者の担税力を増加させる経済的事象の発生を捉え，租税法の
対象としてどの段階で課税するのかを決定し，これを正確に評価する必要がある。
租税実体法上，所得金額を算定するにあたって，収入から費用等を控除することによ
り，所得を測定する（法 36，同 37）が，同通則規定は「その年分」と規定している。
所得の測定の時間の単位は，多くの事業の慣行が「年jを単位として行われていること
に従ったもので，課税や納税者の便益に応じた一種の便宜的な決定として，年（12 か
月）とされているえしたがって，所得税法の計算期間は， 1年（暦年）を課税年度の単
位としている3 （国税通則法 10条）。
所得の測定期間内に，適正に所得が計上されないと，担税力に応じた課税は実現でき
なくなる。なぜなら，実質的公平の実現を正当化根拠とする累進税率4の下では， 1年間
における所得金額の多寡が，納税者の租税負担に影響を及ぼすからである。
審判所は，本件為替取引は，法 57 条の3第 1項の外貨建取引に該当するため，本件
為替取引の円換算金額は，同項の規定に従い当該取引を行った時点における為替相場に
1一般的に，期間は，「ある時点から他の時点までの時間的隔たりといった，時的連続性を
f寺った概念」（最判平成2 年3月2日民集64巻2号420 頁）と理解されている。
2金子宏「ボーリス・ビトカーの「包括的課税ベースJ批判論の検討」同編『所得概念の
研究』 137 頁（有斐閣， 195 ），佐藤英明『スタンダード所得税法〔第2版補正版〕』 51
頁以下（弘文堂， 2018 ）。
3最判昭和 53年2月24 日民集 32巻 1号43頁c
4 田中治「所得税の税率の法理論Jf3税49 号24頁（20 ）。
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より換算した金額となるとした。したがって，本件為替差損益は 「米ドルを円貨に交
換して本件外貨預金口座から払い出した時に同法 36条第 1項にいう収入すべき金額が
実現したものとして，所得として認識する必要があJり，払出したそれぞれの時に，収
入金額として計上すべきであると裁決した。
本裁決は，法に定めのない為替差損益の算定にあたって，為替差損益は，米ドルを円
貨に交換して本件外貨預金口座から払出した時に実現し，平成 25 年中に払出したそれ
ぞれの実現した金額の合計額が，同年中の為替差益となると判断した点にその意義を見
出すことができる。また，実定法では，為替差益の算定方法が規定されていなし、。この
ため，収入金額のみでその経済的利益を計算構造に取り込むのか，経費等も観念、できる
のかという問題を顕在化させたものとも意義づけることができょう。
(2）本裁決の位置づけ
為替差損益に関する課税のタイミングをめぐっては，銀行との先物為替予約およびイ
ンパクトローン契約から生じた為替差益の課税時機を争点とした事件5や円貨と米ドル
の売買を行う外国為替証拠金取引において，未決済の場合，営業日ごとに個人口座にお
いて清算することから生じる為替差損益の課税時機を争点とした事件6などが争われて
きた。いずれの事件でも為替差損益の課税時機について権利確定主義を用いて判断し
ている。
所得の実現と権利確定主義との聞には，理論的関係がある7が，本裁決は，本件為替差
損益の課税時機判定にあたって，法 57 条の3第 1項の外貨建取引に該当するとした。
そのうえで，当該規定の「当該外貨取引を行った時における外国為替の売買相場により
換算した金額」とする文言の延長線上のものとして所得の実現を捉え，所得（収入）の
課税のタイミングのテストとして権利確定主義を用いることなく，直接的に為替差益の
所得の実現を判断したものと位置づけられる。
2 本裁決の判断構造
審判所は，本件為替取引が，外貨建取引の換算規定に該当するとしたうえで，本件取
引の円換算の金額は，当該外貨取引を行った時における外国為替の売買相場により換算
した金額で、あるとした。そして，本件為替差益は，法36条 1項の収入すべき金額とし
て，米ドルを円貨に交換して本件外貨預金口座から払出した時に実現し，所得として認
識すると判断した。したがって，雑所得の総収入金額に算入すべき金額は，本件外貨預
金口座に預入れていた米ドルを円貨に交換して払出したそれぞれの時であると裁決し
た。
5松山地判平成7年2月24 日訟月 42 巻 10 号253 頁。金子宏教授は，「弁済のため邦貨
を元本相当額の外貨に換えたときに確定するJ（金子宏『租税法〔第2 版〕』 295 頁（弘
文堂， 2017 ））としている。
6国税不服審判所裁決平成21 年4月27 日裁決事例集 7 集91 頁参照。
7松沢智『新版租税実体法（補正第2版）』 15 頁（中央経済社， 203 ）。
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本件のように，納税者の取引が数百回を超え，異なる為替相場が適用されるという実
態に即応した預金の払出しに伴って生じる為替差損益の具体的な算出方法に関する規
定はない。そのため，審判所は， 2回以上の同一銘柄の有価証券の譲渡にかかる取得費
の算定を定める法48条3項及び法施行令 18 条1項と同様に，同一の外国通貨は，代
替性を有し，通貨としての物的性格は同じであるため，当該規定を準用することが合理
的であるとした。
同法の算定方法を準用し米ドルの払出しの直前の払出しの時から米ドルの払出しの
時までの期間を基礎としてたうえで，当該直前の払出しの時に有していた米ド、ルの円換
算額と当該期間中に預入れされた米ドルの円換算額を合計し，当該払出しの直前に有し
ていた米ドルの総額で、除して，米ドル1単位当たりの金額（円）を算出する。これを基
に預入時の円換算額を算定し，本件外貨預金口座の開設日から平成 24 年 12 月末まで
の外貨預金の円換算された残高を算定し，同様に平成 25 年分の各取引から生じる為替
差益の合計額を算定すると判断を下した。
3 外貨建取引の換算規定の目的と位置づけ
( 1 ）外貨建取引の換算規定の立法の背景と目的
法57条の3第 1項は 個人が外貨建取引を行った場合は，当該取引を行った時にお
ける外国為替の売買相場により換算した金額として，個人の各年分の各種所得の金額を
計算する旨を定めている。個人における外貨建取引から生じる所得は 平成 18年度に
同規定が創設されるまで，法人税法に定められる外貨建取引の換算方法に準じた取扱い
がされた。これを所得税法上，明確化したものが同規定である8。既に平成 12年度に立
法されていた法人税法61 条の8は，外貨換算関係について，旧同法施行令 139 条の2
以下に，外貨建取引の換算規定および、外貨建債権債務以外の規定がなかったため，新設
された90
同法施行令の背景10には，戦後，わが国の国際通貨体制が， IMF 体制の下での固定相
場制を維持してきたため，為替相場の変動をめぐる問題が議論されてこなかったことに
求められる。昭和 46年8月のニクソン声明により米ドルと金の交換性が停止され，昭
和 48年以後，国際通貨情勢の変化に伴い，主要通貨は全面的に流動化し，変動相場制
に入って今日に至っている。
ニクソン・ショック以前の税務の取扱いは基本的に一般に公正妥当な会計処理の基
準に従って処理していた。具体的には，昭和 43年から昭和 48年までの聞に，企業会計
審議会特別部会が公表した第ーから第六意見書の為替差損益の会計処理の指針に従つ
8武田昌輔『DHC コンメンタール所得税法』 4259 の2頁（第一法規，加除式），青木孝徳、
ほか『平成 18年度版改正税法のすべて』 217 頁（大蔵財務協会， 206)
9 中村信行ほか『平成 12年度版改正税法のすべて』 187 頁（大蔵財務協会， 20 ）。
10 武田昌輔『DHC コンメンタール法人税法jJ 359 の2頁以下（第一法規，加除式）。
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て処理を行うことが認められていた。第六意見書が公表されてから，国会で，「税法に
おいても課税公平の見地から，独自に規定を設け，その立場を明確にすべきJとの意見
や「税制の処理の問題を一片の通達で処理するのではなく，法令の形で，国民の審査を
経た上で処理すべきJとの意見が生じ，昭和 50年に旧法人税法施行令 139 条の2に新
設されることとなった10
この背景から明らかにできる外貨建取引の換算規定の立法目的は為替相場の変動す
る外貨建債権債務の換算について，①一般に公正妥当と認められる評価の方法を明確化
することで，租税法律関係、における納税者の予測可能性と法的安定性を確保すること，
②評価方法を定めることで，納税者間の平等取扱いを図り，課税の公平を実現すること
にあるといえる。
( 2）所得金額の計算の通則規定と外貨建取引の換算規定の位置づけ
当該規定が直接的に言及しているは，換算のレートについてである。つまり，換算を
「外貨建取引j時に行うことと， f外貨建取引Jが換算の対象であることが，前提にあ
って，換算レートが決まる12。したがって，同規定は，個人の各年分の外国通貨の取引
から生じる各種所得の算定にあたって，収入ないし費用等が生ずる場合には，当該取引
を行った時点の外国為替の相場で評価するという「換算方法」 13を定めた評価規定であ
ると位置づけられる。
他方で，旧施行令 132 条の2が，短期外貨建債権債務について，①取得時換算法が継
続的方法として認められていること，②期末時換算法を採用しているときは，換算益が
生ずる時点で換算すべきこととされていることを理由に，当該規定の制定によって「税
法の考え方の原則が換算は評価ではなく客観的事実の発生であることが明らかになっ
たとみることができょうJ14とする見解がある。所得税基本通達 57 の3-3 も，外貨
建資産等の期末換算差損益の算入等を定める法人税法 61 条の9に倣って，外貨建取引
を取引発生時に外国通貨で記録し，各月末等の一定の時点で損益計算書又は収支内訳書
の項目を本邦通貨に換算する場合には，各月末等の規則性を有する一月以内の一定期間
ごとの一定時点において本法通貨への換算を行い，一定時点を外貨取引にかかる取得発
生時であるものとして，外貨建取引の取扱いを適用しているときは，これを認めている。
しかし，所得税法には，法人税法 61 条の9のような規定がない以上 換算は客観的事
実の発生と捉える余地はないであろう。
ところで，各種所得金額の計算の通則規定として法 36 条 1項が 別段の定めがある
1 武田・向上書359 の48 頁。
12 岡村忠生『法人税法講義〔第3版〕』 29 頁（成文堂， 207 ）。
1:3 金子・前掲注（5) 29 頁。所得の年度帰属の規定として捉える見解として，水野忠恒
『大系租税法（第2版）』 287 頁（中央経済社， 2018 ）を参照されたい。
14 武田・前掲注（10) 359 の2頁。同旨の見解として，吉牟田勲「時価会計基準の部分
導入と税法のスタンスJ税理41巻 14号6頁 (198) 0 
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場合を除き，「金銭以外の物又は権利その他経済的利益をもって収入する場合には，そ
の金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額j と規定し，同 2項が，金銭以外の
物ないし経済的な利益の測定ないし評価は，時価によることを明確にして，評価の原則
を定めている150 以上を勘案すると，外貨建取引の換算規定は，課税所得計算が円貨に
よって算定することが前提とされているため，法 36 条1項の別段の定めとして，外貨
建取引から生じる経済的利益を，如何に換算すべきかについて具体的に定めた評価方法
に関する規定と位置付けられる。
( 3）外貨建取引の意義
外貨建取引の換算規定は 外貨建取引の意義について，「外国通貨で支払いが行われ
る資産の販売および購入役務の提供，金銭の貸付および借入れその他の取引Jと定め
ている（法 57 の3①）。「その他のJ取引の前に出てくる文言は，後に出てくる意味内
容の広い文言の一部をなすものの例示的な役割を果たす16ことから，除外規定がない限
り，外国通貨で支払いが行われる取引が，すべて当該規定の対象になる17 （所得税基本
通達 57 の3-1 ）。なお，法施行令 167 条の6第 2 項は，外国通貨で表示される預貯
金を受け入れる銀行等の金融機関を相手方とする預貯金に関する契約に基づいて，預入
れが行われる預貯金の元本にかかる金銭により引き続き同ーの金融機関に同一の外国
通貨で行われる預貯金の預入れは，当該取引に該当しないと定めている。
当該規定創設後，納税者が，直接的に外国通貨と円貨の売買を行し、売買代金を授受せ
ずに，金融業者に注文を行い，金融業者と納税者との間で行われる外国為替証拠金取引
から生ずる為替差損益に関する裁判例等では，納税者の取引口座へ円貨で支払われてい
る場合について 当該規定の適用に関して具体的に言及していない180
もっとも，外国為替証拠金取引から生ずる為替差損益にかかる事案で，取引の差金決
済と現物の受渡しのいずれかの清算方法を選択できる契約をした場合に，納税者が，す
べて差金決済をした事案19では，同様に，外貨建取引の換算規定を参照条文として適用
の対象に挙げておらずまた類似の契約で外国通貨を実際に授受する現物取引が可
能であったが，現物取引を行わなかった事案20では，当該規定を適用しているものもあ
る。現状では，当該規定の射程は，はっきりとしていなし、。
15 増田英敏『紛争予防税法学』 12 頁（TKC 出版， 2015 ）。
16 林修三『法令用語の常識（第3版）』 17 頁（日本評論社， 1975) 0 
17 原一郎「為替換算J日税63 号75 頁（201 ）。
18 国税不服審判所裁決平成2 年 1月29 日裁決事例集80集・ 81集31 頁，大阪地判平
成2 年8月27 日税資260 号順号 1498 ，さいたま地判平成25年 12 月25 日税資263 号
順号 123640
19 東京地判平成2 年6月 24 日税資260 号順号 14580
20 国税不服審判所裁決平成25 年6月 25 日裁決事例集91集79頁。
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4 外貨預金口座から生じる為替差益と計上時機
( 1 ）実現原則と権利確定主義
外貨建取引の換算規定が，評価方法に関する規定であるとすると，外貨建取引の時点
が問題となる。外貨建取引の換算時点について，法が特段の規定を置いていない以上，
外貨建取引から生じる損益の認識は，課税のタイミングを定めた原則規定によって判断
することとなる。
所得の計上基準としては，現金主義と発生主義があるが，法 36条 1項がその年分の
各種所得の金額の計算上収入金額に算入すべき金額は，「その年において収入すべき金
額」によると定めていることから，判例・通説は「現実の収入がなくても，その収入の
原因となる権利が確定した場合には，その時点で、所得Jの実現があったものとする権利
確定主義によって判定している210
原則として権利確定主義が用いられる理由は，認識の基準として可能な限り，統一的
で明確なものが安全で確実であり，また，通常，経済的取引は有効な法律行為を介して
行われるため，その私法上の法律効果と結びつけることが適当であると考えられるため
である2。権利確定主義は，私的経済取引の成果を課税対象として取り込む租税実体法
の下では，私法上の法律関係に依拠して税法上の認識を捉えるため，租税法律関係にお
ける法的安定性の要請に合致し，法的基準として正当性を有している。
ところで，法は，包括的所得概念23を採用していることを前提として，「収入」として
すべての種類の所得を捉えている（法36条）。法が「収入」と定めているから，原則と
して，外部からの経済的価値の流入があったときに，所得は実現し課税所得たる所得を
構成する240 したがって，別段の定めがない限り，究極的に所得が実現した時に，所得
を実現させた納税者に，実現させた所得に対して課税がされることが原則である250
そうすると，発生主義と実現は同義に解されている26ため，権利確定主義は，外部か
らの経済的価値の流入の蓋然性が高まった27といえる客観的事実の発生したときを捉
えて認識することを判定するためのリーガル・テストであるといえる。ただし，収入金
21 最判昭和 53年2月24 日・前掲注（3) 43 頁，金子宏「所得の年度帰属J同編・前掲
書（2) 283 頁。
2 山田二郎『租税法重要判例解説（2）』 172 頁（信山社， 207 ），松沢・前掲注（7) 
14 頁，金子・前掲注（21) 29 頁。
23 金子宏「租税法における所得概念の構成」同編・前掲書（2) 24 頁以下。
24 金子・前掲注（21) 283 頁。
25 最判昭和46年 1月9日民集25巻8号 120 頁，最判昭和49年3月8日民集28巻2
号 186 頁，岡村忠生「所得の実現をめぐる概念の分別と連接」論叢 16 巻6号96 頁
(201 ）。
26 金子・前掲注（21) 283 頁，増田英敏「所得課税における収益の認識基準－Timng の
問題」 Tax&Law8 号81 頁（207 ）。
27 最判昭和 46年 1月9日・前掲注（25) 120 頁，木村弘之亮「所得税法における包括
的所得説と発生主義の接点J税法学562 号43頁（209 ）。
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額を認識するためには，認識する対象が，客観的数値（貨幣価値）により測定できるも
のでなければならなし、から，何らかの外形的な表象によって明確に示されている必要が
ある280
権利の確定時機は，その所得が生ずることとなった私法上の取引の類型（契約解釈）
ごとに異なることから，第一に，その私法上の法律構成を検討し 次に，各々の類型に
即した実現可能性の高まったといえる妥当な時点を捉えて，租税法上でいつ認識するの
かという結論を得ることとなる290
( 2）外貨預金口座から生じる為替差益と権利確定主義
民法657 条は，「寄託は，当事者の一方が相手方のために保管することを約してある
物を受け取ることによって，その効力を生ずるJと規定している。受寄者が契約により
寄託物を消費することができる場合には，消費貸借の規定を準用するものとして消費寄
託について定めている（民法 6 ①）0 消費寄託は，受寄者が，消費した寄託物を，後
にその物と同量・同質の代替物を寄託者に返還する要物契約である30
預金は，消費寄託契約の典型とされており，銀行は，片務的に保管の義務を負う 310
それと同時に，契約に際して返還の時期を定めなかったときは，寄託者は，いつでも返
還請求することができる（民法 6 ②）0
これを，本件についてみると，外貨預金口座に，D銀行口座所定のサービスを利用し，
円普通口座から外貨預金口座へ入金されており，金銭を銀行に保管させているから，消
費寄託契約が成立している。種類債権の場合汽債権の目的物の給付は，履行時までに
確定しなければならないから，米ドル現金による払出しまたは円貨に交換して払出しを
するのかの払出方法を特定する必要がある。また，外貨預金口座への預入れおよび外貨
預金口座から米ドル現金の払出しの場合には，為替差損益が，そもそも生じない。そう
すると，為替差損益の権利の確定の基準としては，①当事者の合意で払出し方法を特定
した時と，②外貨預金口座から普通預金口座へ払出された（銀行が所定の相場によって
換算し現実に弁済した3）ときのいずれかになる。
当事者の意思を外形的に判断することが困難であることを考慮すると，預入れた外貨
預金口座から，米ドルを円貨によって払出したときに，権利が確定したとみるのが，最
も安全で確実といえる。したがって，本裁決の実現時機の判断は妥当であると考える。
28 渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」司法研究報告書 19輯1号58頁（1967 ）。
29 金子・前掲注（21) 304 頁，増田英敏「租税訴訟と税理士の職務と責任j同編『租税憲
法学〔第3版〕』 397 頁（成文堂， 206) 0 
30 来栖三郎『契約法』 60 頁以下（有斐閣， 197 4) 0 
31 近江幸治『民法講義V契約法〔第3版〕』 27 頁（成文堂， 206) 0 
32 中田裕康『債権総論〔第3版〕』 45頁以下（岩波書店， 2013 ）参照。
3 道垣内弘人「判批」国際私法判例百選〔新法対応補正版〕 93 頁（207 ）。
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第5節 結語一本裁決の評価－租税法律主義の視点から
Xは， Xの平成25 年以前の損失が考慮、されずに，利益が生じたときにだけ課税され
ることから，本件外貨預金開設後から，最終取引の直前までを一体として計算すべきで
あると主張した。しかし外貨建取引から生じたそれぞれの実現した為替差損益を度外
視しており，取引開始から終了までの各年分の為替差損益とそれぞれの外貨預金口座に
預入れたときの円貨の額と外貨預金口座から払出したときの円貨の額の差額について，
具体的に主張・立証していないため，審判所の判断は妥当であると評価できる。
もっとも，本裁決は外貨建取引の換算規定に該当することを理由として課税のタイ
ミングについて判断しているようにも読めるため，法 57 条の3の解釈と法 36 条1項
の関係について無用な混乱を招く可能性がある。租税法律主義の下では，法律の根拠
なしに，法律の文言を無視したそれとは異なる意味を付け加える等の解釈は許されない
340 本文でも述べたとおり，外貨建取引に関する法整備が，法人税法以上に整備されて
いない現状では，法36条1項の別段の定めとみることは困難であるように思われる。
また，為替差損益の金額の算出方法について，法は，特段の定めを規定していなし、。
本裁決では，預入れた外貨預金の算定にあたって，有価証券の譲渡原価等の計算および
その評価方法の規定を準用しているが，預入れた外貨預金を費用として構成することが
可能で、あるかとし寸問題も残る。為替差益は，外貨預金の払出し時の円換算額からその
預入時の円換算額を控除した部分が，収入金額となるのか，それとも，外貨預金の払出
しの時の円換算額を収入金額として外貨預金の預入れた時の円換算額を費用とみるの
かでは，為替差益の法的性質が異なるのではなし、かと思われる。このことは，直接的に
為替差益の所得区分の問題35にも繋がる。
現状の経済取引と租税法の聞に黍離が生じる場合には，解釈によって対応していくこ
とには，限界がある36。個人の海外取引が増加している現状を踏まえると，立法府は，
迅速に為替差損益と外貨建取引に関して，法整備を図ることが望まれる。
34 増田英敏『リーガルマインド租税法〔第4版〕』 47 頁（成文堂， 2013 ）。
35 武田昌輔「所得税と為替差損益」日税31 号 163 頁以下 (195 ），岩崎政明『ハイポセ
テイカル・スタディ租税法〔第2版〕』 142 頁以下（207 ）参照。
36 増田・前掲注（34) 12 頁。
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